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Ⅰ. 総括研究年度終了報告 

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究  

研究代表者  安原 眞人 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科 教授  

 

 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究要旨 

本研究では、多数の病院薬剤師及び薬局薬剤師を会員とする学術団体である日本医療薬

学会を活動の母体として、二つの調査研究班により、病院におけるチーム医療推進のアウ

トカムと、セルフメディケーションの推進に資する健康情報拠点としての薬局のあり方に

ついて調査研究を行った。 

研究分担者 

佐々木 均 

 長崎大学病院 教授・薬剤部長 

長谷川 洋一 

 名城大学薬学部 教授 

 
研究協力者 

赤川 圭子 

昭和大学薬学部 講師 

有澤 賢二 

 日本薬剤師会 常務理事 

奥田 真弘 

 三重大学医学部附属病院 教授・薬剤部長

川上 純一 

 浜松医科大学医学部附属病院 教授・薬剤

部長 

北田 光一 

 日本病院薬剤師会 会長 

齊藤 真一郎 

 国立がん研究センター東病院 薬剤部長 

鈴木 洋史 

 東京大学医学部附属病院 教授・薬剤部長

土屋 文人 

 日本病院薬剤師会 副会長 

永江 浩史 

 ながえ前立腺ケアクリニック 

中澤 一純 

 日本医療薬学会 事務局長 

狭間 研至 

 ファルメディコ株式会社 社長 

橋田 亨 

 神戸市立医療センター中央市民病

院 院長補佐・薬剤部長 

舟越 亮寛 

 亀田総合病院 薬剤部長 

古田 勝経 

 国立長寿医療研究センター 高齢

者薬物治療研究室長 

松原 和夫 

 京都大学医学部附属病院 教授・

薬剤部長 

宮崎 長一郎 

 日本薬剤師会 常務理事 

森 昌平 

 日本薬剤師会副会長 

吉山 友二 

 北里大学薬学部 教授 
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A．研究目的 

少子超高齢化社会における医療提供体制

の再構築が求められる中で、チーム医療の

進展や地域医療の拡充に向けて、薬剤師の

担う役割を明確にし、求められる専門性を

活かすための実践的方法論を確立する。 

 
B．研究方法 

日本医療薬学会を中心として日本病院薬

剤師会ならびに日本薬剤師会との連携のも

とに、医療機関におけるチーム医療の先進

的事例の収集し、そのアウトカム評価につ

いて調査・解析した。薬局における健康情

報等の提供状況や要指導医薬品・一般用医

薬品等の取扱状況の実態を調査し、健康情

報拠点としての薬局のあり方について検討

した。 

 
C．研究結果 

１．チーム医療推進分担研究班（分担研究

者：佐々木均）：平成 22 年 4 月 30 日付の

厚生労働省医政局長通知「医療スタッフの

協働・連携によるチーム医療の推進につい

て」において、薬剤師の医療チームでの積

極的な活用が提言された。医政局長通知に

おいて現行法で可能とされている業務の推

進を図るため、それらの業務における薬剤

師の更なる活用や、医師の業務軽減に対す

る貢献を評価し、効率的な医療資源の投入

と活用に関する調査、研究を実施すること

とした。さらに、薬学教育 6 年制を踏まえ

て薬剤師に今後期待される業務範囲・役割

の拡大について、現行法で可能な範囲と、

それらを実施するために必要な条件等につ

いて調査・検討を行い、その効果、影響等

を評価し、薬剤師の担うべき役割を明らか

にすることを目標に定めた。 

研究計画 2 年目となる本年度は、前年度

に引き続き、以下の事例収集を行った。①

医師、薬剤師等で事前に作成・合意された

プロトコールに基づき､医師・看護師と協働

して薬剤の種類、投与量、投与方法、投与

間隔の変更や検査のオーダーを実施、②薬

剤選択、投与量、投与方法、投与期間等に

ついて積極的な処方の提案、③薬物療法を 

受けている患者に対する薬学的管理（患者

の副作用の状況の把握、服薬指導等）、④薬

物の血中濃度や副作用のモニタリング等に

基づき、副作用の発現状況や有効性の確認

を行うとともに、薬剤の変更等を医師に提

案、⑤薬物療法の経過等を確認した上で、

前回処方と同一内容の処方を医師に提案、

⑥入院患者の持参薬の確認・管理、⑦外来

化学療法を受けている患者に対するインフ

ォームドコンセントへの参画及び薬学的管

理（薬剤師外来）。これらの事例について、

医師の負担軽減、患者への安心・安全な医

療提供に結び付くチーム医療への薬剤師の

貢献について定量的な評価・解析を加えた。 

研究班では、特にプロトコールに基づく

薬物治療管理、PBPMにフォーカスを絞り、

チーム医療によるアウトカム評価、薬剤師

がチーム医療にかかわることによりどのよ

うなアウトカムが得られるのか、医療の質

の向上、安全性の改善、経済性、医療従事

者の負担軽減など、科学的・客観的なアウ

トカム評価を試みた。その結果、6つの先

進事例を選び、平成 27 年 2 月 22 日に開催

したシンポジウムにおいてその活動を具体

的に報告し、チーム医療における薬剤師の

 
 

役割について総合的に考察した。 

２．在宅医療・かかりつけ薬局推進分担研

究班（分担研究者：長谷川洋一）：薬局薬剤

師は、地域医療の担い手として、地域完結

型の医療・介護の体制を整備するため、地

域包括ケアシステムの一員として在宅医療

における明確な役割を示し主体的に取り組

むことが重要となる。研究初年度において、

本分担研究班では、薬局業務運営ガイドラ

インや、在宅療養推進アクションプラン、

その他、厚生労働省や日本薬剤師会などか

ら出されている通知等と、これまでに実施

されてきた調査研究報告結果を踏まえて、

かかりつけ薬局機能をもった在宅医療提供

薬局を推進するための新たな基準を作成し、

報告書「薬局の求められる機能とあるべき

姿」として公表した。本年度は、初年度の

研究成果を引き継ぎ、「薬局の求められる機

能とあるべき姿」の報告書に基づき、セル

フメディケーションの推進に資する薬局の

あり方について、調査検討した。 

薬局における健康情報等の提供状況や、

要指導医薬品・一般用医薬品等の取扱状況

等に関するアンケート調査を踏まえ、健康

情報拠点としての薬局の基本的な機能には

次の 3 点が挙げられる。 

・調剤による薬剤の提供はもとより、要指

導医薬品・一般用医薬品等の適正な使用に

関する助言や健康に関する相談、情報提供

を積極的に行う。 

・かかりつけ医を中心とした多職種連携の

中で地域に密着した健康情報の拠点として

の機能を果たす。 

・国民の病気の予防や健康づくりに貢献し

ている。 

 これらの基本的な機能を果たすために、

具体的に薬局に求められる構造・設備等の

要件、医薬品・衛生材料等の供給体制、薬

剤師の資質、健康相談・健康づくり支援、

かかりつけ薬局としての機能、地域におけ

る連携体制の構築、その他について考察し

た。 

 
D．健康危険情報 

 なし。 

 
E．研究発表 

 なし。 

 
F．知的財産権の出願・登録状況 

 なし。 
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Ⅱ.分担研究年度終了報告書 

１．チーム医療推進分担研究班 

分担研究者 氏名 佐々木 均・長崎大学病院 教授・薬剤部長 
 
Ａ．研究目的 

チーム医療とは「多種多様な医療スタッ

フが、各々の高い専門性を前提とし、目的

と情報を共有し、業務を分担するとともに

互いに連携・補完し合い、患者の状況に的

確に対応した医療を提供すること」（平成

22年4月30日付厚生労働省医政局長通知、前

文）と定義され、質の高い医療の実現と、

快適な職場環境の形成や効率的な業務運営

に結びつく取り組みに期待が寄せられてい

る。日本病院薬剤師会によるチーム医療や

地域医療の先進事例が紹介されているが、

学術的見地から解析・評価されているとは

言い難い。そこで日本医療薬学会を通じ、

病院におけるチーム医療の先進的事例を収

集するとともに、薬学教育6年制を踏まえて

薬剤師に求められている業務について必要

な調査研究を行い、薬剤師が担うチーム医

療のアウトカムを評価する。  

 
Ｂ．研究方法 

本研究は、日本医療薬学会の中にチーム医

療の調査研究班を組織し、研究班を主体と

して平成25年度より平成27年度までの3年

間に亘り実施する。平成26年度については、

前年度に引き続き薬剤師の医療機関におけ

るチーム医療の先進的事例の収集を行った。

特に、現行制度の下において薬剤師が実施

することができる業務として前述の医政局

長通知に挙げられた9種の業務の中から、①

薬剤の種類、投与量、投与方法、投与期間

等の変更や検査のオーダについて、医師・

薬剤師等により事前に作成・合意されたプ

ロトコールに基づき、専門的知見の活用を

通じて、医師等と協働して実施することに

ついて、日本病院薬剤師会の協力を仰ぎ、

全国の医療機関から事例収集を行った。 

研究班では、3回の班会議を開催し、特に

プロトコールに基づく薬物治療管理、PBPM

にフォーカスを絞り、チーム医療によるア

ウトカム評価、薬剤師がチーム医療にかか

わることによりどのようなアウトカムが得

られるのか、医療の質の向上、安全性の改

善、経済性、医療従事者の負担軽減など、

科学的・客観的なアウトカム評価を試みた。

その結果、6つの先進事例を選び、平成27

年2月22日に開催したシンポジウムにおい

てその活動を具体的に報告し、チーム医療

における薬剤師の役割について総合的に考

察した。 

 
Ｃ．研究結果 

１）「薬剤師が担うチーム医療と地域医療の

調査とアウトカムの評価研究」シンポジウ

ム（6- ページに記載） 

２）医政局長通知業務の実践事例収集

（ -1 ページに記載） 

 
Ｄ．健康危険情報 

 特に記載すべきことなし。 

 
Ｅ．研究発表 

 
 

 特に記載すべきことなし。 

 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

 特に記載すべきことなし。 
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Ⅱ.分担研究年度終了報告書 

１．チーム医療推進分担研究班 

分担研究者 氏名 佐々木 均・長崎大学病院 教授・薬剤部長 
 
Ａ．研究目的 

チーム医療とは「多種多様な医療スタッ

フが、各々の高い専門性を前提とし、目的

と情報を共有し、業務を分担するとともに

互いに連携・補完し合い、患者の状況に的

確に対応した医療を提供すること」（平成

22年4月30日付厚生労働省医政局長通知、前

文）と定義され、質の高い医療の実現と、

快適な職場環境の形成や効率的な業務運営

に結びつく取り組みに期待が寄せられてい

る。日本病院薬剤師会によるチーム医療や

地域医療の先進事例が紹介されているが、

学術的見地から解析・評価されているとは

言い難い。そこで日本医療薬学会を通じ、

病院におけるチーム医療の先進的事例を収

集するとともに、薬学教育6年制を踏まえて

薬剤師に求められている業務について必要

な調査研究を行い、薬剤師が担うチーム医

療のアウトカムを評価する。  

 
Ｂ．研究方法 

本研究は、日本医療薬学会の中にチーム医

療の調査研究班を組織し、研究班を主体と

して平成25年度より平成27年度までの3年

間に亘り実施する。平成26年度については、

前年度に引き続き薬剤師の医療機関におけ

るチーム医療の先進的事例の収集を行った。

特に、現行制度の下において薬剤師が実施

することができる業務として前述の医政局

長通知に挙げられた9種の業務の中から、①

薬剤の種類、投与量、投与方法、投与期間

等の変更や検査のオーダについて、医師・

薬剤師等により事前に作成・合意されたプ

ロトコールに基づき、専門的知見の活用を

通じて、医師等と協働して実施することに

ついて、日本病院薬剤師会の協力を仰ぎ、

全国の医療機関から事例収集を行った。 

研究班では、3回の班会議を開催し、特に

プロトコールに基づく薬物治療管理、PBPM

にフォーカスを絞り、チーム医療によるア

ウトカム評価、薬剤師がチーム医療にかか

わることによりどのようなアウトカムが得

られるのか、医療の質の向上、安全性の改

善、経済性、医療従事者の負担軽減など、

科学的・客観的なアウトカム評価を試みた。

その結果、6つの先進事例を選び、平成27

年2月22日に開催したシンポジウムにおい

てその活動を具体的に報告し、チーム医療

における薬剤師の役割について総合的に考

察した。 

 
Ｃ．研究結果 

１）「薬剤師が担うチーム医療と地域医療の

調査とアウトカムの評価研究」シンポジウ

ム（6-49 ページに記載） 

２）医政局長通知業務の実践事例収集

（50-109 ページに記載） 

 
Ｄ．健康危険情報 

 特に記載すべきことなし。 

 
Ｅ．研究発表 

 
 

 特に記載すべきことなし。 

 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

 特に記載すべきことなし。 
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１）「薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究」シン

ポジウム 

 
平成 27 年 2 月 22 日（日）に日本薬学会

長井記念館長井記念ホールにおいて、研究

代表者の安原眞人（東京医科歯科大学）を

実行委員長として、シンポジウムを開催し

た。 

 当日は、病院薬剤師、薬局薬剤師、薬学

教員、行政関係者、薬学生など、全国各地

から 235 名の参加者があった。 

 開会にあたり、実行委員長より厚生労働

科学研究費補助金による本研究の経過と今

回のシンポジウムの趣旨説明があった。本

研究の目的は、チーム医療の進展や地域医

療の拡充に向けて、薬剤師の担う役割を明

確にし、求められる専門性を活かすための

実践的方法論を確立することである。本年

度は、チーム医療推進分担研究では、プロ

トコールに基づく薬物治療管理、PBPM に

フォーカスを絞り、チーム医療によるアウ

トカム評価、薬剤師がチーム医療にかかわ

ることによりどのようなアウトカムが得ら

れるのか、医療の質の向上、安全性の改善、

経済性、医療従事者の負担軽減など、科学

的・客観的なアウトカム評価を試みた。在

宅・地域医療推進分担研究班では、初年度

にかかりつけ薬局機能をもった在宅医療提

供薬局を推進するための新たな基準として、

薬局の求められる機能とあるべき姿を報告

し、本年度は、この報告の中で言及された

地域包括ケアシステムの中でセルフメディ

ケーションの推進に資する薬局のあり方に

焦点を絞り、調査検討を行った。これらの

事業は次年度も継続し、薬剤師によるアウ

トカムのエビデンスの蓄積を図るとともに、

多くの薬局や病院において実施できるサス

テイナブルな実践的方法論の構築に向けて、

最終年度は皆様の叡智を結集したいと述べ

られた。 

 講演 1 では、神戸市立医療センター中央

市民病院の橋田亨先生に「医師と薬剤師の

合意に基づく処方提案とそのアウトカム」

についてご講演いただいた。医師・薬剤師

の合意に基づく抗血栓薬取り扱いプロトコ

ールを作成し、病院全体のコンセンサスを

得た上で日常業務に適用した例が紹介され

た。各種検査、周術期における抗血栓薬の

取り扱いマニュアルを作成し、入院前検査

センターを介したプロトコールに従った薬

剤師による内服薬確認外来の運用により、

プロトコール運用後 1 年間において抗血栓

薬の休薬を怠ったための手術中止は 1 件も

なかった。さらに、ICU 担当医師と薬剤師

が協働して作成したストレス潰瘍予防薬投

与基準プロトコールの導入により、臨床的

に意味のある出血の頻度が有意に低下した

ことが報告され、プロトコールに基づく薬

剤師の処方提案が医療の安全性を向上させ

ることが具体的に示された。 

 講演 2 では、国立がん研究センター東病

院の齊藤真一郎先生に「外来化学療法ホッ

トライン、薬剤師外来の有用性」について

ご講演いただいた。経口抗がん剤の服用患

者に対して、医師の依頼により薬剤師外来

 
 

ブースにおいて薬剤師が初回服薬指導を行

い、レジメン確認、併用薬剤、合併症等を

チェックする。2 回目以降は、医師による

診察の前に薬剤師外来において薬剤師が副

作用モニタリング、アドヒアランスの確認、

検査値の確認等を行う。外来における薬剤

師の介入により、S-1 服用患者の緊急入院

の件数は由井に減少し、薬剤師外来が安全

性の向上に貢献し、医師の負担軽減や患者

の副作用に対する理解度の向上に寄与する

ことが示された。外来化学療法ホットライ

ンでは、患者宅からの電話相談に薬剤師が

応対することにより、医師と患者の両者に

メリットがあることが示された。 

 講演 3 では、国立長寿医療研究センター

の古田勝経先生に「褥瘡治療における合意

されたプロトコールに基づく薬剤師介入に

よる処方提案と創環境整備の有用性」につ

いてご講演いただいた。褥瘡薬物療法の薬

剤師介入指針を作成し、薬剤師がチーム医

療へ介入する際に活用する指針としての有

用性を評価することを目的として、プロト

コール遵守群と非遵守群の褥瘡に対する効

果を後方視的に比較検討した。その結果、

薬剤師がプロトコールに基づき褥瘡治療に

介入した群は有意に早期治癒しており、悪

化の程度や症例数も少なく、積極的な薬剤

師の介入は、非遵守群とした医師および看

護師による治癒期間に比べ、治癒速度が速

く、褥瘡治療の質を向上させることが示唆

された。 

 講演 4 では、京都大学医学部附属病院の

松原和夫先生に、「PBPM による臨床アウ

トカム」についてご講演いただいた。持参

薬、定期 Do 処方、提案・修正オーダー権

限、TDM オーダー、疑義照会の一部不要、

CRC のオーダー入力、化学療法時の B 型肝

炎ウイルス検査オーダー、ワルファリン用

量調節オーダーなど、様々なプロトコール

に基づく薬物治療管理（Protocol-Based 

Pharmacotherapy Management）を行い、

薬剤師の介入による患者の臨床的アウトカ

ムを評価した。病棟薬剤師が持参薬処方入

力に介入することにより、医師・看護師の

負担が軽減し薬物療法の安全性が高まると

共に、ポリファーマシーの改善など処方の

適正化にも貢献できることが示された。

TDM プロトコールにより薬剤師がバンコ

マイシン TDM オーダーに介入することに

より、患者のバンコマイシン血中濃度の治

療域維持率は非介入群に比べ優位に改善し

た。心臓血管外科におけるワルファリン指

示に係るプロトコールにより薬剤師がワル

ファリンの内服指示に介入することにより、

ワルファリンの抗凝固活性を目標治療域に

維持できる割合は増加し、目標域に到達す

るまでに要する時間は短縮した。さらに、

病院と薬局間の双方向の情報共有を目指し

たトレーシングレポートや検査値を印字し

た処方せん発行についても紹介された。 

講演 5 では、ファルメディコ株式会社の

狭間研至先生に「薬局薬剤師が取り組むチ

ーム医療〜介護施設における共同薬物治療

管理〜」についてご講演いただいた。モノ

と情報を基盤に調剤と服薬指導を中心とす

る従来の薬剤師業務に対し、薬理学・薬物

動態学・製剤学などを基本に薬物投与後の

患者状態をチェックし前回処方の妥当性を

吟味すると共に次回処方への介入・提案を

行う多職種協働による新しい薬剤師業務が

P000-046.indd   6 2015/03/25   16:58:58



－7－

 
 

  

１）「薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究」シン

ポジウム 

 
平成 27 年 2 月 22 日（日）に日本薬学会

長井記念館長井記念ホールにおいて、研究

代表者の安原眞人（東京医科歯科大学）を

実行委員長として、シンポジウムを開催し

た。 

 当日は、病院薬剤師、薬局薬剤師、薬学

教員、行政関係者、薬学生など、全国各地

から 235 名の参加者があった。 

 開会にあたり、実行委員長より厚生労働

科学研究費補助金による本研究の経過と今

回のシンポジウムの趣旨説明があった。本

研究の目的は、チーム医療の進展や地域医

療の拡充に向けて、薬剤師の担う役割を明

確にし、求められる専門性を活かすための

実践的方法論を確立することである。本年

度は、チーム医療推進分担研究では、プロ

トコールに基づく薬物治療管理、PBPM に

フォーカスを絞り、チーム医療によるアウ

トカム評価、薬剤師がチーム医療にかかわ

ることによりどのようなアウトカムが得ら

れるのか、医療の質の向上、安全性の改善、

経済性、医療従事者の負担軽減など、科学

的・客観的なアウトカム評価を試みた。在

宅・地域医療推進分担研究班では、初年度

にかかりつけ薬局機能をもった在宅医療提

供薬局を推進するための新たな基準として、

薬局の求められる機能とあるべき姿を報告

し、本年度は、この報告の中で言及された

地域包括ケアシステムの中でセルフメディ

ケーションの推進に資する薬局のあり方に

焦点を絞り、調査検討を行った。これらの

事業は次年度も継続し、薬剤師によるアウ

トカムのエビデンスの蓄積を図るとともに、

多くの薬局や病院において実施できるサス

テイナブルな実践的方法論の構築に向けて、

最終年度は皆様の叡智を結集したいと述べ

られた。 

 講演 1 では、神戸市立医療センター中央

市民病院の橋田亨先生に「医師と薬剤師の

合意に基づく処方提案とそのアウトカム」

についてご講演いただいた。医師・薬剤師

の合意に基づく抗血栓薬取り扱いプロトコ

ールを作成し、病院全体のコンセンサスを

得た上で日常業務に適用した例が紹介され

た。各種検査、周術期における抗血栓薬の

取り扱いマニュアルを作成し、入院前検査

センターを介したプロトコールに従った薬

剤師による内服薬確認外来の運用により、

プロトコール運用後 1 年間において抗血栓

薬の休薬を怠ったための手術中止は 1 件も

なかった。さらに、ICU 担当医師と薬剤師

が協働して作成したストレス潰瘍予防薬投

与基準プロトコールの導入により、臨床的

に意味のある出血の頻度が有意に低下した

ことが報告され、プロトコールに基づく薬

剤師の処方提案が医療の安全性を向上させ

ることが具体的に示された。 

 講演 2 では、国立がん研究センター東病

院の齊藤真一郎先生に「外来化学療法ホッ

トライン、薬剤師外来の有用性」について

ご講演いただいた。経口抗がん剤の服用患

者に対して、医師の依頼により薬剤師外来

 
 

ブースにおいて薬剤師が初回服薬指導を行

い、レジメン確認、併用薬剤、合併症等を

チェックする。2 回目以降は、医師による

診察の前に薬剤師外来において薬剤師が副

作用モニタリング、アドヒアランスの確認、

検査値の確認等を行う。外来における薬剤

師の介入により、S-1 服用患者の緊急入院

の件数は由井に減少し、薬剤師外来が安全

性の向上に貢献し、医師の負担軽減や患者

の副作用に対する理解度の向上に寄与する

ことが示された。外来化学療法ホットライ

ンでは、患者宅からの電話相談に薬剤師が

応対することにより、医師と患者の両者に

メリットがあることが示された。 

 講演 3 では、国立長寿医療研究センター

の古田勝経先生に「褥瘡治療における合意

されたプロトコールに基づく薬剤師介入に

よる処方提案と創環境整備の有用性」につ

いてご講演いただいた。褥瘡薬物療法の薬

剤師介入指針を作成し、薬剤師がチーム医

療へ介入する際に活用する指針としての有

用性を評価することを目的として、プロト
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提案された。介護付き有料老人ホームへの

医師の訪問診療に薬剤師が同行し、訪問診

療のない週にも薬剤師が単独訪問し、薬剤

師の居宅療養管理指導を充実させることに

より、患者１人当たりの薬剤数を減少させ

後発品率を上昇させると共に、患者の薬剤

費を減少させ、在宅患者の入院頻度を減ず

る可能性があることが示された。 

 講演 6 では、ながえ前立腺ケアクリニッ

クの永江浩史先生に「過活動膀胱・貼付剤

治療で導入した地域 PBPM のアウトカム

評価」についてご講演いただいた。過活動

膀胱の治療に用いる抗コリン薬に対する患

者の満足度は医師の判断に比し低く、服薬

継続率は６ヵ月で３０％未満と著しく低い

現状が示された。これに対し、診療所と地

域の薬局間で経皮吸収型過活動膀胱治療剤

ネオキシテープ®使用時の皮膚症状を中心

とする患者対応プロトコールを設定し、薬

剤師による患者モニタリングや服薬指導を

実施することにより、患者の治療継続率が

改善し、地域かかりつけ薬局のサポートを

望んだ患者の満足度が高いことが示された。 

 講演７では、名城大学薬学部の長谷川洋

一先生に「セルフメディケーションの推進

のための薬局の機能」についてご講演いた

だいた。研究初年度にとりまとめた報告書

「薬局の求められる機能とあるべき姿」に

基づき、薬局における健康情報提供や要指

導医薬品・一般用医薬品の取り扱い状況等

に関する実態調査結果が紹介された。現状

の薬局の問題点や日本再興戦略における記

載を踏まえて、健康情報拠点薬局の位置付

け、考え方として、次の 3 点が指摘された。 

・調剤による薬剤の提供はもとより、要指

導医薬品、一般用医薬品等の適正な使用

に関する助言や健康に関する相談、情報

提供を積極的に行う。 

・かかりつけ医を中心とした多職種連携の

中で地域に密着した健康情報の拠点とし

ての機能を果たす。 

・国民の病気の予防や健康づくりに貢献し

ている。 

各講演に対して、参加者から活発な質疑

や意見交換がもたれ、チーム医療や地域医

療における薬剤師の担うべき役割に対する

高い関心がうかがわれた。最後に、日本病

院薬剤師会会長の北田光一先生から閉会挨

拶があり、活気あふれる 3 時間半のシンポ

ジウムを閉会した。 
 
＜プログラム＞ 

開催日時  2015 年 2 月 22 日(日) 13 時

00 分〜16 時 30 分 

会  場  日本薬学会 長井記念ホール 

座長 

 佐々木 均（長崎大学病院） 

奥田 真弘（三重大学医学部附属病院） 

 
開会挨拶・趣旨説明 

 安原 眞人（東京医科歯科大学） 

 
講演 1 医師と薬剤師の合意に基づく 

処方提案とそのアウトカム 

橋田 亨（神戸市立医療センター中央市

民病院） 

講演 2 外来化学療法ホットライン、薬剤

師外来の有用性 

 齊藤 真一郎（国立がん研究センター東

病院） 

 
 

講演 3 褥瘡治療における合意されたプロ

トコールに基づく薬剤師介入による処方提

案と創環境整備の有用性   

古田 勝経（国立長寿医療研究センター）    

講演 4  PBPM による臨床アウトカム 

 松原 和夫（京都大学医学部附属病院） 
 
座長 

 土屋 文人（日本病院薬剤師会） 

 吉山 友二（北里大学薬学部） 

 
講演５ 薬局薬剤師が取り組むチーム医療

〜介護施設における共同薬物治療管理〜 

 狭間 研至（ファルメディコ株式会社） 

講演６ 過活動膀胱・貼付剤治療で導入し

た地域 PBPM のアウトカム評価 

 永江 浩史（ながえ前立腺ケアクリニッ

ク） 

講演７ セルフメディケーションの推進の

ための薬局の機能 

 長谷川 洋一（名城大学薬学部） 

閉会挨拶 

 北田 光一（日本病院薬剤師会） 
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チーム医療推進分担研究

• プロトコルに基づく薬物治療管理(PBPM)

• チーム医療によるアウトカム評価

医療の質
安全性
経済性
医療従事者の負担軽減

• 日本病院薬剤師会による実践事例収集

• 日本薬剤師会による実践事例収集

在宅（地域）医療推進分担研究

• かかりつけ薬局機能をもった在宅医療提
供薬局を推進するための新たな基準作成

薬局の求められる機能とあるべき姿
（平成26年1月）

• 地域包括ケアシステムの中でセルフメディ
ケーションの推進に資する薬局のあり方
について調査・検討

講演1 医師と薬剤師の合意に基づく処方提案とそのアウトカム
橋田 亨（神戸市立医療センター中央市民病院）

講演2 外来化学療法ホットライン、薬剤師外来の有用性
齊藤真一郎（国立がん研究センター東病院）

講演3 褥瘡治療における合意されたプロトコールに基づく薬剤師介入による
処方提案と創環境整備の有用性
古田勝経（国立長寿医療研究センター）

講演4 PBPMによる臨床アウトカム
松原和夫（京都大学医学部附属病院）

講演５ 薬局薬剤師が取り組むチーム医療～介護施設における共同薬物治療管理～

狭間研至（ファルマメディコ株式会社）

講演６ 過活動膀胱・貼付剤治療で導入した地域PBPMのアウトカム評価
永江浩史（ながえ前立腺ケアクリニック）

講演７ セルフメディケーションの推進のための薬局の機能
長谷川洋一（名城大学薬学部）

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究
シンポジウムプログラム

Effects
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1

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の
調査とアウトカムの評価研究

東京医科歯科大学
安原眞人

2015.2.22 日本薬学会長井記念ホール

シンポジウム 平成26年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

平成26年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究
シンポジウム実行委員会

◇研究代表者 安原眞人（東京医科歯科大学）
◇分担研究者 佐々木 均（長崎大学病院）

長谷川洋一（名城大学薬学部）
◇研究協力者
赤川圭子（昭和大学薬学部） 有澤賢二（日本薬剤師会）
奥田真弘（三重大学医学部附属病院） 川上純一（浜松医科大学医学部附属病院）
北田光一（日本病院薬剤師会） 齊藤真一郎（国立がん研究センター東病院）
鈴木洋史（東京大学医学部附属病院） 土屋文人（日本病院薬剤師会）
永江浩史（ながえ前立腺ケアクリニック）中澤一純（日本医療薬学会）
狭間研至（ファルメディコ株式会社） 橋田 亨（神戸市立医療センター中央市民病院）
舟越亮寛（亀田総合病院） 古田勝経（国立長寿医療研究センター）
松原和夫（京都大学医学部附属病院） 宮﨑長一郎（日本薬剤師会）
森 昌平（日本薬剤師会) 吉山 友二（北里大学薬学部）

チーム医療

医療に従事する多種多様な医療スタッフが、
各々の高い専門性を前提に、目的と情報を
共有し、業務を分担しつつも互いに連携・
補完し合い、患者の状況に的確に対応した
医療を提供すること

チーム医療の推進に関する検討会報告書（平成22年3月19日）

目的

チーム医療の進展や地域医療の拡充
に向けて、薬剤師の担う役割を明確に
し、求められる専門性を活かすための
実践的方法論を確立すること

研究計画

•日本医療薬学会を母体とする調査研究

•チーム医療推進分担研究（佐々木班）

•在宅（地域）医療・かかりつけ薬局推進
分担研究 （吉山班）⇒（長谷川班）
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在宅（地域）医療推進分担研究

• かかりつけ薬局機能をもった在宅医療提
供薬局を推進するための新たな基準作成

薬局の求められる機能とあるべき姿
（平成26年1月）

• 地域包括ケアシステムの中でセルフメディ
ケーションの推進に資する薬局のあり方
について調査・検討

講演1 医師と薬剤師の合意に基づく処方提案とそのアウトカム
橋田 亨（神戸市立医療センター中央市民病院）

講演2 外来化学療法ホットライン、薬剤師外来の有用性
齊藤真一郎（国立がん研究センター東病院）

講演3 褥瘡治療における合意されたプロトコールに基づく薬剤師介入による
処方提案と創環境整備の有用性
古田勝経（国立長寿医療研究センター）

講演4 PBPMによる臨床アウトカム
松原和夫（京都大学医学部附属病院）

講演５ 薬局薬剤師が取り組むチーム医療～介護施設における共同薬物治療管理～

狭間研至（ファルマメディコ株式会社）

講演６ 過活動膀胱・貼付剤治療で導入した地域PBPMのアウトカム評価
永江浩史（ながえ前立腺ケアクリニック）

講演７ セルフメディケーションの推進のための薬局の機能
長谷川洋一（名城大学薬学部）

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究
シンポジウムプログラム
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薬物療法におけるPKとPDの関係
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薬剤師が担うチーム医療と地域医療の
調査とアウトカムの評価研究

東京医科歯科大学
安原眞人

2015.2.22 日本薬学会長井記念ホール

シンポジウム 平成26年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

平成26年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究
シンポジウム実行委員会

◇研究代表者 安原眞人（東京医科歯科大学）
◇分担研究者 佐々木 均（長崎大学病院）

長谷川洋一（名城大学薬学部）
◇研究協力者
赤川圭子（昭和大学薬学部） 有澤賢二（日本薬剤師会）
奥田真弘（三重大学医学部附属病院） 川上純一（浜松医科大学医学部附属病院）
北田光一（日本病院薬剤師会） 齊藤真一郎（国立がん研究センター東病院）
鈴木洋史（東京大学医学部附属病院） 土屋文人（日本病院薬剤師会）
永江浩史（ながえ前立腺ケアクリニック）中澤一純（日本医療薬学会）
狭間研至（ファルメディコ株式会社） 橋田 亨（神戸市立医療センター中央市民病院）
舟越亮寛（亀田総合病院） 古田勝経（国立長寿医療研究センター）
松原和夫（京都大学医学部附属病院） 宮﨑長一郎（日本薬剤師会）
森 昌平（日本薬剤師会) 吉山 友二（北里大学薬学部）

チーム医療

医療に従事する多種多様な医療スタッフが、
各々の高い専門性を前提に、目的と情報を
共有し、業務を分担しつつも互いに連携・
補完し合い、患者の状況に的確に対応した
医療を提供すること

チーム医療の推進に関する検討会報告書（平成22年3月19日）

目的

チーム医療の進展や地域医療の拡充
に向けて、薬剤師の担う役割を明確に
し、求められる専門性を活かすための
実践的方法論を確立すること

研究計画

•日本医療薬学会を母体とする調査研究

•チーム医療推進分担研究（佐々木班）

•在宅（地域）医療・かかりつけ薬局推進
分担研究 （吉山班）⇒（長谷川班）
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講演１  

医師と薬剤師の合意に基づく処方提案とそのアウト

カム 

 橋田 亨 

2015/3/25
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Outcome＝ ｆ（Pharmacist)
Outcome∝ Pharmacist exposure

O
ut
co
m
e

Pharmacist

薬剤師が担うチーム医療のアウトカム チーム医療

医師

患者

看護師 薬剤師

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の
調査とアウトカムの評価研究

平成25～27年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

平成25年度：先行事例収集

平成26年度：アウトカム評価

平成27年度：実践的方法論
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講演１  

医師と薬剤師の合意に基づく処方提案とそのアウト

カム 

 橋田 亨 
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神戸市立医療センター中央市民病院

橋田 亨

医師と薬剤師の合意に基づく
処方提案とそのアウトカム

平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金

(医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業)

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究

地方独立行政法人神戸市民病院機構
神戸市立医療センター中央市民病院

＜薬剤部 スタッフ＞

常勤薬剤師：46（-3 産休）

非常勤：4

薬剤師レジデント：8

薬剤師合計：55

研修薬剤師 ：３（大学教員）

調剤、事務補助：10

2011年7月

ポートアイランド第２期

（中央区港島南町）に新築移転

＜病院概要＞

病床数：700床

診療科：36科

平均外来患者数：1,922人/日

病床利用率：93.8％

救急外来患者数：33,609 /年

手術件数：12,337

平均在院日数：11.3日

（2013年度実績）

神戸市立医療センター中央市民病院 薬剤部のモットー

２４時間、３６５日 市民の生命と健康を守る最後の砦で
薬に関わる全てのことに責任を持ってあたる

神戸市立医療センター中央市民病院 薬剤部のモットー

２４時間、３６５日 市民の生命と健康を守る最後の砦で
薬に関わる全てのことに責任を持ってあたる

ニーズに応える新しい薬剤業務の展開

 入院前検査センターに薬剤師を配置し、外来から入院へ、薬物治療
のスムーズな移行を確保

 外来化学療法センター、中央手術部門にサテライトファーマシーを設
置し、ハイリスク薬の安全管理を徹底

 全ての病棟、手術部、ICU、救急部などに薬剤師が常駐し、全入院患
者の服薬指導を実施、薬物治療の質と安全を確保

 治療効果を最大限に、副作用を最小限に - 医師と協力して作成した
プロトコールのもと、薬剤師による“処方提案”を実施

 薬剤師外来で分子標的抗がん薬や抗HIV薬のアドヒアランス確保と
副作用マネジメントに努める

 地域医療推進センターに薬剤師を配置し、転院・退院後の在宅・地
域医療に向けたシームレスな薬物療法を提供

ニーズに応える新しい薬剤業務の展開

 入院前検査センターに薬剤師を配置し、外来から入院へ、薬物治療
のスムーズな移行を確保

 外来化学療法センター、中央手術部門にサテライトファーマシーを設
置し、ハイリスク薬の安全管理を徹底

 全ての病棟、手術部、ICU、救急部などに薬剤師が常駐し、全入院患
者の服薬指導を実施、薬物治療の質と安全を確保

 治療効果を最大限に、副作用を最小限に - 医師と協力して作成した
プロトコールのもと、薬剤師による“処方提案”を実施

 薬剤師外来で分子標的抗がん薬や抗HIV薬のアドヒアランス確保と
副作用マネジメントに努める

 地域医療推進センターに薬剤師を配置し、転院・退院後の在宅・地
域医療に向けたシームレスな薬物療法を提供

医師・薬剤師の合意に基づく
抗血栓薬取り扱いプロトコールの作成

• 循環器内科、消化器内科、外科、脳神経外科など

• エビデンスを活用（関係学会からのガイドラインなど）

• 手術・処置別のリスク評価

関係診療科でのたたき台の作成

• 「医療安全会議」での承認

• 「厚生労働省医政局通知H220430」

を踏まえたプロトコル化

• 日常業務への適用

病院全体のコンセンサス

消化器内視鏡の出血危険度と抗凝固薬休薬の目安

消化器内視鏡

検査
観察 生検

出血 低危
険度

出血 高危険度

リスク 1 2 3 4

薬剤

アスピリン 休薬不要 休薬不要で可能
休薬不要 もしくは3～5

日休薬

チエノピリジン 休薬不要 休薬不要で可能
アスピリン、シロスタゾ
ールで置換 もしくは5～
7日休薬

チエノピリジン 
以外の抗血小板薬

休薬不要 休薬不要で可能 1日休薬

ワルファリン 休薬不要 休薬不要で可能 ヘパリン置換

ダビガトラン 休薬不要 休薬不要で可能 ヘパリン置換

日本消化器内視鏡学会、抗血栓薬服用者に対する消化器内視鏡診療ガイドライン

各科手技別出血リスク評価

循環器内科

消化器内科

外科

検査、インターベンション治療は抗血栓薬内服下で行うのが前提

上部消化官内視鏡・下部消化管内視鏡 １
超音波内視鏡・内視鏡的逆行性膵胆管造影 １
血管造影 １
内視鏡的生検 ２
内視鏡的粘膜切除術・粘膜下層剥離術 ４
肝生検 ４

ほぼ全例全麻手術 ４

普通抜歯 ２
埋伏抜歯 ３
全身麻酔下手術 ４

歯科・
口腔外科
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例：休薬による血栓塞栓症の高度危険群

抗血小板薬関連
・冠動脈ステント留置後 2ヵ月 ・未破裂動脈瘤コイル塞栓術後 3ヶ月
・冠動脈薬剤溶出性ステント留置後 12ヵ月
・脳血行再建術（頸動脈内膜剥離術、ステント留置）後 2ヵ月
・頭蓋内ステント留置（動脈瘤コイル塞栓術や血行再建）後 6ヶ月
・主幹動脈に50%以上の狭窄を伴う脳梗塞または一過性脳虚血発作
・最近発症した虚血性脳卒中または一過性脳虚血発作 など

抗凝固薬関連
・心原性脳塞栓症の既往 ・弁膜症を合併する心房細動
・僧帽弁の機械弁置換術後 ・機械弁置換術後の血栓塞栓症の既往
・弁膜症を合併していないが脳卒中高リスクの心房細動 など

ハイリスク患者群の抽出

日本消化器内視鏡学会、抗血栓薬服用者に対する消化器内視鏡診療ガイドライン

1）ワーファリン：術前4日間、計7日間の休薬可能、
術前にPT-INRを確認。

ただし、以下の場合には、ヘパリン置換を行なう。
a. 機械弁による人工弁置換術後の患者
b. 僧帽弁狭窄症をもつ心房細動患者
c. 血栓塞栓症の既往がある心房細動患者

2）ダビガトラン：術前1日間（CCr<50 mL/minの場合、２日間）

例：循環器内科
抗凝固薬投与を受けている患者の手術前休薬

休薬基準の決定

99 1010

入院後の治療に影響を与える可能
性のある薬剤を服用している患者

周術期の薬剤管理

抗凝固薬を中心にチェック
診療科と休薬期間等を事前に取
り決め

（プロトコール設定）

入院前検査センターでの薬剤業務

1111

常用薬の確認、患者指導が
必要である患者
２０分枠の完全予約制

予約時刻に合わせ、病棟担当薬剤師
（がん、糖尿病、栄養、ＨＩＶ等の
認定薬剤師）が担当

内服薬確認外来

詳細な情報収集による
常用薬の整理、処方提案

シームレスな周術期薬物治療を行うために

入院前から患者への介入がスタートする

外来受診

診察室

入院前検査センター 薬剤師による薬剤の評価
プロトコルに基づいた指示

手術・検査に影響を
与える可能性のある薬剤 内服薬確認外来

あり
なし

病棟薬剤業務・薬剤管理指導業務
入 院

手術・処置

常用薬（持参薬）の再確認
入院までの服薬状況の確認
周術期の処方提案
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薬剤師による薬剤の評価
プロトコルに基づいた指示

手術・検査に影響を
与える可能性のある薬剤

内服薬確認外来
あり

なし

入 院
病棟薬剤業務・薬剤管理指導業務

入院前検査センター

手術・処置

常用薬（持参薬）の再確認
入院までの服薬状況の確認

術後回復期リハ

地域医療・在宅ケア

中止薬の再開
•退院処方の調整
•退院時服薬指導
•転院先医療機関や
地域薬局との連携

退院後のシームレスな薬物治療を目指す

退院・転院調整

地域医療推進センター

• 地域医療推進担当薬剤師の配置
• 薬剤情報提供書の発行

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

2011年 2013年2012年 2014年

入院前検査センター受診患者への薬剤師対応割合（％）

1515

電子カルテの後方視的解析による評価

プロトコール運用後（１年間）
：2013年5月１日-2014年4月３０日

総手術件数：12,885

手術中止、延期件数：74

体調不良：13

治療方針変更：4

その他（患者都合など）：57

抗血栓の休薬を怠ったため：なし

プロトコール運用後（１ヶ月）：2013年7月
入院前検査センター患者対応件数：954
抗血栓薬内服：230
中止不要手術、手技：67

依頼書に医師の指示あり：111
継続：34、一部中止：11、中止：66

依頼書に医師の指示なし：52
薬剤師介入なし：５
薬剤師介入あり：47

継続：28 中止：19

薬物治療を医師らと協働で
進めることができる環境

当院救急部併設の集中治療室

E-ICU (Emergency Intensive Care Unit)

• 入室患者の大部分が、救急搬送され、全身管理が必

要。

• ほぼ全科。8床。

• 集中治療専門医（ICU担当医師）が全身管理。

• 薬剤師1名常駐。

• 治療方針決定のための多職種回診を連日実施。

→薬剤師からも情報提供できる環境

→入室中患者の詳細な状態把握可能

→医師との良好なコミュニケーション

集中治療域におけるストレス潰瘍予防

ICUにおけるストレス潰瘍

ストレス潰瘍：
ストレス関連胃粘膜病変。
ストレス侵襲による消化管潰瘍。
ICUのような特殊環境で生じることがある。
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9%

46%

1.5-8.5%

15%

予防 消化管出血

ICUにおける
消化管出血頻度

ICU死亡率

Acta Anaesthesiol Scand. 57: 835-47, 2013

ストレス潰瘍を予防する必要

ストレス潰瘍予防方法

人工呼吸器
凝固異常
ほか

投与量？

予防薬投与

PPI?

H2 blocker?

胃粘膜
保護薬?

投薬の必要性？

投与方法？

各医師の判断で投薬の有無・方法を
決定しているのが現状

ICU担当医師と薬剤師が協働して
ストレス潰瘍予防薬投与基準プロトコール作成

投与期間？

プロトコール作成および運用における
医師・薬剤師の役割

薬物治療の問題点追究、議論

文献検索・薬学的視点から
プロトコール（仮）作成

プロトコール（仮）について議論

プロトコール完成

プロトコールに沿った
処方

薬剤師医師 医師・薬剤師

患者治療

医師の視点からの意見

プロトコール作成

投薬状況確認

必要時、
投薬開始・変更・中止提案
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内服可能 内服不可能

H2 blocker注射
ガスター注射液20（¥269/A）

20mg×2（¥538/day）
※腎機能低下時は別表*
※内服可能となれば、内服薬へ

H2 blocker不可

 48時間以上の人工呼吸器管理
 凝固異常（PLT<50,000/μl, PT-INR>1.5, PTT>対照の2

倍）
 消化性潰瘍・出血の既往
 多発外傷・頭部外傷・脊髄損傷・熱傷
 敗血症
 ICU滞在7日以上
 高用量ステロイド使用（ヒドロコルチゾンで250mg）別

表**
 肝不全
 腎不全

PPI内服(パリエット錠・オメプラール錠は***
参照)
タケプロンOD錠15 1錠分1
（¥95.2/day）
ネキシウムカプセル10

1カプセル分1（¥96.7/day）

内服可能

ストレス潰瘍予防薬投与基準プロトコール概要

投薬条件

投与時の
注意点

費用

商品名
剤形
規格

投与量
投与回数

薬物種類
投与経路

エビデンスに基づく予防方法の選択安全性や費用も考慮

ストレス潰瘍予防薬投与基準プロトコール
導入による効果

*Median [min-max]

導入前 (n=211)
2012.1-12

導入後 (n=238)
2013.1-12 P value

ストレス潰瘍予防薬投薬状況

投薬患者数 168(79.6%) 201(84.5%)

投薬日数* 3[0-36] 2.5[0-46]

入室中投薬にかかる費用*(円） 538
[0-
10,198] 536[0-8,404]

治療効果

臨床的に意義のある出血 9(4.3%) 2(0.8%) <0.05
ICU死亡者数 19(9.0%) 22(9.2%)

ICU滞在日数* 5.0[2-59] 4.0[2-49]
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1

外来化学療法ホットライン、
薬剤師外来の有用性

1

国立がん研究センター東病院
齊藤 真一郎

日本薬学会長井記念ホール
2015年2月22日

国立がん研究センター東病院における
外来化学療法人数の年次推移

（人数）

（年）
がん研究開発費21分指 ６-⑥ 後藤功一

「臨床試験登録症例の安全かつ適正な外来化学療法管理システムに関する研究」 外来

３倍

入院

3

当院経口抗がん剤治療人数の推移

１２倍☝

2009年5月

全治療関連の緊急入院 93件中
TS-1が原因で緊急入院 18件（19％）

外来における薬剤部の取り組み

4

注射薬抗がん剤
（＋経口抗がん剤）

経口抗がん剤 各診療科外来

通院治療センター 薬剤師外来

外来診療支援

院

内

自

宅

・投与中の副作用管理
・帰宅後の副作用、支持療法の説明

・適正なレジメン管理
・副作用、アドヒアランスの確認

患者 患者

帰宅後

外来化学療法ホットライン

・副作用の相談
・支持療法薬の使い方などの相談

テレフォン・フォローアップ

患者・家族

薬剤師

患者・家族

・副作用のモニタリング
・アドヒアランスの確認
・支持療法薬の使い方などの指示

薬剤師が同席

・服薬指導/処方支援
・副作用、アドヒアランスの確認

副作用で困ったら
～抗がん剤の治療をお受けになる方へ～

5

薬剤師外来について

薬剤師外来
（初回服薬指導時）

経口抗がん剤初回薬剤指導
医師 → 薬剤師へ依頼

薬剤師外来
薬剤師外来ブース

１． レジメン確認（投与量、休薬期間、減量基準）
投与量、休薬期間の確認
血液・生化検査所見
減量基準
例）TS-1の場合Ccrの確認

２．併用薬剤
薬物相互作用（Drug-Drug Interaction)
常用薬剤との相互作用
例）カペシタビンとワーファリン
次回受診時 INR検査確認、フェニトインの血中濃度測定

３．合併症（高血圧、糖尿病等）

初回の服薬指導

6
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2

薬剤師外来
（2回目以降）（例）

胸部X線

採血
副作用モニタリング
アドヒアランスの確認
服用・休薬の確認
検査値の確認

 時間

血液検査

胸部X線

 10:00 薬剤師外来

 10:30 国立　花子医師

予約診療表

病院受付

薬剤師外来
（2階1番受付）

国立花子医師診察
（1階1番受付）

問診内容を医師に還元
処方提案等

会計・帰宅 7

 アウトカム評価

① 薬剤師外来（機能評価）
② 患者・医師アンケート調査

8

緊急入院 17 12
開始からの日数
（中央値） ３1 35

Lenge 3-68 10-66
症状

イレウス 1 2
急性胆管炎 1 5

吐血 1
本人の希望（吐気） 1

閉塞性肺炎 1
意識障害 1

悪心・嘔吐 3 1
下痢 5 1

食欲不振 2
全身皮膚疹G3 1

薬剤師外来の有無別緊急入院の件数とその内訳

P=0.043

第５０回 日本癌治療学会学術集会 川澄賢司、松井礼子 et.al

薬剤師介入なし群 薬剤師介入あり群
128 130S-1服用患者

9

≪研究デザイン≫
薬剤師介入なし群；A群

対象期間：2008.11-2009.5

薬剤師介入あり群；B群
対象期間：2011.1-2012.12

胃がん術後
補助化学療法施行患者
使用薬剤；S-1単剤

≪評価項目≫
• 患者背景(年齢,性別,身長,体重,病期),
• 臨床検査値( Alb, sCr, T-bil, WBC, Hb, PLT, ANC etc.),
• 治療終了理由
• S-1処方、内服状況
• 内服開始後3ヶ月以内の緊急入院 /及び緊急受診数
• 内服開始後3ヶ月以内の支持療法薬使用状況

胃がん術後補助化学療法（Ｓ-1単独療法）における
薬剤師外来の有用性

第24回日本医療薬学会) 洞澤智至、松井礼子et.al

胃がん術後補助化学療法(TS-1単独療法）

S-1の初回投与量の妥当性

薬剤師介入
なし

薬剤師介入
あり

Ｐ value

過量投与
適正投与量

26.5％
73.5％

12.5％
87.5％

0.07

BSA＜1.25 40mg/回
1.25≦BSA＜1.5 50mg/回
1.5≦BSA 60mg/回

60≦Ccr 基準量

30≦Ccr＜60 1段階減量

Ccr＜30 投与不可

≪投与基準≫

〈基準投与量〉 〈減量基準〉

参考）TS-1®配合錠添付文書、TS-1®配合錠 適正使用ガイド

11

胃がん術後補助化学療法(TS-1単独療法）

予定外診療

薬剤師介入なし 薬剤師介入あり Ｐ value

緊急入院 3（8.8％） 0（０％） ＜0.05

支持療法薬の処方率（レボフロキサシン、吐き気止め、下痢止め etc.）

薬剤師介入なし 薬剤師介入あり Ｐ value

レボフロキサシン 12(35.3％) 75(93.8％) ＜0.05

プロクロルペラジンマ
レイン酸塩

12(35.3％) 77(96.3％) ＜0.05

ロペラミド塩酸塩 18(52.9％) 77(96.3％) ＜0.05

12
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1

外来化学療法ホットライン、
薬剤師外来の有用性

1
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日本薬学会長井記念ホール
2015年2月22日
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3
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2009年5月

全治療関連の緊急入院 93件中
TS-1が原因で緊急入院 18件（19％）
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経口抗がん剤 各診療科外来

通院治療センター 薬剤師外来
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患者 患者

帰宅後

外来化学療法ホットライン

・副作用の相談
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薬剤師
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開始からの日数
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吐血 1
本人の希望（吐気） 1

閉塞性肺炎 1
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P=0.043
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薬剤師介入なし群；A群

対象期間：2008.11-2009.5

薬剤師介入あり群；B群
対象期間：2011.1-2012.12

胃がん術後
補助化学療法施行患者
使用薬剤；S-1単剤

≪評価項目≫
• 患者背景(年齢,性別,身長,体重,病期),
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• 内服開始後3ヶ月以内の支持療法薬使用状況

胃がん術後補助化学療法（Ｓ-1単独療法）における
薬剤師外来の有用性

第24回日本医療薬学会) 洞澤智至、松井礼子et.al

胃がん術後補助化学療法(TS-1単独療法）

S-1の初回投与量の妥当性
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なし
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Ｐ value
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60≦Ccr 基準量

30≦Ccr＜60 1段階減量

Ccr＜30 投与不可

≪投与基準≫

〈基準投与量〉 〈減量基準〉

参考）TS-1®配合錠添付文書、TS-1®配合錠 適正使用ガイド
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胃がん術後補助化学療法(TS-1単独療法）

予定外診療

薬剤師介入なし 薬剤師介入あり Ｐ value

緊急入院 3（8.8％） 0（０％） ＜0.05

支持療法薬の処方率（レボフロキサシン、吐き気止め、下痢止め etc.）

薬剤師介入なし 薬剤師介入あり Ｐ value

レボフロキサシン 12(35.3％) 75(93.8％) ＜0.05
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レイン酸塩
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3

RP率
※

薬剤師介入なし

n = 34
薬剤師介入あり

n = 80 p value

RP率―no.(%)
≧90%
70-90%
＜70

15 (55.6)
7 (25.9)
5 (18.5)

18 (35.3)
22 (43.1)
11 (21.6)

0.20

※ RP率＝(実投与量(処方量)) / (計画投与量)×100

13

結論

薬剤師外来は

RP率の向上は今後の課題

安全性への寄与が示唆された

≪Limitation≫

• 院内医療スタッフの認識向上もあり、薬剤師外来単独
での影響とは言い切れない。

14

【小括】

安全性の向上に貢献

医師の負担を軽減

患者の副作用に対する理解度が向上

15

薬剤師外来

16

外来化学療法ホットライン
について

17

• 外来化学療法を施行中患者を対象 （2008.12～）

• 経口抗がん剤治療中の患者も追加 （2009.11～））

平日 8:30～17:15
（薬剤師 8:30～15:00 看護師 15:00～17:15）

回答

直接対応

確認・転送

患者（自宅） 担当医

ホットライン
（薬剤師・看護師）

外来化学療法ホットライン

指示患者からの電話相談

対応フローチャート

悪心・嘔吐

下痢

発熱

通院治療センターWGにて対応フローチャートを作成し運用

2015/3/25

4

ホットラインの医師評価アンケート

第9回 日本臨床腫瘍学会 シンポジウム
米村雅人

ホットラインの医師評価アンケート

第9回 日本臨床腫瘍学会 シンポジウム
米村雅人

ｎ＝２０

ホットラインの医師評価アンケート

第9回 日本臨床腫瘍学会 シンポジウム
米村雅人

ｎ＝２０

・患者の負担軽減及び医師側はより具体的な説明の不足が補ってもらえる。
・電話回数の減少 ・負担軽減 ・時間をセーブできる
・薬の内服についての問い合わせが減った。
・医師の判断が必要な事項が整理されている。 ・医師でなくても対応可能

Q1.ホットラインを利用したことがありますか？

利用したこと

がある

37%
利用したこと

がない

55%

知らなかった
8%

無回答
0%

第9回 日本臨床腫瘍学会学術集会
市川智里、古林園子人

ホットラインの患者アンケート

Q2.ホットラインを利用してどう思いましたか？

役に立った

92%

役に立た

なかった

4%

その他
2%

無回答
2%

役に立った理由：
・適切なアドバイスが受けられた
・副作用の対応方法が聞けた
・不安が解消した
・すぐに対応してもらえた ・・・等

役に立たなかった理由：
・電話がつながらなかった
・担当医へ連絡するように言われた
・返信がなかった 等

第9回 日本臨床腫瘍学会学術集会
市川智里、古林園子人

Q3.ホットラインを利用しなかった理由は？

副作用が少

なかったなど

利用する必

要がなかった

87%

担当医に直接

連絡したかった
4%

時間外だった
4%

その他
1%

無回答
4%

第9回 日本臨床腫瘍学会学術集会
市川智里、古林園子人
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RP率
※

薬剤師介入なし

n = 34
薬剤師介入あり

n = 80 p value

RP率―no.(%)
≧90%
70-90%
＜70

15 (55.6)
7 (25.9)
5 (18.5)

18 (35.3)
22 (43.1)
11 (21.6)

0.20

※ RP率＝(実投与量(処方量)) / (計画投与量)×100

13

結論

薬剤師外来は

RP率の向上は今後の課題

安全性への寄与が示唆された

≪Limitation≫

• 院内医療スタッフの認識向上もあり、薬剤師外来単独
での影響とは言い切れない。

14

【小括】

安全性の向上に貢献

医師の負担を軽減

患者の副作用に対する理解度が向上

15

薬剤師外来

16

外来化学療法ホットライン
について

17

• 外来化学療法を施行中患者を対象 （2008.12～）

• 経口抗がん剤治療中の患者も追加 （2009.11～））

平日 8:30～17:15
（薬剤師 8:30～15:00 看護師 15:00～17:15）

回答

直接対応

確認・転送

患者（自宅） 担当医

ホットライン
（薬剤師・看護師）

外来化学療法ホットライン

指示患者からの電話相談

対応フローチャート

悪心・嘔吐

下痢

発熱

通院治療センターWGにて対応フローチャートを作成し運用

2015/3/25

4

ホットラインの医師評価アンケート

第9回 日本臨床腫瘍学会 シンポジウム
米村雅人

ホットラインの医師評価アンケート

第9回 日本臨床腫瘍学会 シンポジウム
米村雅人

ｎ＝２０

ホットラインの医師評価アンケート

第9回 日本臨床腫瘍学会 シンポジウム
米村雅人

ｎ＝２０

・患者の負担軽減及び医師側はより具体的な説明の不足が補ってもらえる。
・電話回数の減少 ・負担軽減 ・時間をセーブできる
・薬の内服についての問い合わせが減った。
・医師の判断が必要な事項が整理されている。 ・医師でなくても対応可能

Q1.ホットラインを利用したことがありますか？

利用したこと

がある

37%
利用したこと

がない

55%

知らなかった
8%

無回答
0%

第9回 日本臨床腫瘍学会学術集会
市川智里、古林園子人

ホットラインの患者アンケート

Q2.ホットラインを利用してどう思いましたか？

役に立った

92%

役に立た

なかった

4%

その他
2%

無回答
2%

役に立った理由：
・適切なアドバイスが受けられた
・副作用の対応方法が聞けた
・不安が解消した
・すぐに対応してもらえた ・・・等

役に立たなかった理由：
・電話がつながらなかった
・担当医へ連絡するように言われた
・返信がなかった 等

第9回 日本臨床腫瘍学会学術集会
市川智里、古林園子人

Q3.ホットラインを利用しなかった理由は？

副作用が少

なかったなど

利用する必

要がなかった

87%

担当医に直接

連絡したかった
4%

時間外だった
4%

その他
1%

無回答
4%

第9回 日本臨床腫瘍学会学術集会
市川智里、古林園子人
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・ 医師のアンケート評価
薬剤師は適正に対応
医師の負担が軽減され、患者の理解も向上
医師・患者の両者にメリット

・患者のアンケート評価
37％の患者がホットラインを利用
92％の患者が有用と評価

【小括】 外来化学療法ホットライン
総括

・ 薬剤師外来は服用方法、副作用への理解を深め安全
性の向上に寄与

・ 外来化学療法ホットライン、薬剤師外来ともに医師
の負担を軽減

・ 症状別の対応フローチャートは有用であり、薬剤師
は適切に対応し安全性の向上に寄与

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講演３  

褥瘡治療における合意されたプロトコールに基づく

薬剤師介入による処方提案と創環境整備の有用性   

古田 勝経 
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褥瘡治療における合意されたプロトコールに基づく
薬剤師介入による処方提案と創環境整備の有用性

国立長寿医療研究センター

治験・臨床研究推進部 高齢者薬物治療研究室

古 田 勝 経

平成26年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

シンポジウム：薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究

２０１５．２．２２

褥瘡チームにおける薬剤師の介入

• 平成25年度「病院薬剤部門の現状調査」集

計結果報告によると褥瘡チームに関与する

薬剤師は55%であり、増加傾向と推察される。

• 関与する薬剤師の病態評価や治療薬剤の処

方提案は不十分な面がある。

• しかし、薬剤師の視点による介入はチーム医

療を向上させ、治癒期間の短縮など好影響

が期待されている。

ある

78%

ない

22%

褥瘡対策チームがある

いる

55%

いない

45%

関与する薬剤師がいる

平成25年度「病院薬剤部門の現状調査」集計結果報告
日本病院薬剤師会誌 第50巻4号（349-426）2014年より

n=3676n=3676

褥瘡チームにおける薬剤師の関与 薬剤師が褥瘡の創を観察し、病態を把握するとともに
創面水分量を測定し、創の病態に適した基剤を考慮し

た外用薬を選択（処方）している

2% 10%

80%

8%
かなり関わっている

時々関わっている

関わっていない

無回答

n=3676

平成25年度「病院薬剤部門の現状調査」集計結果報告
日本病院薬剤師会誌 第50巻4号（349-426）2014年より

薬剤師介入時の費用対効果

医師・看護師・
薬剤師関与群

ハイリスクケア
加算関与群

P value

(n=199) (n=50)

DESIGNの減少点 5.4±3.1 1.9±4.4 <0.001

物材費(円/DESIGN 点数) 2,637 3,110 <0.001

人件費(円/DESIGN 点数) 4,072 21,439 <0.001

総費用(円/DESIGN 点数) 6,709 24,549 <0.001

n=249

古田勝経 他：日本医療・病院管理学会誌，50(3):199-207,2013 古田勝経 他：日本病院管理学会誌，50(3)199-207,2013

DESIGN-R評価点数の経時変化
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1週目 2週目 3週目
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褥瘡チーム治療群

DESIGN-R

経
過
点
数

＊

＊
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2

薬剤選択における課題

• 褥瘡ガイドラインでは薬効成分となる主薬の薬理作用を主

体とした外用薬の選択が記載されている。医薬品である以

上はやむを得ない分類である。

• 褥瘡治癒に不可欠な湿潤環境に大きく影響する基剤の特性

について記載されているが、重要視されていないため、適正

な湿潤環境が形成されにくい状況にあり、基剤の湿潤調節

作用を考慮する必要がある。しかし、基剤の特性を理解して

いる医療職種は薬剤師であり、薬剤師の介入は不可欠とな

る。

• 厚労省通知に基づいた薬物療法への関与の実践が重要で

ある。

褥瘡ガイドラインの薬剤選択は薬効成分

滲出液 E
カデキソマー・ヨウ素、デキストラノマー、ポビドンヨード
シュガー、ヨウ素軟膏

大きさ S
アズレン、アルプロスタジルアルファデクス、アルミニウムク
ロロヒドロアラントイネート、酸化亜鉛、トラフェルミン、ブ
クラデシンナトリウム、幼牛血液抽出物、リゾチーム塩酸塩

炎症/感染 I
カデキソマー・ヨウ素、スルファジアジン銀、ポビドンヨード、
ポビドンヨードシュガー、ヨウ素軟膏、ヨードホルム、フラジ
オマイシン硫酸塩・トリプシン

肉芽形成 G

アルプロスタジルアルファデクス、アルミニウムクロロヒドロ
アラントイネート、トラフェルミン、トレチノイントコフェリ
ル、ブクラデシンナトリウム、ポビドンヨードシュガー、リゾ
チーム塩酸塩

壊死組織 N
カデキソマー・ヨウ素、スルファジアジン銀、デキストラノ
マー、ブロメライン、ポビドンヨードシュガー、（ヨードホル
ム）

ポケット P
トラフェルミン、トレチノイントコフェリル、ポビドンヨード
シュガー

湿潤環境に影響する基剤特性はガイドラインに
繁栄されていない

アルプロスタジルアルファデクス：油脂性基剤（保湿性）

トラフェルミン：基剤なし

トレチノイントコフェリル：乳剤性基剤Ｗ/Ｏ（補水性）

ブクラデシンナトリウム：水溶性基剤（吸水性）

ポビドンヨードシュガー：水溶性基剤（吸水性）

幼牛血液抽出物：乳剤性基剤Ｗ/Ｏ（保湿性）

リゾチーム塩酸塩：乳剤性基剤Ｗ/Ｏ（保湿性）

肉芽形成 G

基剤の湿潤調節作用による
効果が考慮されない

薬剤の使用方法に関する実技指導の
取り扱いについて

• 厚生労働省は、平成２６年３月１９日付で医政局
医事課長と医薬食品局総務課長との連名で
在宅等での薬剤師業務の現状を踏まえ、服薬指
導の一環として行う薬剤の使用方法に関する実
技指導のうち、薬剤師が実施できる業務を示す
とともに関係者に周知するよう指導

• 薬剤師が、調剤された外用剤の貼付、塗布又は
噴射に関し、医学的な判断や技術を伴わない
範囲内での実技指導を行うこと。

医政医発0 3 1 9 第２ 号
薬食総発0 3 1 9 第２ 号より

６０日後

１２０×１００ｍｍ → ４３×３３ｍｍ
短期間で改善

薬剤師が関与し薬剤の選択や
使用法、皮膚の固定などを指導

目的

• 褥瘡薬物療法の薬剤師介入指針を作成し、

薬剤師がチーム医療へ介入する際に活用す

る指針としての有用性を評価することを目的

とした。
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褥瘡治療における合意されたプロトコールに基づく
薬剤師介入による処方提案と創環境整備の有用性

国立長寿医療研究センター

治験・臨床研究推進部 高齢者薬物治療研究室

古 田 勝 経

平成26年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

シンポジウム：薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究

２０１５．２．２２

褥瘡チームにおける薬剤師の介入

• 平成25年度「病院薬剤部門の現状調査」集

計結果報告によると褥瘡チームに関与する
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が期待されている。

ある

78%

ない

22%

褥瘡対策チームがある

いる

55%

いない

45%

関与する薬剤師がいる

平成25年度「病院薬剤部門の現状調査」集計結果報告
日本病院薬剤師会誌 第50巻4号（349-426）2014年より
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日本病院薬剤師会誌 第50巻4号（349-426）2014年より
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• 厚生労働省は、平成２６年３月１９日付で医政局
医事課長と医薬食品局総務課長との連名で
在宅等での薬剤師業務の現状を踏まえ、服薬指
導の一環として行う薬剤の使用方法に関する実
技指導のうち、薬剤師が実施できる業務を示す
とともに関係者に周知するよう指導

• 薬剤師が、調剤された外用剤の貼付、塗布又は
噴射に関し、医学的な判断や技術を伴わない
範囲内での実技指導を行うこと。

医政医発0 3 1 9 第２ 号
薬食総発0 3 1 9 第２ 号より

６０日後

１２０×１００ｍｍ → ４３×３３ｍｍ
短期間で改善

薬剤師が関与し薬剤の選択や
使用法、皮膚の固定などを指導

目的

• 褥瘡薬物療法の薬剤師介入指針を作成し、

薬剤師がチーム医療へ介入する際に活用す

る指針としての有用性を評価することを目的

とした。
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１．適切な湿潤環境に着目した薬剤の選択

– 適正な湿潤環境を保持するため滲出液量に応じて基剤
特性を選択し、その上で薬効が活かされる。薬効のみの
選択は不適切な湿潤環境をつくる。必要に応じて薬剤を
ブレンドして湿潤調節する。

• 適正な湿潤状態が薬効を活かす。

• 湿潤状態からみた薬剤特性の選択

① 湿潤不足 － 補水性薬剤：O/W乳剤性基剤

② 湿潤過剰 － 吸水性薬剤：水溶性基剤

③ 創面保護 ー 保湿性薬剤：油脂性基剤、W/O乳剤性基剤

• 創内の浮腫や脱水は薬剤による副作用の可能性がある。

褥瘡薬物療法における薬剤師介入指針 抜粋

ブクラデシンナトリウム
スルファジアジン＋リゾチーム塩酸塩（７：３）
トレチノイントコフェリル＋スルファジアジン（３：７）
リゾチーム塩酸塩
幼牛血液抽出物
トレチノイントコフェリル＋ポビドンヨードシュガー（１：３）
トレチノイントコフェリル＋リゾチーム塩酸塩（１：１）
スルファジアジン銀
トレチノイントコフェリル＋スルファジアジン銀（１：１）
トレチノイントコフェリル

ポビドンヨードシュガー＋10～30%デキストラノマー
ポビドンヨードシュガー
デキストラノマー
ヨウ素軟膏
カデキソマー・ヨウ素
トレチノイントコフェリル＋デキストラノマー（４：１）
ブロメライン

少

多

創
面
水
分
量

基剤の安定性試験、薬効成分の定量試験によ
り確認されたブレンド軟膏

潰瘍発生 治 癒

創

面

の

変

化

細菌量

壊死組織

滲出液量

創面水分量

肉芽形成

上皮化

深い褥瘡における水分コントロール／インバランス

適正水分量

適正な創面水分量で薬効成分が活かされる

褥瘡薬物療法における薬剤師介入指針 抜粋

■ DESIGNツールによる病態評価に加え、下記を実践する。

２．薬剤の効果を妨げる病態と対策

 創の移動・変形 → 薬剤滞留障害 → 創固定

 創縁の肥厚、巻き込み、段差 → 肉芽形成、上皮化を遷延

→ 薬剤による補水、ずれの防止

 創面の色調不良、浮腫、線維化、摩擦性肉芽 → 不適切な薬剤

による過剰な吸水・補水、ずれ → 薬剤変更、ずれの防止

 粗大顆粒状肉芽、舌状肉芽、いぼ状肉芽、平坦な肉芽 → 不適

切な薬剤による湿潤保持、ずれ → 持続性高吸水性薬剤へ変更、

ずれの防止

 ポケット形成 → 薬剤滞留障害持続 → 創固定

薬物療法に影響する多彩な病態

浮腫性

肉芽

筋膜
D in D

巻き込みの創縁

ポケット なだらかな創縁

急な段差を伴う創縁

良性肉芽

・実際に変形具合を調べ、タルミの影響を確かめる。

↓
・変形の程度から創内に薬剤が滞留するか確認する。

↓
・薬剤の効果を引き出すための創固定を実施する。

深い褥瘡における同一創での変形
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4

創の変形による薬剤滞留障害

側臥位

骨

骨

骨

外用薬

変形に
より創
外へ
押出
す

薬剤量が減少

体位変換

体位変換

繰り返しで
減少が進む

薬剤滞留障害防止のため創の固定

• 高齢者の皮膚のタルミによる創の変形

• 変形による薬剤滞留障害

• 重力による変形が非常に大きい

• テーピングによる創固定が必要

薬剤の効果を維持する薬剤滞留

• 外用薬は創内に滞留させることで効果を発揮する。

• 内服薬は薬効成分のみが標的臓器で効果を示す。

• 軟膏は基剤が創面に直接接触して湿潤環境を調節
し、そのうえで薬効成分が効果を示すことになる。

• しかす、創の変形等により基剤が滞留しない環境下
では湿潤環境の保持や薬効を期待することは難しく
、薬剤としての効果は表れにくい。この状態を薬剤
滞留障害という。

• そのために薬剤滞留を実現するためにフィジカルア
セスメントに基づいた創の固定が不可欠となる。

創環境評価項目 アセスメント 外力の対策 薬物療法

創の変形・移動 ずれにより動きやすい
創内固定・創外固定

（牽引・アンカー・挿入など）
の実施

創固定による変形防止
で薬剤滞留

残存組織 残存真皮・壊死組織 残存真皮を除去しない
補水性薬剤による湿潤調節で
壊死組織の軟化と壊死組織分

解作用により創の清浄化

創縁の性状 肥厚・巻き込み・浸軟
ずれによる角層化
や段差を防止

湿潤低下を改善するため
適正な薬剤による湿潤調節

創面の性状 色調・浮腫・硬化・偽膜
ずれによる浮腫、

摩擦を防止

創面の摩擦、湿潤低下等を
改善するため、適正な薬剤

による湿潤調節

肉芽の形態 舌状・茸状・平坦
外力の原因と方向を

確認し防止
吸水性薬剤による湿潤調節で
浮腫を改善により肉芽形成

ポケット形成 ポケット形成の方向
ポケット拡大方向を
確認し固定の実施

最奥部の湿潤調節に適した薬
剤の充填と創口部の湿潤保持

病態に関係する外力と薬剤

研究の概略

• 本研究は以下の2つに分けられる。

１．薬剤師の視点にたった回診チームへの介入
状況調査（アンケート調査）

・薬剤師が積極的に介入 － 遵守群

・参加のみ、参加していない － 非遵守群
（医師、看護師のみが関与）

２．プロトコール遵守群と非遵守群の治療効果

の比較

方法1

予備調査（指針による介入の確認）

•症例収集前、調査対象施設に対する褥瘡チーム医療
への介入状況をアンケート調査した。

•４２施設のうち、回答は３９施設であった。

•調査は薬剤師の視点に基づく観察項目として10項目設
定

○ 薬剤師の視点を遵守した群

○ 薬剤師が処方提案等に関与しない非遵守群

に割り付けた。なお、遵守群と非遵守群の割付方法
は

研究対象施設には公表していない。
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RP率
※

薬剤師介入なし

n = 34
薬剤師介入あり

n = 80 p value

RP率―no.(%)
≧90%
70-90%
＜70

15 (55.6)
7 (25.9)
5 (18.5)

18 (35.3)
22 (43.1)
11 (21.6)

0.20

※ RP率＝(実投与量(処方量)) / (計画投与量)×100

13

結論

薬剤師外来は

RP率の向上は今後の課題

安全性への寄与が示唆された

≪Limitation≫

• 院内医療スタッフの認識向上もあり、薬剤師外来単独
での影響とは言い切れない。

14

【小括】

安全性の向上に貢献

医師の負担を軽減

患者の副作用に対する理解度が向上

15

薬剤師外来

16

外来化学療法ホットライン
について

17

• 外来化学療法を施行中患者を対象 （2008.12～）

• 経口抗がん剤治療中の患者も追加 （2009.11～））

平日 8:30～17:15
（薬剤師 8:30～15:00 看護師 15:00～17:15）

回答

直接対応

確認・転送

患者（自宅） 担当医

ホットライン
（薬剤師・看護師）

外来化学療法ホットライン

指示患者からの電話相談

対応フローチャート

悪心・嘔吐

下痢

発熱

通院治療センターWGにて対応フローチャートを作成し運用
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創の変形による薬剤滞留障害

側臥位

骨

骨

骨

外用薬

変形に
より創
外へ
押出
す

薬剤量が減少

体位変換

体位変換

繰り返しで
減少が進む

薬剤滞留障害防止のため創の固定

• 高齢者の皮膚のタルミによる創の変形

• 変形による薬剤滞留障害

• 重力による変形が非常に大きい

• テーピングによる創固定が必要

薬剤の効果を維持する薬剤滞留

• 外用薬は創内に滞留させることで効果を発揮する。

• 内服薬は薬効成分のみが標的臓器で効果を示す。

• 軟膏は基剤が創面に直接接触して湿潤環境を調節
し、そのうえで薬効成分が効果を示すことになる。

• しかす、創の変形等により基剤が滞留しない環境下
では湿潤環境の保持や薬効を期待することは難しく
、薬剤としての効果は表れにくい。この状態を薬剤
滞留障害という。

• そのために薬剤滞留を実現するためにフィジカルア
セスメントに基づいた創の固定が不可欠となる。

創環境評価項目 アセスメント 外力の対策 薬物療法

創の変形・移動 ずれにより動きやすい
創内固定・創外固定

（牽引・アンカー・挿入など）
の実施

創固定による変形防止
で薬剤滞留

残存組織 残存真皮・壊死組織 残存真皮を除去しない
補水性薬剤による湿潤調節で
壊死組織の軟化と壊死組織分

解作用により創の清浄化

創縁の性状 肥厚・巻き込み・浸軟
ずれによる角層化
や段差を防止

湿潤低下を改善するため
適正な薬剤による湿潤調節

創面の性状 色調・浮腫・硬化・偽膜
ずれによる浮腫、

摩擦を防止

創面の摩擦、湿潤低下等を
改善するため、適正な薬剤

による湿潤調節

肉芽の形態 舌状・茸状・平坦
外力の原因と方向を

確認し防止
吸水性薬剤による湿潤調節で
浮腫を改善により肉芽形成

ポケット形成 ポケット形成の方向
ポケット拡大方向を
確認し固定の実施

最奥部の湿潤調節に適した薬
剤の充填と創口部の湿潤保持

病態に関係する外力と薬剤

研究の概略

• 本研究は以下の2つに分けられる。

１．薬剤師の視点にたった回診チームへの介入
状況調査（アンケート調査）

・薬剤師が積極的に介入 － 遵守群

・参加のみ、参加していない － 非遵守群
（医師、看護師のみが関与）

２．プロトコール遵守群と非遵守群の治療効果

の比較

方法1

予備調査（指針による介入の確認）

•症例収集前、調査対象施設に対する褥瘡チーム医療
への介入状況をアンケート調査した。

•４２施設のうち、回答は３９施設であった。

•調査は薬剤師の視点に基づく観察項目として10項目設
定

○ 薬剤師の視点を遵守した群

○ 薬剤師が処方提案等に関与しない非遵守群

に割り付けた。なお、遵守群と非遵守群の割付方法
は

研究対象施設には公表していない。
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方法2

治療効果調査（後ろ向き調査研究）

• 遵守群と非遵守群において治療効果を比較

し、薬剤師の積極的な介入の有用性を評価し

た。

• 倫理利益相反委員会より承認

調査対象施設
• 病院 ３７施設

永田 実（碧南市民病院）、 森川 拓（岡波総合病院）、永田 治（足助病院）、庄司 理恵（東北労災

病院）、宮川 哲也（上越医療センター）、福澤 悦子（公立富岡総合病院）、荒木 玲子（NHO西群馬

病院）、油座 マミ（福島労災病院）、坪井 憲江（並木病院）、津田 愛子（東近江蒲生病院）、仲井

修一（湖西病院）、飯塚 雄次（茂原中央病院）、関根 裕介（東京医科大学病院）、川崎 美紀（小波

瀬病院）、長谷川 雅子（土庫病院）、手塚 剛彦（愛知医科大学病院）、定岡 摩利（須田病院）、原

山 享子（朝日ながの病院）、武藤 浩司（知命堂病院）、廣瀬 香織（東京医科大学病院八王子医

療センター）、渡辺 智康（吉備高原ルミエール病院）、村川 彩乃（新津医療センター）、川出 義浩

（名古屋市立大学病院）、近藤 喜博（相生山病院）、吉井 尚子（津島中央病院）、疋田 裕理（東海

記念病院）、橘 芳夫（NTT西日本東海病院）、名倉 美之（昭和大学病院附属東病院）、爪 勇人

（野洲病院）、霜田 英明（新潟医療センター）、土田 親次（済生会奈良病院）、土屋 博子（東新潟

病院）、小池 真智子（大同病院）、眞中 章弘（NHO埼玉病院）、生島 繁樹（天理よろづ相談所病

院白川分院）、加藤 香保里（六輪病院）、門脇 寛篤（下仁田厚生病院）

• 調剤薬局 ５施設

魚住 三奈（フェイス調剤薬局）、稲垣 玲子（フェイス調剤薬局）、梅村 恵美（フェイス調剤薬局）、

深沢 銀治（あんず薬局）、田﨑 恵玲奈（さかい薬局）、坂井 美千子（さかい薬局）、野原 葉子

（チューリップ薬局）、雜賀 匡史（メディスンショップ蘇我薬局） 順不同

• 国立長寿医療研究センターは研究対象から除外

治癒期間調査研究1

1）研究デザイン

カルテデータを用いた後ろ向き調査研究

2）調査手順

– 調査対象期間：平成22年8月1日～平成26年7月31日

– 適合基準

• DESIGN-Rの深さの項目d2以上の患者を対象とする。

– 除外基準

• 1）DESIGN-Rの深さの項目d1患者を除外とする。

• 2）調査期間中に治癒しなかった症例で薬剤師の関与

期間が7日以下の患者

治癒期間調査研究2

3）調査項目

患者基本情報：年齢、性別、Hb値、Alb値

創情報：部位、DESIGN-R点数、創の固定の有無、

感染の有無

その他項目：関与日数

解析方法

• 褥瘡は非常に多様な疾患であるため、創の治癒に影響する交絡
因子（年齢、性別、Hb値、Alb値、DESIGN-R点数、関与日数、創の
固定など）を用いて傾向スコア (Propensity Score, PS)を算出し、
患者割付を行った。割り付けられた患者の算出された治癒期間を
DESIGNの深さごとにｔ検定を用いて解析した。治癒症例を除き悪
化症例に関してKaplan–Meier法を用いて解析した。P<0.05を有意
差ありと判定した。

治癒期間調査研究3

4）治癒期間算出方法

• 褥瘡の経過評価用DESIGN-Rを用いて創評価を行った。治癒期間

の算出方法は、以前の調査報告をもとに入院期間内に治癒した

症例は実際の治療日数とし、退院により治癒まで経過観察できな

かった症例はDESIGN-R評価点数が治癒期間と相関することを利

用して、以下の式を用いて治癒日数を予測した。

（治癒予測日数）＝（治療開始時のDESIGN-R点数）/（治癒速度）

（治癒速度）＝｛（治療開始時のDESIGN-R点数）－（介入終了時

DESIGN-R点数）｝/（治療に介入した日数）

として治癒期間を算出する。

症例割付

888 症例 DESIGN-R ｄ1-D4, DUを含む

868症例

ｄ1、関与期間が7日以下
を除外（20症例）

ｄ2 343症例
遵守群154例

非遵守群189例

D3 220症例
遵守群130例
非遵守群90例

D4, 5 159症
例

遵守群104例
非遵守群55例

DU 146症例
遵守群59例

非遵守群87例

Propensity score matching ４８４症例

ｄ2 202症例
遵守群101例

非順守群101例

D3 130症例
遵守群65例

非順守群65例

D4 76症例
遵守群38例

非順守群38例

DU 76症例
遵守群38例

非順守群38例
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患者背景

年齢
性別（男

性）
ヘモグロビン値 アルブミン値

開始時DESIGN-R
点数

観察期間

年 P value % P value g/dL P value g/dL P value 点 P value 日 P value

ｄ2
遵守群 81.4 ± 9.5

0.428
53.4

0.779
10.7 ± 2.1

0.515
2.9 ± 0.6

0.885
8.6 ± 4.4

0.484
23.9 ± 21.1

0.664
非遵守群 82.4 ± 8.2 55.4 10.9 ± 2.0 2.9 ± 0.6 8.2 ± 4.5 22.6 ± 21.5

D3
遵守群 82.4 ± 8.6

0.704
52.3

0.793
10.3 ± 1.9

0.714
2.6 ± 0.5

0.739
14.7 ± 7.7

0.751
49.6 ± 53.4

0.362
非遵守群 81.8 ± 10.8 49.2 10.5 ± 1.7 2.6 ± 0.6 15.1 ± 6.5 42.1 ± 38.5

D4, 5
遵守群 80.8 ± 12.0

0.567
31.6

0.479
10.2 ± 2.1

0.922
2.5 ± 0.7

0.562
25.9 ± 11.4

0.383
66.3 ± 47.2

0.642
非遵守群 79.2 ± 11.9 39.5 10.3 ± 1.5 2.6 ± 0.7 24.0 ± 6.8 61.3 ± 45.8

DU
遵守群 78.2 ± 11.0

0.837
47.4

1
10.1 ± 2.0

0.606
2.6 ± 0.6

0.743
21.5 ± 8.4

0.735
49.0 ± 61.5

0.75
非遵守群 77.6 ± 14.3 47.4 10.3 ± 1.8 2.7 ± 0.6 22.1 ± 7.0 45.1 ± 42.3

患者背景の差はPSマッチング後、是正された。
栄養状態に差はない。

治癒期間比較

P<0.001

P<0.001

P<0.001

P<0.001

遵守群（n=92）

非遵守群（n=152）

Log-Rank Test p=0.003

褥瘡の悪化症例における比較
Kaplan–Meier法を用いて解析

下降するほど悪化している

Kaplan–Meier法：末期がん患者の生存期間を調べるのに使用される解析法

考察

• 多施設（39施設）を用いた薬剤師介入指針の
有用性を調査した結果、薬剤師が古田メソッ
ドのプロトコールに基づき褥瘡治療に介入し
た群は有意に早期治癒している。

• また、悪化の程度や症例数も少ない。

• 積極的な薬剤師の介入は、非遵守群とした
医師および看護師による治癒期間に比べ、
治癒速度が速く、褥瘡治療の質を向上させる
ことが示唆された。

結論

• 褥瘡治療に対する薬剤師の積極的な介入は、

治癒期間を大幅に短縮する。

• 治癒期間の短縮は、医療費を減少させる可

能性がある。

• 褥瘡の薬物治療は注目されており、薬剤師

介入の意義は大きい。

ご清聴ありがとうございました
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方法2

治療効果調査（後ろ向き調査研究）

• 遵守群と非遵守群において治療効果を比較

し、薬剤師の積極的な介入の有用性を評価し

た。

• 倫理利益相反委員会より承認

調査対象施設
• 病院 ３７施設

永田 実（碧南市民病院）、 森川 拓（岡波総合病院）、永田 治（足助病院）、庄司 理恵（東北労災

病院）、宮川 哲也（上越医療センター）、福澤 悦子（公立富岡総合病院）、荒木 玲子（NHO西群馬

病院）、油座 マミ（福島労災病院）、坪井 憲江（並木病院）、津田 愛子（東近江蒲生病院）、仲井

修一（湖西病院）、飯塚 雄次（茂原中央病院）、関根 裕介（東京医科大学病院）、川崎 美紀（小波

瀬病院）、長谷川 雅子（土庫病院）、手塚 剛彦（愛知医科大学病院）、定岡 摩利（須田病院）、原

山 享子（朝日ながの病院）、武藤 浩司（知命堂病院）、廣瀬 香織（東京医科大学病院八王子医

療センター）、渡辺 智康（吉備高原ルミエール病院）、村川 彩乃（新津医療センター）、川出 義浩

（名古屋市立大学病院）、近藤 喜博（相生山病院）、吉井 尚子（津島中央病院）、疋田 裕理（東海

記念病院）、橘 芳夫（NTT西日本東海病院）、名倉 美之（昭和大学病院附属東病院）、爪 勇人

（野洲病院）、霜田 英明（新潟医療センター）、土田 親次（済生会奈良病院）、土屋 博子（東新潟

病院）、小池 真智子（大同病院）、眞中 章弘（NHO埼玉病院）、生島 繁樹（天理よろづ相談所病

院白川分院）、加藤 香保里（六輪病院）、門脇 寛篤（下仁田厚生病院）

• 調剤薬局 ５施設

魚住 三奈（フェイス調剤薬局）、稲垣 玲子（フェイス調剤薬局）、梅村 恵美（フェイス調剤薬局）、

深沢 銀治（あんず薬局）、田﨑 恵玲奈（さかい薬局）、坂井 美千子（さかい薬局）、野原 葉子

（チューリップ薬局）、雜賀 匡史（メディスンショップ蘇我薬局） 順不同

• 国立長寿医療研究センターは研究対象から除外

治癒期間調査研究1

1）研究デザイン

カルテデータを用いた後ろ向き調査研究

2）調査手順

– 調査対象期間：平成22年8月1日～平成26年7月31日

– 適合基準

• DESIGN-Rの深さの項目d2以上の患者を対象とする。

– 除外基準

• 1）DESIGN-Rの深さの項目d1患者を除外とする。

• 2）調査期間中に治癒しなかった症例で薬剤師の関与

期間が7日以下の患者

治癒期間調査研究2

3）調査項目

患者基本情報：年齢、性別、Hb値、Alb値

創情報：部位、DESIGN-R点数、創の固定の有無、

感染の有無

その他項目：関与日数

解析方法

• 褥瘡は非常に多様な疾患であるため、創の治癒に影響する交絡
因子（年齢、性別、Hb値、Alb値、DESIGN-R点数、関与日数、創の
固定など）を用いて傾向スコア (Propensity Score, PS)を算出し、
患者割付を行った。割り付けられた患者の算出された治癒期間を
DESIGNの深さごとにｔ検定を用いて解析した。治癒症例を除き悪
化症例に関してKaplan–Meier法を用いて解析した。P<0.05を有意
差ありと判定した。

治癒期間調査研究3

4）治癒期間算出方法

• 褥瘡の経過評価用DESIGN-Rを用いて創評価を行った。治癒期間

の算出方法は、以前の調査報告をもとに入院期間内に治癒した

症例は実際の治療日数とし、退院により治癒まで経過観察できな

かった症例はDESIGN-R評価点数が治癒期間と相関することを利

用して、以下の式を用いて治癒日数を予測した。

（治癒予測日数）＝（治療開始時のDESIGN-R点数）/（治癒速度）

（治癒速度）＝｛（治療開始時のDESIGN-R点数）－（介入終了時

DESIGN-R点数）｝/（治療に介入した日数）

として治癒期間を算出する。

症例割付

888 症例 DESIGN-R ｄ1-D4, DUを含む

868症例

ｄ1、関与期間が7日以下
を除外（20症例）

ｄ2 343症例
遵守群154例

非遵守群189例

D3 220症例
遵守群130例
非遵守群90例

D4, 5 159症
例

遵守群104例
非遵守群55例

DU 146症例
遵守群59例

非遵守群87例

Propensity score matching ４８４症例

ｄ2 202症例
遵守群101例

非順守群101例

D3 130症例
遵守群65例

非順守群65例

D4 76症例
遵守群38例

非順守群38例

DU 76症例
遵守群38例

非順守群38例
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患者背景

年齢
性別（男

性）
ヘモグロビン値 アルブミン値

開始時DESIGN-R
点数

観察期間

年 P value % P value g/dL P value g/dL P value 点 P value 日 P value

ｄ2
遵守群 81.4 ± 9.5

0.428
53.4

0.779
10.7 ± 2.1

0.515
2.9 ± 0.6

0.885
8.6 ± 4.4

0.484
23.9 ± 21.1

0.664
非遵守群 82.4 ± 8.2 55.4 10.9 ± 2.0 2.9 ± 0.6 8.2 ± 4.5 22.6 ± 21.5

D3
遵守群 82.4 ± 8.6

0.704
52.3

0.793
10.3 ± 1.9

0.714
2.6 ± 0.5

0.739
14.7 ± 7.7

0.751
49.6 ± 53.4

0.362
非遵守群 81.8 ± 10.8 49.2 10.5 ± 1.7 2.6 ± 0.6 15.1 ± 6.5 42.1 ± 38.5

D4, 5
遵守群 80.8 ± 12.0

0.567
31.6

0.479
10.2 ± 2.1

0.922
2.5 ± 0.7

0.562
25.9 ± 11.4

0.383
66.3 ± 47.2

0.642
非遵守群 79.2 ± 11.9 39.5 10.3 ± 1.5 2.6 ± 0.7 24.0 ± 6.8 61.3 ± 45.8

DU
遵守群 78.2 ± 11.0

0.837
47.4

1
10.1 ± 2.0

0.606
2.6 ± 0.6

0.743
21.5 ± 8.4

0.735
49.0 ± 61.5

0.75
非遵守群 77.6 ± 14.3 47.4 10.3 ± 1.8 2.7 ± 0.6 22.1 ± 7.0 45.1 ± 42.3

患者背景の差はPSマッチング後、是正された。
栄養状態に差はない。

治癒期間比較

P<0.001

P<0.001

P<0.001

P<0.001

遵守群（n=92）

非遵守群（n=152）

Log-Rank Test p=0.003

褥瘡の悪化症例における比較
Kaplan–Meier法を用いて解析

下降するほど悪化している

Kaplan–Meier法：末期がん患者の生存期間を調べるのに使用される解析法

考察

• 多施設（39施設）を用いた薬剤師介入指針の
有用性を調査した結果、薬剤師が古田メソッ
ドのプロトコールに基づき褥瘡治療に介入し
た群は有意に早期治癒している。

• また、悪化の程度や症例数も少ない。

• 積極的な薬剤師の介入は、非遵守群とした
医師および看護師による治癒期間に比べ、
治癒速度が速く、褥瘡治療の質を向上させる
ことが示唆された。

結論

• 褥瘡治療に対する薬剤師の積極的な介入は、

治癒期間を大幅に短縮する。

• 治癒期間の短縮は、医療費を減少させる可

能性がある。

• 褥瘡の薬物治療は注目されており、薬剤師

介入の意義は大きい。

ご清聴ありがとうございました
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PBPMの臨床的アウトカム評価 PBPMの臨床的アウトカム評価
～薬剤師職能の確立のために～ ～薬薬薬薬薬薬薬薬薬薬薬薬剤剤剤剤剤剤剤剤剤剤剤剤師師師師師師師師師師師職職職職職職職職職職職能能能能能能能ののののののののののの確確確確確確確確確確立立立立立立立のののののののののののたたたたたたためめめめめめめめめめめににににに～

 

京都大学医学部附属病院薬剤部 京都大学医学部附属病院薬剤部
松　原　和　夫 松松 原原原原原原原原原原原原 和和和和和和和和和和和 夫夫夫夫夫夫夫

エビデンスの構築 
評価項目 
●医療従事者の負担軽減 
●薬物療法における安全性 
 
 
●臨床的アウトカム 
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エビデンスの構築 
評価項目 
●医療従事者の負担軽減 
●薬物療法における安全性 
 
 
●臨床的アウトカム 

薬学的介入による持参薬処方入力 薬学的介入による持参薬処方入力
（持参薬プロトコル） （（持持持持持持持持持持参参参参薬薬薬薬薬薬薬薬薬薬薬薬プププププロロロロトトトトトココココココルルルルルルルルルルル）））））））

病棟薬剤師はポリファーマシーの問題に貢献できる 病棟薬剤師はポポポポポポリリリリリリリリフフフフフフファァァァーマママママシシシシシシシーののののののののののの問問問問問問問問題題題題題題題題に貢献できる
　　　　　　　件数（%）　  受け入れ率（%）　受け入れ件数の 
　　　　　　（患者数）　　　　　　　　　　　　　割合 (%) 
処方提案  124 (19.8)  60    11.9 
中止提案    31 (5.0)　  71      3.5 
減量提案    16 (2.6)  50      1.3 
 
調査期間：2014年8月25日～9月5日 
調査対象：調査期間の全入院患者（全病棟） 
持参薬確認患者数（全患者数）： 625 (694)  
平均持参薬数： 6.8種類 
（スライド4と調査時期が異なるので、受け入れ率が異なる） 

　　　　　　（患者数）　　　　　　　　　　　　　割合 (%) 
処方提案

TDMオーダプロトコル TDMオーダプロトコル

【期待される効果】 
　・医師の負担軽減 
　・不適切な採血タイミングの是正 
　・過剰な先付けオーダーの削減 
　・必要な測定オーダーの欠落の防止 

②プロトコルに基づきTDMオーダー入力 
　↓ 
③ 血中濃度測定と結果報告 
　↓ 
④投与量、投与方法の提案（オーダ仮入力） 
　　次回のTDMオーダー入力　 

薬剤師 

医　師 
⑤投与量、投与方法の決定　 

専任薬剤師にTDMオーダー入力権限
を付加する 

医　師 
①TDMオーダー依頼書提出 

専任薬剤師にTDMオーダー入力権限
を付加する 

 

  

 

 

TDM  

 

A)  

1 ID   

2   

   

3 

 

 

TDM  

 

 

4 TDM  

 

  

  

  

 

  

  

  

 

 

B)  

 

 

C)  

 

  

マスダ　サトヒロ 33734272 

✓ 
✓ 
✓ 
✓ 
✓ 
✓ 
✓ 
✓ 

✓ 

✓ 

✓ 
✓ 

✓ 

炭酸リチウム 

キョウト　コウイチ 
ショウゴイン　シンジ 

医師、薬剤師の署名の後に
pdf化して電子カルテに格納 

2013               4       17 

バンコマイシン TDMに関するPBPMの効果バンコマイシン TDMに関するPBPMの効果      
  
  n  治療域維持率  中毒域到達率  急性腎症発症率 

 
介入群*  25  72.30%  12.2%   8.0% 
非介入群  29  49.00%  30.0%  31.0% 
危険率      <0.05   <0.05   <0.05 

     
2011年4月～2014年10月、心臓血管外科 
*TDMプロトコルに基づく薬剤師の介入      

治療域維持率 中毒域到達率 急性腎症発症率 手順を詳細に記載し、個々の薬剤師の判断基準手順を詳細に記載し、個々の薬剤師の判断基準
が異ならないようにする がが異異異異異異異ななななななななならららららななななななななないいいいいいいよよよよよよよようううううにににににすすすすすすすするるるるるるる
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Time in therapeutic range (TTR) 
近年、適切な抗凝固管理治療の指標としてTTRの概念が提唱されている。これは、全投与日数に
占めるPT-INR値の目標達成期間の割合を示すものである。そこで本研究では、投与開始日から
退院までのTTRを医師群と薬剤師群群で比較した。  
また同様に、PT-INR値が目標域を上回った期間、および下回った期間の割合を算出した。 

上記のような図を例とする。PT-INR値の目標が2から3の場合、ワルファリン開始日から退院も
しくは転科までの日数を分母にし、目標域に入った日数を分子においてTTRを算出する。 

患者背景 医師群 
（n = 71） 

薬剤師群 
（n = 20） P value 

年齢、平均 ± SD 68.8 ± 14.8 69.8 ± 16.9 0.792 

性別 （男性/女性）, n 36 / 35 15 / 5 0.324 

ワルファリン開始理由, n （%） 

　心房細動 11（15.5） 3（15） 0.957 

　僧帽弁置換 1（1.41） 1（5） 0.333 

　大動脈弁置換 30（42.3） 10（50） 0.538 

　僧帽弁形成 12（16.9） 3（15） 0.840 

　その他 17（23.9） 3（15） 0.394 

目標PT-INR値, n（%） 

　1.6-2.6 64（90.1） 18（90） 0.985 

　2.0-3.0 7（9.9） 2（10） 0.985 

維持量に到達するまで
の日数 TTR 

P = 0.191 
P = 0.009 P = 0.012 P = 0.908 
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%
 

%
 

Time below 
therapeutic range 

%
 

Time above 
therapeutic range 

プロトコルに基づくワルファリン治療の効果 プロトコルに基づくワルファリン治療の効果

プロトコル開始前と比較して、開始後では、PT-INR値を目標域に維持することができ、 
維持量に到達するまでの日数も減少傾向にあった。 
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服薬指導内容情報提供書とトレーシングレポート（服薬情報提供書）による 
病院・保険薬局間の相互の患者情報の共有 

初回服薬指導内容情報提供書　【ロンサーフ錠】 
患者ID: 
患者氏名: 

□ 当院作成の説明書及び自己管理ノートを交付した。 
□ 緊急連絡先について確認した。 
□ 保険薬局での対応について確認した。 

■ 処方内容の確認事項 

■ 相互作用についての確認事項 
フッ化ピリミジン系抗悪性腫瘍剤(これら薬剤との併用療法を含む)、抗真菌剤フルシトシン 
または葉酸代謝拮抗薬(メトトレキサート、ペメトレキセド)との併用の際は副作用増強の 
可能性あり。(□ 問題なし、□ 問題あり（　　　　　　　　）） 

□ 保険薬局によってはロンサーフ錠をすぐに受け取れない場合があるため、 
　 その場合は服用開始日を次回来院時に主治医に伝えるよう説明した。 

保険薬局の薬剤師 御侍史 
ロンサーフ錠開始に伴い、当院で初回服薬指導実施しました。指導内容はFAX1～3枚目をご参照ください。 
ブリスターカードを使用して調剤する場合、使用方法の説明をお願い致します。 
また、コンプライアンス、副作用状況等をトレーシングレポートにて報告いただければ、カルテ記載し、
主治医に報告させていただきます。ご協力をよろしくお願い致します。 

      
 
 
 
 
 

                  指導担当薬剤師： 

　　 日分処方あり 
 
     /      (朝・夕)～開始予定 
 ■ 用法・用量に関する 
    特記事項 

□ なし 
□ あり(下記参照) 

■ 説明時の確認事項 

□ 服薬状況や副作用の確認のため、保険薬局で自己管理ノートを提出するよう 
　 説明した。(□ 同意あり、□ 同意なし) 

■ かかりつけ薬局 
　 □ 無、□ 有　薬局名：　　　　　　　　　　　　　 

TEL：　　　　　　　　 　FAX：　　　　　　　　 　　　 

身長：　　　　cm, 体重：　　　　kg, 体表面積：　　　　㎡　　　　 

京大病院薬剤部　2014/08/01作成 

BSA＜1.07 

病院からの情報 保険薬局からの情報 

トレーシングレポート 
!! 即時性は低いが薬物療法の有効

性・安全性に必須な情報を医師に
確実に伝えるためのツール 

!! 保険薬局からへ病院薬剤部へFAX
で送信する 

!! 病院薬剤部で報告内容を確認し、
電子カルテに添付するとともに処
方医にメールで報告 

FAXを
送受信 

　　　

　　　　 服薬指導内容情報提供書 
!! 治療導入時に院内の薬剤師が服薬

指導した内容、その際に聞き取っ
た患者情報などを保険薬局に伝え
るためのツール 

!!  病院薬剤部からへ保険薬局（か
かりつけ薬局）へFAXで送信する 
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服用期間 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 
当院受診日 
当院薬剤部 

来局日 　 
トレーシング 

レポート返信日 　 

服用開始後 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 
当院受診日 
当院薬剤部 

来局日 
トレーシング 

レポート返信日 

服用開始後 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 
当院受診日 
当院薬剤部 

来局日 
トレーシング 

レポート返信日 

服用開始後 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 100 101 102 103 104 105 106 107 108 109 110 111 112 
当院受診日 
当院薬剤部 

来局日 
トレーシング 

レポート返信日 

服用開始後 113 114 115 116 117 118 119 120 121 122 123 124 125 126 127 128 129 130 131 132 133 134 135 136 137 138 139 
当院受診日 
当院薬剤部 

来局日 
トレーシング 

レポート返信日 

71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 

100 101 102 103 104 105 106 107 108 109 110 

 

 
  

 

保険薬局との協働体制を構築して吸入指導の強化に取り組んだ結果、
FAX の返信率が 8 割以上を維持するようになった 

'! &! (! )! #!

33% 

60% 

33% 

20% 

33% 
20% 

'*!

('*!

#'*!

$'*!

%'*!

&''*!

吸入指導外来開始後の医師の評価 

人数（N = 6） 

薬局での吸入指導について 

開始前 
（N = 9） 

開始後 
（N = 6） 

80 

20 

40 

60 

100 

アドヒアランス向上 

発作回数の減少 

治療効果の判定が 
容易になった 

病態が改善した 

実感している事項 

0 

1 2 3 4 0 

医
師

の
割

合
（

%
）

 

医師へのアンケート調査 

患者さんから 

「お薬の先生」 
と呼ばれるようなエビデンスを作ること！ 
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講演 5  

薬局薬剤師が取り組むチーム医療〜介護施設におけ

る共同薬物治療管理〜 

 狭間 研至 
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薬局薬剤師が取り組む 
チーム医療 
～介護施設における共同薬物治療管理～

狭 間  研 至

社名ロゴタイプ

ハザマグループ各社の社名を表示する際に使用するロゴタイプです。常に統一された

イメージを保つために、添付CDのマスターデータを使用してください。また、長体、

平体、斜体などの変形は避けてください。

■ヨコ組 ■タテ組

07 Hazama Group Brand Identity Guideline

基本デザイン要素

■社名ロゴタイプ（一例）

■サブグラフィック

■グループロゴマーク

ここに示すロゴマーク、ロゴタイプ、サブグラフィックは、ハザマグループのコミュニケー

ション活動において、統一的なイメージを形成していくための重要な視覚的要素です。

これらの基本デザイン要素は、次頁以降に示した規定に従い、正確かつ効果的に使用し

てください。

02 Hazama Group Brand Identity Guideline

1

訪問診療医薬局の社長

薬剤師生涯教育 薬学教育2 (C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

３つの誤解
薬剤師の「仕事」

「モノ」と「情報」が専門
薬剤師の「職能拡大」

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D. 4

6年制

4年制

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

専門性

5

医師 薬剤師

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

調剤 服薬指導 薬歴管理処方箋監査

480分

40枚

12分/枚

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.
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7

調剤 服薬指導 薬歴管理処方箋監査

1,000分

1,000枚

1分/枚

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

モノ

情報

早く、正しく、最適に

薬、病気、生活

Z軸？

9 (C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

患者さんに提供したいのは・・・？

薬か! 健康か!

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

11

現在の業務

薬学部で学ぶ内容

調剤技術
服薬指導
薬歴記載

薬理学
薬物動態学
製剤学

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

POLYPHARMACY

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.12
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0%

5%

10%

15%

20%

25%

1 2-3 4-5 6-7 8-9 10<

投薬数と薬剤有害作用発現頻度
(鳥羽研二　日本老年医学雑誌　1999）

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

0剤

3剤

6剤

9剤

12剤

15剤介護付き有料老人ホーム
対象：　60名（男性13名　女性47名） 

平均年齢：　87.1±7.5歳

服用薬剤数：6.4±3.0剤

漫然投与
Overdose

副作用

医 薬 看

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.15

月 火 水 木 金 土 日

薬剤師の居宅療養管理指導を充実

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

医師の訪問診療同行時

薬剤師の単独訪問
＋

x 2
医師の2倍以上 

薬剤師が訪問する

Plan

Do

Check

Act

処方監査

調剤/服薬指導

前回処方の妥当性検討

次回処方への提案・介入

旧来の 
処方箋調剤業務

バイタルサイン 
フィジカルアセスメント

これからの 
処方箋調剤業務

薬理学 
薬物動態学 

製剤学

多職種協働 
情報共有

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

n=60 

1人あたりの投薬数の変化

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.18

0剤

2剤

4剤

6剤

8剤

10剤

介入前 介入後

6.4±3.0
4.0±1.9

＊ ＊p<0.0001 
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0剤

5剤

10剤

15剤 4月
8月

n=60 

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

45%

50%

55%

60%

65%

70%

3月 5月 7月 9月 11月 1月

後発品比率 訪問診療同行時に提案

49.5%

68.5%

患者・家族のGE意向確認
具体的なGE名の提示

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

n=60 

1人あたりの薬剤費の変化

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.21

0円/月

10,000円/月

20,000円/月

30,000円/月

介入前 介入後

15,76619,331

n=60 ＊
＊p<0.05

n=60 

60名で263,860円/月・施設の薬剤料減少
施設全体の薬剤費の変化

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.22

0円/月

300,000円/月

600,000円/月

900,000円/月

1,200,000円/月

介入前 介入後

916,530
1,180,390

入院原因別

0

2

4

6

8

H25年4 月 6 月 8月 10月 12月 2月 4月 6月 8月

肺炎 骨折 その他

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

月 火 水 木 金 土 日

医師依存型から医薬協業型へ

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

医師の訪問診療は月1回

薬剤師の訪問は月4回
＋

28日処方を基本 
7日ごとの分割調剤

2倍!?

P000-046.indd   45 2015/03/25   16:59:19



－46－

25

薬局の求められる機能とあるべき姿
（平成25年度厚生労働科学研究費補助金）

薬学的管理 副作用確認、緩和ケア、残薬確認
分割調剤、お薬手帳、OTC薬

在宅医療 在宅薬剤管理指導、応需体制告知
情報共有、適正人数、退院時引継

後発医薬品使用促進 患者への理解普及、使用促進
数量シェア60％以上

健康情報拠点 健康・介護の相談/連絡・紹介
生活習慣改善、疾病予防

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

３つの誤解
薬剤師の「仕事」

「モノ」と「情報」が専門
薬剤師の「職能拡大」

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

薬剤師の時間と体力と気力の創出

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.

専門

責任
連携

@mdhazama

mdhazama

28

狭間研至

(C) Kenji Hazama, M.D., Ph.D.
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講演 6  

過活動膀胱・貼付剤治療で導入した地域 PBPM のア

ウトカム評価 

        永江 浩史 

P047-060.indd   47 2015/03/25   17:07:02



－48－

過活動腼胱・貼付剤治療で導入した

地域PBPMのアウトカム評価

ながえ前立腺ケアクリニック

永江浩史

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

qqqq3482nagae@yahoo.co.jp

http://zenritusen.net/

① 電話による症状モニタリング（STAS評価）および必要な指導を行った。
② 必要性を感じた患者には診察前来局を促し、「服薬指導報告書」 「お薬
手帳」等で主治医への状況報告・処方提案を行った。

病院外来

自宅

診察日

診察・処方

服薬指導

診察・処方

服薬指導

診察日

所要時間＝約６分/回

最大2週間

①
薬剤師 3名

介入方法

外来オピオイドの初回/変更処方で来局した患者のうち、「私のカルテ」で
情報共有できた 57例 (平均年齢 68.7歳 男：女＝38：19）

※ がん腫： 尿路性器 21 大腸 9 肺 6 胃 5  胆・膵 6 乳がん 5 他 5

対象

集計方法

① モニタリングは2週間を1件として集計、介入前後のSTAS変化を検討。

② 診察前来局時の報告・処方提案の処方反映率を検討。

がん緩和ケアにおける共同薬物治療管理
前堀直美：ペインクリニック 33(6):817-824,2012

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

保険薬局

抗コリン薬に対して ３割近くの患者さんは満足せず。

■抗コリン薬に対する全般的な治療満足度

あまり満足していない

非常に満足している

満足していない

満足している

全く満足していない

まあ満足している どちらとも言えない
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吉田 正貴：泌尿器外科 25＇12（：2425, 2012［L20130207002］より改変

対 象 ： 医師調査は“最近1ヵ月間にOAB患者20名以上を診察し、そのうち1名以上に抗コリン薬を処方した泌尿器科医”と“最近1ヵ月間にOAB患者5名以上を診察し、
そのうち1名以上に抗コリン薬を処方した内科医”の369名。
患者調査は“最近１年間にOABの症状を経験し、抗コリン薬が処方された”301名。

方 法 ： 医師調査はweb調査を、患者調査はwebならびに郵送調査にて回答を回収した。
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 入院医療の質安全向上は、チーム医療推進を軸に大きく前進して

きた。医療体制の大幅な外来・在宅へのシフトに伴い、在宅医療の

チーム医療化は浸透しつつある。しかし、外来通院医療の質安全

上の課題は、未だ取り残されたままである。

 現状では、多くの病院で医師・薬剤師ともに、外来の課題に取組む

余力がない。

 演者は基幹病院勤務時～開業後にかけて、薬剤師との協働で、問

題の大きい泌尿器科外来診療の臨床アウトカム改善を経験してき

た。

①経直腸的前立腺針生検 ＇保険薬局（⇒検査安全向上

②外来がん緩和ケア ＇保険薬局（ ⇒質向上

③過活動腼胱治療PBPM ＇院内薬剤師（⇒質向上・医師負担軽減

はじめに
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既存指示内で
行った指導

主治医から新たに
指示を受け指導

ＳＴＡＳ 1 ４２％
２ １４％

≧ ３ ４４％

モニタリング終了時

ＳＴＡＳ 1 ５２％
２ ２６％

≧ ３ ２３％

疼痛の推移 ＇100件（

モニタリング直前

前堀直美：ペインクリニック 33(6):817-824,2012

服薬時間の指導

副作用対策

レスキューの使用方法

0% 10% 20% 30% 40% 50%

副作用対策

レスキューの変更

オピオイド減量・中止

オピオイド増量

STAS =support for team assessment  schedule 日本語版
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患者が抗コリン薬服用を止める理由
＇患者調査（

０

２０

６０

８０

１００

（％）

症状が
改善した

症状が
改善しない

口内乾燥 排尿困難 特定の季節に
服用

必要な時に
服用

便秘

４０
３８.１％

２３.８％

３.２％

１５.９％

４.８％ ４.８％

２２.２％

吉田 正貴：泌尿器外科 25＇12（：2425, 2012［L20130207002］より改変

対 象 ： 医師調査は“最近1ヵ月間にOAB患者20名以上を診察し、そのうち1名以上に抗コリン薬を処方した泌尿器科医”と“最近1ヵ月間にOAB患者5名以上を診察し、
そのうち1名以上に抗コリン薬を処方した内科医”の369名。
患者調査は“最近１年間にOABの症状を経験し、抗コリン薬が処方された”301名。

方 法 ： 医師調査はweb調査を、患者調査はwebならびに郵送調査にて回答を回収した。
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抗コリン薬の服薬継続率

 抗コリン薬の服薬継続率は、他の慢性疾患治療薬に比べ低く、
初期治療薬の1年継続率は20～30％とされている。

Yeaw J, et al.: J Manag Care Pharm 15(9): 728-740, 2009
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抗コリン薬開始後のOAB治療継続率
～薬剤師外来導入前後の比較～

P=0.0556

導入後 n=30

導入前 n=36

※ウィルコクソン検定
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PBPMにより 服薬継続率が向上！

2014年日本医療薬学会学術大会 シンポジウム 8 発表データより

PBPM 導入前

過活動腼胱(OAB)治療で
地域PBPMに取り組んだ理由

 従来の抗コリン薬の副作用脱落の主因は便秘と口渇であった。

 当院のPBPMはこれを大幅に改善し得たが、それでも脱落する患者や内服薬

が多い患者の負担感は、大きな課題として残った。

 2013年に発売された塩酸オキシブチニン貼付剤＇ネオキシテープ®（は、これを大

幅に減じたメリットがある一方、皮膚障害が高頻度に生じ、実地医療の長期継

続の支障になっている。

 皮膚障害の発現を回避するためには、貼付方法やスキンケアに関して、個〄

の患者に合ったモニタリング・工夫・アドバイスを行うべきである。

 しかし、処方施設のみでも、薬局薬剤師のみでも、労力の大きさや情報の不

正確さなどの面から効果的で効率の良いケアは提供できない。

 そこで、クリニックと薬局で役割分担しながら効果的な患者ケアの総量を増や

そうと考えた。

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

支持療法プロトコール

●便通：介入初回時 ブリストル便性状スケール評価と緩下剤服薬歴より、便通悪化ﾘｽｸを検索。

1（全患者→栄養指導＇食物繊維18ｇ/日以上の摂取（。

2（便通悪化高ﾘｽｸ＇レベル1.2または緩下剤服用中（→腎機能低下・高Mg血症がないことを

確認し、酸化Ｍｇ500-1000mg/dayの定期 or頓用処方

●便通：介入2回目以降

3（栄養指導で効果不十分→酸化Ｍｇ500-1000mg/day定期 or 頓用処方＇2000mgまで増量可（

4（腎機能低下・高Mg血症あればﾙﾋﾞﾌﾟﾛｽﾄﾝ処方。

5（Mg2000ｍｇまでで効果不十分→麻子仁丸・大黄甘草湯、ﾙﾋﾞﾌﾟﾛｽﾄﾝなどに交替。

6（上記効果なければ、刺激性下剤よるレスキューの追加。 ＇以下省略（

＜一部抜粋＞

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

OAB治療薬選択プロトコール ＜一部抜粋＞

 過活動腼胱診療ガイドラインおよび前立腺肥大症診療ガイドラインに準じる。

 治療強化希望への対応：患者状態・希望に適合した選択肢につき情報提供を行い＇下表（、設計し
た処方内容を医師に提案 ＇伝達・共有は電子カルテ上or 口頭で（。

 便通・口渇悪化への対応：症状改善効果あり⇒治療薬の増減 or/and 支持療法の強化

〃 なし⇒治療薬変更増減 or/and 支持療法の強化

 尿勢不良男性のOAB治療薬増量追加は、面談の適否の確認を行い、相談・報告に留める。

 休薬希望に対して：休薬後の症状再燃・増悪の可能性と再治療＇再受診（に関する情報提供を行い、
内容を医師に提案。

 便通・皮膚障害などの懸念の大きい患者には、開始後数日～2週間後に適宜電話で症状モニタリ
ングを行い、服薬指導 or 対応策につき医師と協議する。

2014年日本医療薬学会学術大会 シンポジウム 8 発表データより

薬剤師外来導入前後による医師診察時間の結果

導入前

導入後

手術適応患者の診療
時間が減ることはない

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

軽・中等症患者

５分以内

５分以上 ５分以上

５分以内

５分以内

５分以上

５分以内

５分以上

重症患者

35.4%

処方変更に
費やす時間が
減った！

47.2%

14.6%

18.6%

2014年日本医療薬学会学術大会 シンポジウム 8 発表データより

塩酸オキシブチニン貼付剤・継続率についての報告

 著効＇28例（中64％が開始後約3ヶ月で投与中止＇理由の記載なし（

山内智之：新薬と臨床 64(1)：33-38, 2015

 43％が8週後までに中止＇皮膚炎中止は6％（
中村健三ほか：第21回日本排尿機能学会＇2014（

 有効例の23％＇全体の17％（が刺激性皮膚炎で中止＝継続期間中央
値 2.0ヶ月

都田慶一：第64回日本泌尿器科学会中部総会＇2014（

共通して言えることは、

 実臨床現場での貼付継続は2～3ヶ月で大きく落ちている。

 早期中止の理由：皮膚障害と効果不良がほとんど。

 便秘・口渇による中止はほとんどない。

⇒ あまりにも、もったいない・・・
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当院のネオキシテープ®継続率 初期治療成績
＇～2014.5月までに開始、経過観察期間3ヶ月以上（
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Yeaw J, et al.: J Manag Care Pharm 15(9): 728-740, 2009 当院の抗コリン薬（PO）初期治療継続率
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2014年日本医療薬学会学術大会前堀直美 発表データより

地域内PBPMの実践へ
＇2014年度 厚生労働省科学研究事業（

 目的：地域内の医薬連携によりOAB貼付薬治療の質向上が図
れるか検討する。

 方法：プロトコールに基き、OAB貼付薬の患者モニタリングと服
薬指導を行い、服薬継続率をPBPM導入前後で比較する。

 参加薬局：
初期は隣接薬局と開始＇プロトコールを共同作成（

⇒浜松市薬剤師会所属薬局に拡げた

＇本事業・診療計画を同薬剤師会に説明・承認⇒全薬局にFAX通知（

 経過：
・プロトコール説明会を実施＇13薬局参加（
・現在まで5薬局が対象患者のサポート実施
・中間結果報告を兼ねた勉強会を実施＇2015年2月16日（
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ネオキシテープ® 地域PBPM実施スケジュール

処方
検討中

開始日 ３日目 ７日後 2W後 4W後 8W後 10W後 12W後

診療
所

医師
診察
処方

診察
処方

診察
処方

診察
処方

診察
処方

診察
処方

診察
処方

薬剤師
問診
±指導

問診
±指導

問診
±指導

問診
±指導

問診
±指導

問診
±指導

問診
±指導

薬局 薬剤師

調剤
ｽｷﾝｹｱ
指導

調剤
指導
記録

電話M
記録
指導

※必要なら
疑義照会

電話M
記録
指導

※必要なら
疑義照会

調剤
指導
記録

調剤
指導
記録

調剤
指導
記録

調剤
指導
記録

調剤
指導
記録

※必要時＇皮膚状態変動時など（に
電話Mを適宜追加 ＇記録+指導（
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刺激性皮膚炎
＇治療継続例（

アレルギー性皮膚炎
＇治療中止例（

貼付剤による皮膚障害

丘疹・水疱・膨疹を伴う
痛みを伴う
紅班が貼付剤大より大きい

継続可

ステロイド外用
貼付部位変更

保湿剤によるスキンケア

丘疹・水疱・膨疹を伴わない
痛みなし
紅班が貼付剤大

投与中止
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※日本皮膚科学会接触皮膚炎診療ガイドライン・治療アルゴリズムより

ネオキシテープ® 患者状態対応プロトコール
＇最新版・皮膚障害中心（

タスク＇標準対応・指導内容（

処方開始前
ヒルドイドローション®塗布：貼付開始１週間前から、貼付
予定部位＇2-4ヶ所（に １ヵ所あたり1/3-1/2FTU＇1円玉
大（相当を毎日塗布

初回処方時
①マイザー®処方+ヒルドイドローション®継続処方
②スキンケア実践率の確認⇒再指導

症状発現時

発赤

≦G2
①マイザー®+ヒルドイド®の重ね塗り＇混和剤（
②スキンケア実践率の確認⇒再指導・徹底
③貼付変更・指導＇別紙（

≧G3
貼付休止+クリニックに連絡⇒予定外受診で外用対応
あるいは皮膚科紹介を検討

痒み

軽度
マイザー®+ヒルドイド®の重ね塗り＇混和剤（
※適宜抗ヒスタミン剤の併用

中等度以上
①マイザー®+ヒルドイド®の重ね塗り＇混和剤（
②スキンケア実践率の確認⇒再指導
③貼付変更・指導＇別紙（

痛み
貼付休止+クリニックに連絡⇒予定外受診で外用対応
あるいは皮膚科紹介を検討

★効果不良時
①スキンケア実践率の確認⇒再指導・徹底
②貼付変更・指導 ＇別紙＝スライド28参照（
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ネオキシテープ®モニタリング報告書
ネオキシテープ使用状況モニタリング 患者氏名： ｶﾙﾃ番

号：
【事前情報】 ）貼付場所→□上半身 □下半身

）貼付時間→□日中のみ □夜間のみ □朝貼り替
え
）皮膚脆弱性→□あり □なし

問題
なし

問題
尐し

問題
大

日時： 月 日 ： ～ ： 回数： 回目
( 日目)

補足説明＇必要な場合のみ（

【副作用】 皮膚のトラブルがある □ □ □
＇疑い含む（ 赤み グレード＝ 0  1  2  3  4   5   6

かゆみ ＇ なし 軽度 中等度 高度 （

痛み ＇ なし 軽度 中等度 高度 （

排尿困難感の出現 □ □ □

便通 □ □ □
【実
施事
項】

口渇 □ □ □ 確認 指導 内容

その他 □ □ □ Ａ1 □ □ 現在の貼付場所→

【症状改善】 開始前と比較して □ □ □ Ａ1 □ □ 回避している貼付場所→

【貼り方に関する点】 Ａ2 □ □ 貼る場所は必ず毎日替える

Ⓐ貼り方 ①貼る場所の選択 □ □ □ Ａ2 □ □ ﾍﾞﾙﾄﾗｲﾝや傷口、皮膚障害のある場所を避ける

②使用方法 □ □ □ Ａ3 □ □ 指示通りの貼付時間と剥離時間

③貼付・剥離のタイミング □ □ □ Ｂ1 □ □ 肌を傷めにくいはがし方

Ⓑはがし方 ①適切なはがし方 □ □ □ Ｂ1 □ □ 入浴中or濡らしてからはがす

Ⓒはがれ ①はがれエピソード ※詳細はその他に記入 □ □ □ C1 □ □ はがれエピソードが対策できるか

②はがれるリスクとなる使用方法 □ □ □ C1 □ □ 剥がれによる枚数不足への対応

③はがれ対策の実施 □ □ □ C2 □ □ はがれ対策指導

④入浴中の貼付指示の場合の対応 □ □ □ C2 □ □ はがれにくい場所→

Ⓓ皮膚障害へ
の対応状況

①適切な対応をしている □ □ □ C2 □ □ 汗や水分、過剰な塗り薬を抜き取ってから貼付

②ｽﾃﾛｲﾄﾞ：かゆみ止めの使用 □ □ □ C3 □ □ はがれ対策のアイテム説明

Ⓔｽｷﾝｹｱ ①ﾋﾙﾄﾞｲﾄﾞﾛｰｼｮﾝの事前使用の実施 □ □ □ C3 □ □ 再貼付についての説明

②使用上の悩みやトラブル、適正使用 □ □ □ C4 □ □ 防水ﾌｨﾙﾑの使用

③塗布後貼付によるはがれ □ □ □ D1 □ □ ｽﾃﾛｲﾄﾞorﾋﾙﾄﾞｲﾄﾞを使用している

Ⓕその他 D1 □ □ 肌ﾄﾗﾌﾞﾙがある場合その部位へは再貼付回避

D2 □ □ 剥がした部位やかゆみがある場所へのみ使用

【ﾌﾟﾛﾄｺｰﾙに基づく指示変更】 D2 □ □ 使用量や塗布方法

貼付時間変更 ： 日中のみ貼付 or 夜間のみ貼付 or 朝貼り替
え

E1 □ □ 1日２回以上実施 実践率 およそ ％

貼付部位変更 ： 上半身へ or 下半身 へ E2 □ □ 適切な量と使用部位・回数

⇒理由： E3 □ □ 塗布後時間を空けてor拭き取った後ﾈｵｷｼ貼付

【特記事項】 E3 □ □ または・・・ﾈｵｷｼ貼付後のﾋﾙﾄﾞｲﾄﾞ塗布

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC
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介入内容の内訳＇n＝18（

 薬剤対応

皮膚炎ステロイド処方 13例

スキンケア強化＇保湿剤塗布指導（ 8例

 貼付方法

貼付部位の変更 27％＇5例（

貼り替え時間の変更 22％＇4例（

貼付時間の短縮 11%＇2例（

被覆剤使用サポート 33％＇6例（

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

貼付剤の薬効・AEと継続結果の関係

従来の状況
皮膚障害

なし あり

効果
あり ◎ ×

なし × ××

PBPM導入後
皮膚障害

なし あり

効果
あり ◎ ○

なし ○ △

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

PBPM導入前後のネオキシテープ®継続率の比較
＇経過観察期間3ヶ月以上（

0 14 28 42 56 70 84

1
3
5
7
9

11
13
15
17

1ヶ月⇒61.1％
3ヶ月⇒ 27.7％

0 14 28 42 56 70 84

1
3
5
7
9

11
13
15
17

1ヶ月⇒94.4％
3ヶ月⇒ 61.1％

導入前

導入後

N=18
年齢79.6歳

N=18
年齢77.9歳

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

PBPM導入前後の継続率の検討

～対象患者の背景因子～

PBPM
導入前

PBPM
導入後

症例数 18 18 NS

年齢＇歳（ 79.6 77.9 NS

性＇男：女（ 17：1 15：3 NS

OAB前治療歴

平均薬剤数 2.3 2.1 NS

治療不成功2剤以上の割合 72% 72% NS

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

他領域服薬 剤数
他領域服薬 1日総服用錠数

5.2
9.0

5.4
9.0

NS

NS

PBPM導入前後の貼付剤継続結果

導入前
（n= ）

皮膚障害

なし あり

効果
あり ５ ５

なし ７ １

導入後
（n= ）

皮膚障害

なし あり

効果
あり １ １０

なし ４ ３

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

導入前
（n= ）

皮膚障害

なし あり

効果
あり 40％ 40％

なし

導入後
（n= ）

皮膚障害

なし あり

効果
あり 100％ 100％

なし

患者実数

状態別継続率

PBPM導入後の症例
65歳 男

 他疾患併用薬：なし

 OAB前治療=3剤：ミラベグロン、フェソテロジン、イミダフェナシン

 貼付剤による皮膚障害歴や接触性皮膚炎履歴の多いかた

 予防スキンケア1週間実施⇒電話M下にネオキシテープ®開始

 開始3日目の電話モニタリング：
①貼付部位以外の皮膚反応出現⇒よく話して継続＇同部の悪化なし（

②途中で剥がれてしまう⇒被覆剤の使用開始

 3ヶ月経過時良好。有効＇IPSS 19⇒9, OABSS 5⇒2（

※痒み軽度で保湿剤＊ステロイド外用で制御OK

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC
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PBPM導入前の症例
84歳 男

 他疾患併用薬：8種類

＇脳梗塞後遺症、変形性頚椎症、高血圧、逆流性食道炎、便秘症（

 OAB前治療=3剤：ミラベグロン、フェソテロジン、イミダフェナシン
 2014年6月ネオキシテープ®開始し、有効＇IPSS 10⇒6, OABSS 7⇒4（
 3ヶ月時皮膚AEあり外用対応 電話M併用＝外用薬使用法が混乱
し、よかったり、悪かったり。

 予防的スキンケア不十分が聞き取りで判明⇒再指導しつつ、貼付
時間短縮＇朝貼付⇒夕剥がし（

 11月～12月に痒み訴えが増す。外用指導と貼付指導にあけくれ
る。

 2015年2月：効果が薄れたと→貼付予定部位の日常的な保湿剤の
塗布を怠っていたことが判明し、徹底して指導。

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

運用後のMeetingで対策の追加・修正

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

 スキンケアの先行実施

 皮膚発赤の記録の標準化＇グレード記録（

 スキンケアに関するアドバイスの幅を拡げた

 貼付時間の変更の選択肢を拡げた

 指導効率化＇負担軽減（＊標準化を図るため、Q＆Aテキストを作成・共有

運用経験に基づく考察

 PBPM導入によりOAB貼付剤継続率が改善し、難治性＇前治療抵

抗性（OAB患者を救援できる見通しが膨らんだ。

 皮膚脆弱性患者や初回治療失敗例など、従来なら治療適応外と

された患者での良好な転帰も経験。

 説明した自己管理の実践率は予想以上に低く、本取組みの必要

性を再認識した。

 地域かかりつけ薬局のサポートを望んだ患者の満足度は高い。

 薬剤師がアドバイスに費やす労力は小さくないため、タスクを可

能な限り標準化・効率化する必要がある。

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

初回投与で失敗⇒PBPM下に再投与した3例

①皮膚AE+効果-で中止 ⇒皮膚AE +効果-で中止

②皮膚AE +効果-で中止 ⇒皮膚AE -効果+で3ヶ月以上継続中

③皮膚外AE -効果-で中止⇒皮膚AE -効果+で3ヶ月以上継続中

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

貼付方法に関するQ＆A
指導項目 選択肢

貼付部位の変更

同領域内＇大腻部、下腹部、腰部（で
貼付部位を増やす

上半身＇胸部、上腕部（に変更

貼り替え時間の
変更

（貼付時間） ＇剥がす時間（

入浴後 入浴前

入浴後
＇翌日の（入浴後

＇自然に剥がれるまで（

入浴後 朝

朝 朝

朝 入浴前

朝 夕方

貼付時間の短縮

24時間

24時間半日

隔日24時間

隔日半日

剥がれ対策 被覆剤の併用

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC

今後の課題

 自己管理実践率の向上への工夫を。

高齢患者がスキンケアや貼付の注意点を遵守するのは難しい

⇒スキンケアや貼付のポイントを説明した動画・ポスターの

作成を目指す。

 地域薬局の参加増を。

⇒Meeting・研修会を重ねていく。

⇒診療報酬上のメリットが得られれば加速が見込める。

 医師の認識・参加を高める。

同調可能な診療所＇1－2（と周辺薬局の参加予定へ。

医師アンケートの計画・実施＇静岡県西部の泌尿器科研究会etc（

⇒貼付剤に関する知識・薬剤師介入の容認度などを調査。

NAGAE PROSTATE CARE CLINIC
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1

セルフメディケーションの推進のための
薬局の機能

名城大学薬学部

長谷川洋一

平成27年2月22日シンポジウム

本日の内容

1. 昨年度までの経過について

2. 薬局における健康情報提供状況等に関する実
態調査について

3. 健康情報拠点薬局に求められる機能について

2

本日の内容

1. 昨年度までの経過について

2. 薬局における健康情報提供状況等に関する実
態調査について

3. 健康情報拠点薬局に求められる機能について

3

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究
在宅医療・かかりつけ薬局推進班の概要

研究代表者：東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科 安原眞人
在宅医療・かかりつけ薬局推進班分担研究者：

北里大学 薬学部 吉山友二（初年度）
名城大学 薬学部 長谷川洋一（２年度）

研究目的：地域において在宅医療を提供する薬局薬剤師が、地域医療・地域保
健に積極的に関与するための基準を策定することで、薬局が在宅医療
を推進しつつ、本来のかかりつけ薬局機能を十分発揮できるようにする
ことである。

初年度の事業：「かかりつけ薬局機能をもった在宅医療提供薬局」を推進するた
めの新たな基準を作成し、その妥当性を評価することとし、平成２６年１
月に「薬局の求められる機能とあるべき姿」の報告書を公表した。

２年度の事業：「薬局の求められる機能とあるべき姿」の報告書に基づき、在宅
医療を含めた地域包括ケアシステムの中でセルフメディケーションの推
進に資する薬局のあり方について、調査検討する。

平成25年度厚生労働科学研究費補助金
医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス研究事業

4

「薬局の求められる機能とあるべき姿」の公表について
• 近年の社会情勢の変化を踏まえた望ましい形のかかりつけ薬局を推進するための指針と

して、厚生労働科学研究事業※により「薬局の求められる機能とあるべき姿」がとりまとめら
れた（平成26年１月 日本医療薬学会公表）。

※ 「薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究」（主任研究者：安原眞人・東京医科歯科大学医学
部附属病院薬剤部教授、一般社団法人日本医療薬学会会頭）

• 主な内容

【薬局・薬剤師に求められる機能に関する基本的な考え方】

1. 最適な薬物療法を提供する医療の担い手としての役割が期待

2. 医療の質の確保・向上や医療安全の確保の観点から、医療機関等と連携してチーム医療を積
極的に取り組むことが求められる

3. 在宅医療において、地域における医薬品等の供給体制や適切な服薬支援を行う体制の確保・
充実に取り組むべき

4. 医薬品や医療・衛生材料等の提供拠点としての役割に留まらず、後発医薬品の使用促進や残
薬解消といった医療の効率化について、より積極的な関与も求められる

5. セルフメディケーションの推進のために、地域に密着した健康情報の拠点として積極的な役割
を発揮すべき

6. 患者の治療歴のみならず、生活習慣も踏まえた全般的な薬学的管理に責任を持つべき

⇒ 基本的な考え方の下、薬局が備えるべき基本的体制及び薬学的管理の在り方について、確保
すべき又は取り組むべき項目を示している。

※ 一般社団法人日本医療薬学会 「薬局の求められる機能とあるべき姿」の公表について

http://www.jsphcs.jp/cont/14/0107-1.html

5

•地域ニーズに応じた医薬
品の供給（一般用・要指導
医薬品含む）
•医療、衛生材料の販売
•介護用品の販売

•日中８時間以上
•休日や夜間対応

•保険薬局や各種公費
負担制度の指定
•麻薬の小売
•医療機器の販売

【許可】 【開局時間】

【備蓄・供給】【構造・設備】
•広い調剤室、待合室
•バリアフリー
•プライバシー配慮
•全面禁煙
•無菌調剤設備

【地域医療】

•地域保健医療への貢献
•災害時の医薬品の供給拠
点機能
•不要医薬品、使用済み注
射針の回収

【人的機能】

•生涯学習への積極的な取
組

•数量シェア６割以上

•在宅での薬剤管理指導
•多職種との情報共有、
連携

•残薬確認、残薬解消の取
組
•定期的な服薬状況、副作
用等の確認

【薬学的管理】 【在宅医療】

【後発品】 【健康情報拠点】

•健康や介護、生活習慣
全般等に関する相談応
需

【その他】

•副作用等の報告

求められる

機能

「薬局の求められるべき機能とあるべき姿」の公表について（平成26年1月21日薬食総発0121第1号）

「薬局の求められる機能とあるべき姿」における主な機能

6
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2

本日の内容

1. 昨年度までの経過について

2. 薬局における健康情報提供状況等に関する実
態調査について

3. 健康情報拠点薬局に求められる機能について

7

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査とアウトカムの評価研究
在宅医療・かかりつけ薬局推進班の概要

研究代表者：東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科 安原眞人
在宅医療・かかりつけ薬局推進班分担研究者：

北里大学 薬学部 吉山友二（初年度）
名城大学 薬学部 長谷川洋一（２年度）

研究目的：地域において在宅医療を提供する薬局薬剤師が、地域医療・地域保
健に積極的に関与するための基準を策定することで、薬局が在宅医療
を推進しつつ、本来のかかりつけ薬局機能を十分発揮できるようにする
ことである。

初年度の事業：「かかりつけ薬局機能をもった在宅医療提供薬局」を推進するた
めの新たな基準を作成し、その妥当性を評価することとし、平成２６年１
月に「薬局の求められる機能とあるべき姿」の報告書を公表した。

２年度の事業：「薬局の求められる機能とあるべき姿」の報告書に基づき、在宅
医療を含めた地域包括ケアシステムの中でセルフメディケーションの推
進に資する薬局のあり方について、調査検討する。

平成25年度厚生労働科学研究費補助金
医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス研究事業

8

•地域ニーズに応じた医薬
品の供給（一般用・要指導
医薬品含む）
•医療、衛生材料の販売
•介護用品の販売

•日中８時間以上
•休日や夜間対応

•保険薬局や各種公費
負担制度の指定
•麻薬の小売
•医療機器の販売

【許可】 【開局時間】

【備蓄・供給】【構造・設備】
•広い調剤室、待合室
•バリアフリー
•プライバシー配慮
•全面禁煙
•無菌調剤設備

【地域医療】

•地域保健医療への貢献
•災害時の医薬品の供給拠
点機能
•不要医薬品、使用済み注
射針の回収

【人的機能】

•生涯学習への積極的な取
組

•数量シェア６割以上

•在宅での薬剤管理指導
•多職種との情報共有、
連携

•残薬確認、残薬解消の取
組
•定期的な服薬状況、副作
用等の確認

【薬学的管理】 【在宅医療】

【後発品】 【健康情報拠点】

•健康や介護、生活習慣
全般等に関する相談応
需

【その他】

•副作用等の報告

求められる

機能

「薬局の求められるべき機能とあるべき姿」の公表について（平成26年1月21日薬食総発0121第1号）

健康情報拠点として考えられる役割

・地域住民が日常的に気軽に立ち寄ることができるという薬局の特性を活かし、薬局利用者本人又
はその家族等からの健康や介護等に関する相談を受け、解決策の提案や適当な行政・関係機関
(当該地域の市役所等の相談窓口、医療機関、保健所、福祉事務所、地域包括支援センター等)
への連絡・紹介を行っていること。
・栄養・食生活、身体活動・運動、休養、こころの健康づくり、飲酒、喫煙など生活習慣全般に係る
相談についても応需・対応し、地域住民の生活習慣の改善、疾病の予防に資する取組みを行って
いること。

9

「薬局の求められる機能とあるべき姿」における主な機能 薬局における健康情報提供状況等に関する実態調査

○ 本来あるべき「かかりつけ薬局機能をもった健康情報拠点薬局」を推進するために、
薬局における健康情報等の提供状況や、要指導医薬品、一般用医薬品等の取扱い状
況等を把握することを目的として調査（平成26年度調査）を実施した。

○調査対象：公益社団法人 日本薬剤師会 セルフメディケーション・サポート薬局※（９６９薬局）
及び保険調剤・サポート薬局※（１，０２３薬局）の計１，９８２薬局を母集団として、
計１，０００薬局（セルフメディケーション・サポート薬局５００薬局、保険薬局５００薬局）
を無作為抽出して調査対象とした。

○調査方法：対象薬局の開設者又は管理薬剤師による自記式アンケート調査
郵送発送・ＦＡＸ発送

○調査基準日：平成２６年７月１日（火）

○実施時期：平成２６年７月３１日(木)～９月３日（水）

○回収状況
セルフメディケーションサポート薬局 回収率４４．６％（２２３／５００）
保険調剤サポート薬局 回収率５５．４％（２７７／５００）
合計 回収率５０．０％（５００／１，０００）

概要

10
※ 保険調剤・サポート薬局、セルフメディケーション・サポート薬局とは、それぞれ「保険調剤」「セルフメディケーション」に関する日本薬剤師会の

調査に協力する薬局として都道府県薬剤師会から推薦された薬局。

調査結果の概要（従業者数－その１－）

19.6%

30.8%
16.2%

12.6%

6.4%
4.4%

2.8%
1.8% 1.4%

4.0% 1人以上2人未満

2人以上3人未満

3人以上4人未満

4人以上5人未満

5人以上6人未満

6人以上7人未満

7人以上8人未満

8人以上9人未満

9人以上10人未満

10人以上

60.2%

0.2%

25.0%

6.6%

4.6% 2.6% 0.2% 0.4%
0.2%

0人

0人超1人未満

1人以上2人未満

2人以上3人未満

3人以上4人未満

4人以上5人未満

5人以上6人未満

6人以上7人未満

7人以上

平均値： ３．５人
中央値： ２．５人
標準偏差：３．１人

平均値： ０．７人
中央値： ０．０人
標準偏差：１．１人

11

1施設当たりの薬剤師数（常勤換算）
（N=500）

1施設当たりの登録販売者数（常勤換算）
（N=500）

注：平成26年7月1日現在 注：平成26年7月1日現在

調査結果の概要（従業者数－その２－）

17.4%
0.4%

23.6%

17.6%

18.0%

10.0%

4.6%
3.8%

2.0%
0.6% 0.6%

1.4%
0人

0人超1人未満

1人以上2人未満

2人以上3人未満

3人以上4人未満

4人以上5人未満

5人以上6人未満

6人以上7人未満

7人以上8人未満

8人以上9人未満

9人以上10人未満

10人以上

平均値： ２．４人
中央値： ２．０人
標準偏差：２．５人

12

1施設当たりのその他の職員数（常勤換算）
（N=500）

注：平成26年7月1日現在
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調査結果の概要（処方箋受付回数、集中率）

1.2%

22.0%

19.4%

19.2%

16.0%

7.8%

3.0% 10.2%

1.2%

0回

1-500回

501-1000回

1001-1500回

1501-2000回

2001-2501回

2501-3000回

3001-回

無回答

1.2% 1.0%
6.8%

11.0%

10.2%

7.0%

6.4%
8.2%

7.6%

14.6%

24.4%

1.6% 0%

0%超10%未満

10%以上20%未満

20%以上30%未満

30%以上40%未満

40%以上50%未満

50%以上60%未満

60%以上70%未満

70%以上80%未満

80%以上90%未満

90%以上

無回答

平均値： １，４５９．３回
中央値： １，１７３．５回
標準偏差：１，４９０．２回

平均値： ６１．３％
中央値： ６６．１％
標準偏差：２９．２％

13

処方箋集中率（N=500）1施設当たりの処方箋受付回数（N=500）

注：平成26年6月1か月間注：平成26年6月1か月間

37 

257 

59 
43 37 22 17 

7 6 15 

0

50

100

150

200

250

0

品
⽬,

無
回
答

1

品
⽬
以
上100

品
⽬
未
満

100

品
⽬
以
上200

品
⽬
未
満

200

品
⽬
以
上300

品
⽬
未
満

300

品
⽬
以
上400

品
⽬
未
満

400

品
⽬
以
上500

品
⽬
未
満

500

品
⽬
以
上600

品
⽬
未
満

600

品
⽬
以
上700

品
⽬
未
満

700

品
⽬
以
上800

品
⽬
未
満

800

品
⽬
以
上

全体(N=500)

薬
局
数

要指導医薬品・一般用医薬品の
１薬局当たり取扱い品目数

14
 要指導医薬品・一般用医薬品の平均値は１７３品目、中央値７２品目である。

14

調査結果の概要
（要指導医薬品・一般用医薬品の１薬局当たり取扱い品目数）

注：平成26年7月1日現在

398 
58 

17 27 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

0

品
⽬
以
上99

品
⽬
以
下

100

品
⽬
以
上200
品
⽬
未
満

200

品
⽬
以
上300

品
⽬
未
満

300

品
⽬
以
上

全体(N=500)
薬
局
数

衛生材料・介護用品の
１薬局当たり取扱い品目数

15
 衛生材料・介護用品の平均値は７４品目、中央値３３品目である。

15

調査結果の概要
（衛生材料・介護用品の１薬局当たり取扱い品目数）

注：平成26年7月1日現在

調査結果の概要（相談対応の実績）

25%
20%

9%
6%

1%
5%

2%
0%

1%
1%

3%
5%

3%
1%
1%

5%
12%

0人
1-10人

11-20人
21-30人
31-40人
41-50人
51-60人
61-70人
71-80人
81-90人

91-100人
101-200人
201-300人
301-400人
401-500人

501-人
無回答

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25 0.3

平均値： １２４．１人
中央値： １０人
標準偏差：４０６．３人

16

過去半年間相談対応した利用者の述べ人数(N=500)

注：平成26年7月1日現在

調査結果の概要（受診勧奨の実績）

34%

29%

12%

4%

6%

1%

4%

0%

1%

4%

6%

0人

1-5人

6-10人

11-15人

16-20人

21-25人

26-30人

31-35人

36-40人

41-人

無回答

0 0.1 0.2 0.3 0.4

OTC購入希望者以外

OTC購入希望者

OTC購入希望者
平均値： ８．９人
中央値： ２人
標準偏差：１９．９人

OTC購入希望者以外
平均値：１１．１人
中央値：４人
標準偏差：２２．２人

17

過去半年間受診勧奨した利用者の述べ人数(N=500)

注：平成26年7月1日現在

調査結果の概要（他機関との連携の実績）

61%

7%

8%

8%

0%

4%

6%

1%

1%

2%

2%

0人

1-5人

6-10人

11-15人

16-20人

21-25人

26-30人

31-35人

36-40人

41-人

無回答

0 0.2 0.4 0.6 0.8

平均値：２．３人
中央値：０人
標準偏差：６．７人

18

過去半年間他機関との連携を行った利用者の述べ人数(N=500)

注：平成26年7月1日現在
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本日の内容

1. 昨年度までの経過について

2. 薬局における健康情報提供状況等に関する実
態調査について

3. 健康情報拠点薬局に求められる機能について

19

健康情報拠点薬局の位置付け、考え方（案）

○ 「健康情報拠点薬局」を考えるにあたっては、その位置付けや考え方を明確に
する必要がある。

○ その位置付けや考え方には、「薬局の現状の問題点」や「日本再興戦略」に
おける記載が参考になるのではないか。
【薬局の現状の問題点】

・一般用医薬品を取り扱わない薬局が多数
・薬局の業務も処方箋に基づく調剤業務が殆ど
・地域の健康づくりの拠点になるような取組が不十分
・医薬分業についての十分な理解が得られていない

【日本再興戦略】（平成25年6月14日 閣議決定）【抜粋】
・予防・健康管理の推進に関する新たな仕組みづくり
「薬局を地域に密着した健康情報の拠点として、一般用医薬品等の適正な使用に関する助言や
健康に関する相談、情報提供を行う等、セルフメディケーションの推進のために薬局・薬剤師の

活用を促進する。」

20

・ 調剤による薬剤の提供はもとより、要指導医薬品、一般用医薬品等の適正な
使用に関する助言や健康に関する相談、情報提供を積極的に行う。

・ かかりつけ医を中心とした多職種連携の中で地域に密着した健康情報の拠点と
しての機能を果たす。

・ 国民の病気の予防や健康づくりに貢献している。 20

•地域ニーズに応じた医薬
品の供給（一般用・要指導
医薬品含む）
•医療、衛生材料の販売
•介護用品の販売

•日中８時間以上
•休日や夜間対応

•保険薬局や各種公費
負担制度の指定
•麻薬の小売
•医療機器の販売

【許可】 【開局時間】

【備蓄・供給】【構造・設備】
•広い調剤室、待合室
•バリアフリー
•プライバシー配慮
•全面禁煙
•無菌調剤設備

【地域医療】

•地域保健医療への貢献
•災害時の医薬品の供給拠
点機能
•不要医薬品、使用済み注
射針の回収

【人的機能】

•生涯学習への積極的な取
組

•数量シェア６割以上

•在宅での薬剤管理指導
•多職種との情報共有、
連携

•残薬確認、残薬解消の取
組
•定期的な服薬状況、副作
用等の確認

【薬学的管理】 【在宅医療】

【後発品】 【健康情報拠点】

•健康や介護、生活習慣
全般等に関する相談応
需

【その他】

•副作用等の報告

求められる

機能

「薬局の求められるべき機能とあるべき姿」の公表について（平成26年1月21日薬食総発0121第1号） 21

「薬局の求められる機能とあるべき姿」における主な機能

•地域ニーズに応じた医薬
品の供給（一般用・要指導
医薬品含む）
•医療、衛生材料の販売
•介護用品の販売

•日中８時間以上
•休日や夜間対応

•保険薬局や各種公費
負担制度の指定
•麻薬の小売
•医療機器の販売

【許可】 【開局時間】

【備蓄・供給】【構造・設備】
•広い調剤室、待合室
•バリアフリー
•プライバシー配慮
•全面禁煙
•無菌調剤設備

【地域医療】

•地域保健医療への貢献
•災害時の医薬品の供給拠
点機能
•不要医薬品、使用済み注
射針の回収

【人的機能】

•生涯学習への積極的な取
組

•数量シェア６割以上

•在宅での薬剤管理指導
•多職種との情報共有、
連携

•残薬確認、残薬解消の取
組
•定期的な服薬状況、副作
用等の確認

【薬学的管理】 【在宅医療】

【後発品】 【健康情報拠点】

•健康や介護、生活習慣
全般等に関する相談応
需

【その他】

•副作用等の報告

求められる

機能

「薬局の求められるべき機能とあるべき姿」の公表について（平成26年1月21日薬食総発0121第1号）

健康情報拠点薬局に求められる主な機能

「健康情報拠点薬局」では、「あるべき姿」に比べて、医療面での取組を基本としつつ、地域住民の
健康保持・増進により重点を置くものとし、果たすべき機能も、医薬品の適正使用・健康相談応需や
かかりつけ医を中心とした多職種連携に資するものとして位置付けるべきではないか。

OTC薬品目数？

衛生材料、介護用
品品目数？

セルフメディケーション
研修を受講した薬剤師
の配置？

OTCOTCや健康に関する
相談応需？

地域の医療介護行政
との情報共有、連携？

プライバシーの配慮？

日中８時間
以上？

地域保健
医療への
貢献？

多職種との
情報共有、
連携？

22
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(資料) シンポジウムの写真 

 

会場風景 

講演 1 / 橋田亨 先生

開会挨拶 / 安原眞人 先生

講演 2 / 齊藤真一郎 先生

講演 3 / 古田勝経 先生 講演 4 / 松原和夫 先生

 
 

 ２）医政局長通知業務の実践事例収集  

講演 5 / 狭間研至 先生 講演 6 / 永江浩史 先生

講演 7 / 長谷川洋一 先生 座長 / 佐々木均 先生、奥田真弘 先生

座長 / 土屋文人 先生、吉山友二 先生 閉会挨拶 / 北田光一 先生
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(資料) シンポジウムの写真 

 

会場風景 

講演 1 / 橋田亨 先生

開会挨拶 / 安原眞人 先生

講演 2 / 齊藤真一郎 先生

講演 3 / 古田勝経 先生 講演 4 / 松原和夫 先生

 
 

講演 5 / 狭間研至 先生 講演 6 / 永江浩史 先生

講演 7 / 長谷川洋一 先生 座長 / 佐々木均 先生、奥田真弘 先生

座長 / 土屋文人 先生、吉山友二 先生 閉会挨拶 / 北田光一 先生
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２） 医政局長通知業務の実践事例収集

 
平成 22 年 4 月 30 日付の厚生労働省医政

局長通知「医療スタッフの協働・連携によ

るチーム医療の推進について」には、現行

制度の下において薬剤師が実施することが

できる業務として次の 9 項目が挙げられて

いる。 
①薬剤の種類、投与量、投与方法、投与期

間等の変更や検査のオーダーについて、医

師・薬剤師等により事前に作成・合意され

たプロトコールに基づき、専門的知見の活

用を通じて、医師等と協働して実施するこ

と。 
② 薬剤選択、投与量、投与方法、投与期間

等について、医師に対し、積極的に処方を

提案すること。 
③ 薬物療法を受けている患者（在宅の患者

を含む。）に対し、薬学的管理（患者の副作

用の状況の把握、服薬指導等）を行うこと。 
④ 薬物の血中濃度や副作用のモニタリン

グ等に基づき、副作用の発現状況や有効性

の確認を行うとともに、医師に対し、必要

に応じて薬剤の変更等を提案すること。  

⑤ 薬物療法の経過等を確認した上で、医師

に対し、前回の処方内容と同一の内容の処

方を提案すること。  
⑥ 外来化学療法を受けている患者に対し、

医師等と協働してインフォームドコンセン

トを実施するとともに、薬学的管理を行う

こと。  
⑦ 入院患者の持参薬の内容を確認した上

で、医師に対し、服薬計画を提案するなど、

当該患者に対する薬学的管理を行うこと。  
⑧ 定期的に患者の副作用の発現状況の確

認等を行うため、処方内容を分割して調剤

すること。  
⑨ 抗がん剤等の適切な無菌調製を行うこ

と。 
 日本病院薬剤師会の調査によれば、医政

局長通知の発出以来、上記 9 項目の実施率

は上昇傾向を示しているが、業務によって

は低率にとどまっているものもあった。そ

こで、実施率の低い業務①に絞って、日本

病院薬剤師会を中心に実践事例の収集を行

った。以下にその報告書を掲載する。 
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（資料） 

 

 

 

 

医政局長通知業務の実践事例収集事業 

報告書 
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1．調査研究の背景 

 

近年の医療の急激な進展に伴い、それぞれ高い専門性をもつ医療従事者が協

働し、患者中心の医療を実践するチーム医療を推進することの重要性が強く認

識されるようになった。 

こうした状況を背景に、厚生労働省に設置された「チーム医療推進に関する

検討会」の報告書（平成 22 年 3 月 19 日）を踏まえて、平成 22 年 4 月 30

日付厚生労働省医政局長通知「医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の

推進について」（以下、医政局長通知）が発出された。 

医政局長通知では、薬剤師が医療スタッフの十分なコミュニケーションを前

提とするチーム医療に積極的に参画し、薬の専門家として医療に貢献すること

が強く求められている。また、チーム医療において薬剤に関する専門職である

薬剤師が主体的に薬物療法に参加することの有益性を示すとともに、薬剤師が

取り組むべき 9 項目の業務が提言されている。 

  

 
 

2．調査研究の目的 

 

日本病院薬剤師会が公表した現状調査の結果によると、通知の発出以降、通

知に示された業務（医政局長通知業務）の実施率は概ね上昇傾向を示していた

ものの、未だに全体としての実施率が低い業務が存在していた（図 1）。 

 

（図 1） 

 
 

 そこで本調査研究では、医政局長通知業務の中でも実施率が低い医政局長通

知業務①※について、薬剤師が当該業務を実践して医療の質の向上に貢献してい

る事例を収集し、各医療機関に情報提供することによって、チーム医療の推進

に役立てることを目的とした。 

 

※ 医政局長通知業務① 

 薬剤の種類、投与量、投与方法、投与期間等の変更や検査のオーダについて、

医師・薬剤師等により事前に作成・合意されたプロトコールに基づき、専門的

知見の活用を通じて、医師等と協働して実施すること。 
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3．調査研究の方法 

 

 本調査研究では、日本病院薬剤師会のホームページから、全国の医療機関に

医政局長通知業務①の事例収集への協力要請を行い、寄せられた事例の内容、

効果等について分析し、チーム医療の推進に有効と考えられる事例を明らかに

した。 

  

■実施時期  

平成 26 年 8 月から平成 26 年 11 月 

 

■調査項目 

医療機関の概要 

業務の概要 

業務の対象 

プロトコールの作成者 

プロトコール運用に至るまでの流れ 

プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

具体的な成果・効果  

当該業務での成果等を報告した学会発表・論文  

その他 

 
 

4．調査研究の結果（事例報告） 

 

 調査実施期間中に寄せられた事例数は、42 施設から 56 件であった。 

 寄せられた 56 件の医政局長通知業務①のうち、特に先進的な事例であると

考えられた 18 件の事例を以下に取りまとめた。 
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事例１ 筑波大学附属病院 

総病床数 800 床 

薬剤師数 56 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

薬剤師による定期処方の処方入力支援 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

  当院では同じ処方内容を継続している患者に、週に 1 度、医師が定期処方

の入力を行っている。その際、入力漏れが散見されることや、変更が反映さ

れておらず修正が必要になることが問題となっていた。この問題を解決する

ため、薬剤師が処方入力することで医師の負担軽減にもつながると考え、薬

剤師による定期Ｄｏ処方入力を行うことを検討した。薬剤部内ではワーキン

グループを設け、当院で実現可能な薬剤師による処方入力支援のプロトコー

ルを作成した。その内容を対象の診療科の医師、および薬剤部長、担当薬剤

師が協議し、医師の同意を得た上で試験運用を開始した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  薬剤師は定期処方の内容を確認・監査し、医師と処方内容を直接協議の上、

定期Ｄｏ処方を入力する。入力した処方は紙媒体で出力し、医師と薬剤師が

その内容を確認した上で両者がサインする。これを「入力内容承諾書」とし

保管している。当院の医療情報システムには代行作業の承認機能があり、薬

剤師が入力した処方は医師が医療情報システム内で承認をする必要がある。

現在、この業務は消化器外科、脳神経外科を対象としているが、今後は他の

診療科へ拡大する予定である。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

定期処方の入力を気にすることがなくなり助かっている。持参薬処方に

 
 

も拡大を希望する。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

薬剤師が入力した処方は対象診療科の定期処方全体の約 8 割を占め、定 

期処方の入力漏れが減少している。このことで薬剤師や看護師が行う与薬 

準備が効率化し、安全性は向上すると考えられる。 

 

【医療スタッフの視点】 

医師の入力業務の負担が軽減している。また、定期処方の入力漏れの減

少は、看護師が医師に行う処方入力催促行為の軽減にもつながっている。

薬剤師と医師との協議時間が増え、情報共有の円滑化もはかられた。 

 

【経済的視点】 

薬剤師の入力により、用量の変更や自己調節の可能性を加味した指示も 

適切に行えるようになった。処方が適正化され、コスト削減にもつながる

と考えている。 

 

8．備考 

本プロトコールを実施できる薬剤師は経験年数 3 年以上と限定している。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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医師の入力業務の負担が軽減している。また、定期処方の入力漏れの減

少は、看護師が医師に行う処方入力催促行為の軽減にもつながっている。

薬剤師と医師との協議時間が増え、情報共有の円滑化もはかられた。 

 

【経済的視点】 

薬剤師の入力により、用量の変更や自己調節の可能性を加味した指示も 

適切に行えるようになった。処方が適正化され、コスト削減にもつながる

と考えている。 

 

8．備考 

本プロトコールを実施できる薬剤師は経験年数 3 年以上と限定している。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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事例 2 名古屋大学医学部附属病院 

総病床数 1035 床 

薬剤師数 93 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

処方および TDM 検査オーダ入力支援 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

《目的》 

医師の業務軽減を目的として、持参薬から院内採用薬、臨時処方から定

期処方の処方設計および仮処方オーダ入力、TDM 対象薬剤使用時の採血

スケジュールの提案および仮検査オーダ入力を薬剤師が医師用代行 ID を

使い入力支援している。 

《院内手続》 

整形外科および糖尿病内分泌内科と協議し、病院常任会の承認を得て運

用している。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

 《処方変更がない場合》 

医師は、薬剤師が仮オーダした持参薬からの切替、定期および臨時処方

内容を確認し、オーダを確定する。 

《処方変更・追加がある場合》 

薬剤師は、使用薬剤の薬効および副作用を評価し、使用薬剤の用量調

節・中止や副作用に対する支持療法を考慮して仮オーダする。医師と薬剤

師でこれらを協議し、処方を確定もしくは修正後確定する。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

これまでの薬効および副作用評価に加えて残薬確認して頂けるので、処

 
 

方漏れの削減が可能になった。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

持参薬からの院内採用薬品への切替ミス軽減につながった。 

 

 【患者の視点】 

   過剰な残薬削減が可能になった。 

 

【医療スタッフの視点】 

処方漏れを薬剤師が確認することで、定期処方件数が増加し、臨時処方

件数が減少した。 

医師のオーダ業務の削減につながった。 

 

【経済的視点】 

過剰処方削減の結果、医療費削減に貢献できた。 

 

8．備考 

なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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事例 2 名古屋大学医学部附属病院 

総病床数 1035 床 

薬剤師数 93 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

処方および TDM 検査オーダ入力支援 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

《目的》 

医師の業務軽減を目的として、持参薬から院内採用薬、臨時処方から定

期処方の処方設計および仮処方オーダ入力、TDM 対象薬剤使用時の採血

スケジュールの提案および仮検査オーダ入力を薬剤師が医師用代行 ID を

使い入力支援している。 

《院内手続》 

整形外科および糖尿病内分泌内科と協議し、病院常任会の承認を得て運

用している。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

 《処方変更がない場合》 

医師は、薬剤師が仮オーダした持参薬からの切替、定期および臨時処方

内容を確認し、オーダを確定する。 

《処方変更・追加がある場合》 

薬剤師は、使用薬剤の薬効および副作用を評価し、使用薬剤の用量調

節・中止や副作用に対する支持療法を考慮して仮オーダする。医師と薬剤

師でこれらを協議し、処方を確定もしくは修正後確定する。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

これまでの薬効および副作用評価に加えて残薬確認して頂けるので、処

 
 

方漏れの削減が可能になった。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

持参薬からの院内採用薬品への切替ミス軽減につながった。 

 

 【患者の視点】 

   過剰な残薬削減が可能になった。 

 

【医療スタッフの視点】 

処方漏れを薬剤師が確認することで、定期処方件数が増加し、臨時処方

件数が減少した。 

医師のオーダ業務の削減につながった。 

 

【経済的視点】 

過剰処方削減の結果、医療費削減に貢献できた。 

 

8．備考 

なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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事例３ 徳島大学病院 

総病床数 696 床 

薬剤師数 55 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

抗 MRSA 薬の血中濃度測定オーダの代行入力 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

当院の血液内科病棟は移植治療を主に行う病棟であるため、がん化学療法に

おいて極めて重篤な骨髄抑制を起こす場合が多い。そのため、当院血液内科

病棟における抗 MRSA 薬（バンコマイシン・テイコプラニン・アルベカシン）

の使用は他の病棟と比べ、圧倒的に多い。これら抗 MRSA 薬を適正に使用す

るためには、血中濃度モニタリング（TDM）が必要になる。しかしながら、

これまで、血液内科病棟における TDM 施行率は 50-80%程度と、十分に

TDM が行えている環境ではなかった。その要因の一つとして、医師が血中濃

度測定の検査オーダ入力を忘れることが多いことが挙げられた。そこで血液

内科医師と、血液内科病棟専任薬剤師が協働で、薬剤師による血中濃度測定

の検査オーダ入力に関するプロトコールを作成した。このプロトコールは病

院運営委員会で審議され、承認された。 

血液内科に入院している患者にバンコマイシン・テイコプラニン・アルベカ

シンが処方されると、血液内科病棟専任の病棟薬剤師が血中濃度測定の検査

オーダの有無をチェックする。検査オーダに不備が発生している場合、プロ

トコールの運用開始としている。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  バンコマイシン・テイコプラニン・アルベカシン使用時に、医師が血中濃

度測定の検査オーダを忘れていた場合又は不適切な場合、血液内科病棟専任

の薬剤師が、処方した医師に連絡し、プロトコール運用開始について確認を

行う。プロトコール運用開始の許可を医師から得た後に、血液内科病棟専任

 
 

の薬剤師は他の薬剤師とダブルチェックを行いながら、当該患者に血中濃度

測定の検査オーダを入力する。血中濃度測定の検査オーダが入力したことを

確認したのちに、当該患者の電子カルテに薬剤師が血中濃度測定の検査オー

ダを入力したことを記入し、プロトコールの運用終了とする。 

プロトコール運用終了後は、通常の TDM 業務と同じように、血中濃度を

基に薬剤師がシミュレーションを行い、適切な処方提案を医師に行っている。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

薬剤師が代行入力することが、適切な抗 MRSA 薬の使用に繋がっている。

さらに、若手医師が TDM の必要性について学ぶ上でも良い影響がでてい

ると思われる。 

2）看護師からの評価 

   薬剤師から採血時間を教えてもらえるため、不適切な採血（採血タイミ

ングのミス）の減少につながると思われる。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

プロトコール開始により、血液内科病棟における血中濃度採血の検査オ

ーダ率はほぼ 100%になった。さらに薬剤師によるシミュレーション率も

大幅に改善した。また不適切な血中濃度測定の検査オーダはプロトコール

開始により約 6%に激減した。さらに薬剤師による検査オーダの入力率は

プロトコール開始後は約 50%であったが、プロトコール運営開始半年後に

は約 10%へと低下した。このことは医師が率先して血中濃度測定オーダを

入力するようになったことを示しており、薬剤師による血中濃度測定のオ

ーダ入力は医師の意識改善にもつながっている。持参薬からの院内採用薬

品への切替ミス軽減につながった。 

 

 【患者の視点】 

   薬剤師が血中濃度測定の検査オーダ入力を行うことで、抗 MRSA 薬の適

正使用に繋がっており未然に副作用を予防することができていると思われ

る。 

 

【医療スタッフの視点】 

医師の業務負担時間が減少した。さらに医師の抗 MRSA 薬の適正使用の

意識改革に繋がっている。 
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事例３ 徳島大学病院 

総病床数 696 床 

薬剤師数 55 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

抗 MRSA 薬の血中濃度測定オーダの代行入力 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

当院の血液内科病棟は移植治療を主に行う病棟であるため、がん化学療法に

おいて極めて重篤な骨髄抑制を起こす場合が多い。そのため、当院血液内科

病棟における抗 MRSA 薬（バンコマイシン・テイコプラニン・アルベカシン）

の使用は他の病棟と比べ、圧倒的に多い。これら抗 MRSA 薬を適正に使用す

るためには、血中濃度モニタリング（TDM）が必要になる。しかしながら、

これまで、血液内科病棟における TDM 施行率は 50-80%程度と、十分に

TDM が行えている環境ではなかった。その要因の一つとして、医師が血中濃

度測定の検査オーダ入力を忘れることが多いことが挙げられた。そこで血液

内科医師と、血液内科病棟専任薬剤師が協働で、薬剤師による血中濃度測定

の検査オーダ入力に関するプロトコールを作成した。このプロトコールは病

院運営委員会で審議され、承認された。 

血液内科に入院している患者にバンコマイシン・テイコプラニン・アルベカ

シンが処方されると、血液内科病棟専任の病棟薬剤師が血中濃度測定の検査

オーダの有無をチェックする。検査オーダに不備が発生している場合、プロ

トコールの運用開始としている。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  バンコマイシン・テイコプラニン・アルベカシン使用時に、医師が血中濃

度測定の検査オーダを忘れていた場合又は不適切な場合、血液内科病棟専任

の薬剤師が、処方した医師に連絡し、プロトコール運用開始について確認を

行う。プロトコール運用開始の許可を医師から得た後に、血液内科病棟専任

 
 

の薬剤師は他の薬剤師とダブルチェックを行いながら、当該患者に血中濃度

測定の検査オーダを入力する。血中濃度測定の検査オーダが入力したことを

確認したのちに、当該患者の電子カルテに薬剤師が血中濃度測定の検査オー

ダを入力したことを記入し、プロトコールの運用終了とする。 

プロトコール運用終了後は、通常の TDM 業務と同じように、血中濃度を

基に薬剤師がシミュレーションを行い、適切な処方提案を医師に行っている。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

薬剤師が代行入力することが、適切な抗 MRSA 薬の使用に繋がっている。

さらに、若手医師が TDM の必要性について学ぶ上でも良い影響がでてい

ると思われる。 

2）看護師からの評価 

   薬剤師から採血時間を教えてもらえるため、不適切な採血（採血タイミ

ングのミス）の減少につながると思われる。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

プロトコール開始により、血液内科病棟における血中濃度採血の検査オ

ーダ率はほぼ 100%になった。さらに薬剤師によるシミュレーション率も

大幅に改善した。また不適切な血中濃度測定の検査オーダはプロトコール

開始により約 6%に激減した。さらに薬剤師による検査オーダの入力率は

プロトコール開始後は約 50%であったが、プロトコール運営開始半年後に

は約 10%へと低下した。このことは医師が率先して血中濃度測定オーダを

入力するようになったことを示しており、薬剤師による血中濃度測定のオ

ーダ入力は医師の意識改善にもつながっている。持参薬からの院内採用薬

品への切替ミス軽減につながった。 

 

 【患者の視点】 

   薬剤師が血中濃度測定の検査オーダ入力を行うことで、抗 MRSA 薬の適

正使用に繋がっており未然に副作用を予防することができていると思われ

る。 

 

【医療スタッフの視点】 

医師の業務負担時間が減少した。さらに医師の抗 MRSA 薬の適正使用の

意識改革に繋がっている。 
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【経済的視点】 

不適切な検査オーダが減少することで、不要な検査費の削減効果が得ら

れる。 

 

8．備考 

なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

事例４ 高知大学医学部附属病院 

総病床数 605 床 

薬剤師数 30 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

処方代理修正業務 

 

2．業務の対象 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

当院では、一度オーダされた処方せんに対して、疑義照会等により何らかの

変更や修正を加える場合、すべて医師が再入力を行っていた。1 月あたりの

修正件数は 480 件程度であり、医師の負担となっていた。また、当該医師が

他の患者を診察していたり、処方を入力できない環境下にいた場合等に処方

の再入力が遅れ、薬剤師や看護師の業務の負担、患者の待ち時間の延長につ

ながっていた。 

そこで、当院運営委員会にて、薬剤師による処方薬の代理修正に関する取り

決め事項を審議し、了承を得た。その後、医師との協議・同意の基、電子カ

ルテの処方オーダシステム画面に、薬剤師による代理修正の権限を付加した。

代理修正の運用開始にあたり、代理修正マニュアルを作成し、研修等を行っ

た。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  代理修正の流れ 

（1） 調剤時、病棟薬剤業務等により疑義が生じた場合、処方医師に照会

し、処方提案する。 

（2）  処方提案の結果、代理修正が必要な場合は、処方医師に変更する内

容を確認後、薬剤師が代理修正する旨を、明確に伝達し、指示を得て

代理修正を行う。修正内容について、電子カルテ上に記載する。 

（3）  薬剤師が代理修正した処方内容については、処方医師の IMIS-8 の

画面上で、一覧として表示される。医師は、修正内容を確認し、IMIS-8

上に反映させる。 
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【経済的視点】 

不適切な検査オーダが減少することで、不要な検査費の削減効果が得ら

れる。 

 

8．備考 

なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

事例４ 高知大学医学部附属病院 

総病床数 605 床 

薬剤師数 30 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

処方代理修正業務 

 

2．業務の対象 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

当院では、一度オーダされた処方せんに対して、疑義照会等により何らかの

変更や修正を加える場合、すべて医師が再入力を行っていた。1 月あたりの

修正件数は 480 件程度であり、医師の負担となっていた。また、当該医師が

他の患者を診察していたり、処方を入力できない環境下にいた場合等に処方

の再入力が遅れ、薬剤師や看護師の業務の負担、患者の待ち時間の延長につ

ながっていた。 

そこで、当院運営委員会にて、薬剤師による処方薬の代理修正に関する取り

決め事項を審議し、了承を得た。その後、医師との協議・同意の基、電子カ

ルテの処方オーダシステム画面に、薬剤師による代理修正の権限を付加した。

代理修正の運用開始にあたり、代理修正マニュアルを作成し、研修等を行っ

た。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  代理修正の流れ 

（1） 調剤時、病棟薬剤業務等により疑義が生じた場合、処方医師に照会

し、処方提案する。 

（2）  処方提案の結果、代理修正が必要な場合は、処方医師に変更する内

容を確認後、薬剤師が代理修正する旨を、明確に伝達し、指示を得て

代理修正を行う。修正内容について、電子カルテ上に記載する。 

（3）  薬剤師が代理修正した処方内容については、処方医師の IMIS-8 の

画面上で、一覧として表示される。医師は、修正内容を確認し、IMIS-8

上に反映させる。 
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※  修正する内容は用法用量、処方日数、後発医薬品への変更の可否、粉

砕や一包化等の調剤上の特殊指示、薬剤の削除及び追加（ハイリスク薬

の追加は除く）とした。 

※  原則、代理修正を行うのは、3 ヶ月以上の勤務経験を有する薬剤師と

する。上記期間を超えた薬剤師が、「代理修正が可能であるか」の判断

は、各室長からの評価をもとに副部長が判断し、部長の了承を得た上で

代理修正を許可する。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

代理修正入力のシステム追加により業務支援や軽減につながったと思う、

とアンケートで回答を得た。 

2）看護師からの評価 

   代理修正入力のシステム追加により業務支援や軽減につながったと思う、

とアンケートで回答を得た。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

薬剤師の視点で処方提案・修正をすることで、処方精度が向上したと考

えられるが、具体的な数値化は行っていない。 

 

 【患者の視点】 

   外来や退院時の処方について、疑義照会を行った場合の患者待ち時間が

短縮されている傾向がある。 

 

【医療スタッフの視点】 

薬剤師による処方提案後の、医師による再入力件数が減少した。導入後 5

ヶ月間では、処方変更の 42%が代理修正によるものであり、医師の負担軽

減となっている。 

また、特に外科系の診療科において、医師の手術等による再処方の遅延

件数が減少しており、薬剤師や看護師の業務遅延減少につながっている。 

 

【経済的視点】 

薬剤師や看護師の業務遅延減少により労働生産性が向上していると考え

られるが、具体的な数値化は行っていない。 

 

8．備考 

なし 

 
 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

岡崎雅史ほか：病棟薬剤業務に向けた 支援システムの構築と運用，平成

25 年度大学病院情報マネジメント部門連絡会議，（2014）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

岡崎雅史ほか：病棟薬剤業務に向けた 支援システムの構築と運用，日本病

院薬剤師会雑誌，50，1453-1456（2014）． 
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※  修正する内容は用法用量、処方日数、後発医薬品への変更の可否、粉

砕や一包化等の調剤上の特殊指示、薬剤の削除及び追加（ハイリスク薬

の追加は除く）とした。 

※  原則、代理修正を行うのは、3 ヶ月以上の勤務経験を有する薬剤師と

する。上記期間を超えた薬剤師が、「代理修正が可能であるか」の判断

は、各室長からの評価をもとに副部長が判断し、部長の了承を得た上で

代理修正を許可する。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

代理修正入力のシステム追加により業務支援や軽減につながったと思う、

とアンケートで回答を得た。 

2）看護師からの評価 

   代理修正入力のシステム追加により業務支援や軽減につながったと思う、

とアンケートで回答を得た。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

薬剤師の視点で処方提案・修正をすることで、処方精度が向上したと考

えられるが、具体的な数値化は行っていない。 

 

 【患者の視点】 

   外来や退院時の処方について、疑義照会を行った場合の患者待ち時間が

短縮されている傾向がある。 

 

【医療スタッフの視点】 

薬剤師による処方提案後の、医師による再入力件数が減少した。導入後 5

ヶ月間では、処方変更の 42%が代理修正によるものであり、医師の負担軽

減となっている。 

また、特に外科系の診療科において、医師の手術等による再処方の遅延

件数が減少しており、薬剤師や看護師の業務遅延減少につながっている。 

 

【経済的視点】 

薬剤師や看護師の業務遅延減少により労働生産性が向上していると考え

られるが、具体的な数値化は行っていない。 

 

8．備考 

なし 

 
 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

岡崎雅史ほか：病棟薬剤業務に向けた 支援システムの構築と運用，平成

25 年度大学病院情報マネジメント部門連絡会議，（2014）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

岡崎雅史ほか：病棟薬剤業務に向けた 支援システムの構築と運用，日本病

院薬剤師会雑誌，50，1453-1456（2014）． 
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事例５ 大分大学医学部附属病院 

総病床数 618 床 

薬剤師数 32 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

TDM 検査オーダ入力支援 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

医療の急激な進展に伴い、それぞれ高い専門性をもつ医療従事者が協働して

患者中心の医療を実践するチーム医療を推進することの重要性が強く認識さ

れるようになっている。その中で、薬剤師による血中薬物濃度モニタリング

（TDM）検査オーダの入力は、医師の業務負担軽減、医療の質の向上、医療

安全の確保、そして医薬品の適正使用につながることが期待できる。そこで、

高度救命救急センターと薬剤部の間で協議を行い、高度救命救急センターに

入院中の患者に抗 MRSA 薬、抗痙攣薬が処方された際に、医師の責任のもと、

担当薬剤師がオーダリングシステムにて TDM 検査オーダを入力するプロト

コールを作成し、2013 年 5 月より運用を開始した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

 ① 高度救命救急センター担当薬剤師は、救命救急センター医師の指示に基

づき、TDM 対象薬剤投与患者の患者名、薬剤名、採血日を、オーダリング

システムにて TDM 検査オーダを入力する。ただし、オーダ医師名は指示

出しを行った高度救命救急センター医師とする。 

② 高度救命救急センター医師は、オーダ内容（患者氏名、薬剤名、採血日

等）を確認後，薬剤部薬物動態解析室より発行された TDM 検査依頼票に

入力指示印および承認印を押す。 

③ TDM 実施日に、高度救命救急センター医師もしくは看護師が指定の時間

に採血を行い、採取した血液を薬剤部へ送付する。 

 

 
 

④ 薬剤部薬物動態解析室にて、TDM 担当薬剤師は血中濃度測定を行い、測

定結果を電子カルテに入力する。 

⑤ TDM の結果に基づき、高度救命救急センター担当薬剤師は、投与量およ

び投与方法等を高度救命救急センター担当医師に適宜提案する。 

⑥ 高度救命救急センター医師の入力指示および承認の印鑑が押された

TDM 検査依頼票を、スキャン室へ送付し、患者毎にカルテに取り込む。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

薬剤師による TDM 検査オーダ入力の開始により、適切な投与タイミン

グで TDM を実施することが可能となった。また、その結果をもとに、個々

の患者に最適な投与設計を協議することが可能となった。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

本プロトコールを導入した 2013 年 5 月以降、薬剤師による TDM 検査

オーダ入力は、のべ 43 件であった(2014 年 10 月末日まで）。薬剤師の

介入により、不適切なタイミングでの TDM 実施や薬剤の過少投与を防止

できた事例も存在した。薬剤師が毎日カンファレンスに参加して適切なタ

イミングでの TDM 実施を提案し、投与設計にも関与した結果、安全な薬

物療法が施行できたと思われる。 

 

 【患者の視点】 

   薬剤師が毎日訪室して状態観察し、投与速度や投与部位の確認に加え、

（コミュニケーション可能な患者に対しては）必要な服薬指導を行うため、

患者の治療への理解度が向上した。 

 

【医療スタッフの視点】 

現在のところ該当症例が少なく、医師の業務負担時間軽減などについて

は、今後検討していく予定である。 

 

【経済的視点】 

不適切な採血タイミングなどにより、再採血するケースも存在していた

が、TDM 検査オーダ入力開始後、そのようなケースは見られなくなった。

無駄な採血が減少したことから、患者さんへの負担減および消耗費等減に

よるコストの削減が図られたと考えられる。 
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事例５ 大分大学医学部附属病院 

総病床数 618 床 

薬剤師数 32 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

TDM 検査オーダ入力支援 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

医療の急激な進展に伴い、それぞれ高い専門性をもつ医療従事者が協働して

患者中心の医療を実践するチーム医療を推進することの重要性が強く認識さ

れるようになっている。その中で、薬剤師による血中薬物濃度モニタリング

（TDM）検査オーダの入力は、医師の業務負担軽減、医療の質の向上、医療

安全の確保、そして医薬品の適正使用につながることが期待できる。そこで、

高度救命救急センターと薬剤部の間で協議を行い、高度救命救急センターに

入院中の患者に抗 MRSA 薬、抗痙攣薬が処方された際に、医師の責任のもと、

担当薬剤師がオーダリングシステムにて TDM 検査オーダを入力するプロト

コールを作成し、2013 年 5 月より運用を開始した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

 ① 高度救命救急センター担当薬剤師は、救命救急センター医師の指示に基

づき、TDM 対象薬剤投与患者の患者名、薬剤名、採血日を、オーダリング

システムにて TDM 検査オーダを入力する。ただし、オーダ医師名は指示

出しを行った高度救命救急センター医師とする。 

② 高度救命救急センター医師は、オーダ内容（患者氏名、薬剤名、採血日

等）を確認後，薬剤部薬物動態解析室より発行された TDM 検査依頼票に

入力指示印および承認印を押す。 

③ TDM 実施日に、高度救命救急センター医師もしくは看護師が指定の時間

に採血を行い、採取した血液を薬剤部へ送付する。 

 

 
 

④ 薬剤部薬物動態解析室にて、TDM 担当薬剤師は血中濃度測定を行い、測

定結果を電子カルテに入力する。 

⑤ TDM の結果に基づき、高度救命救急センター担当薬剤師は、投与量およ

び投与方法等を高度救命救急センター担当医師に適宜提案する。 

⑥ 高度救命救急センター医師の入力指示および承認の印鑑が押された

TDM 検査依頼票を、スキャン室へ送付し、患者毎にカルテに取り込む。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

薬剤師による TDM 検査オーダ入力の開始により、適切な投与タイミン

グで TDM を実施することが可能となった。また、その結果をもとに、個々

の患者に最適な投与設計を協議することが可能となった。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

本プロトコールを導入した 2013 年 5 月以降、薬剤師による TDM 検査

オーダ入力は、のべ 43 件であった(2014 年 10 月末日まで）。薬剤師の

介入により、不適切なタイミングでの TDM 実施や薬剤の過少投与を防止

できた事例も存在した。薬剤師が毎日カンファレンスに参加して適切なタ

イミングでの TDM 実施を提案し、投与設計にも関与した結果、安全な薬

物療法が施行できたと思われる。 

 

 【患者の視点】 

   薬剤師が毎日訪室して状態観察し、投与速度や投与部位の確認に加え、

（コミュニケーション可能な患者に対しては）必要な服薬指導を行うため、

患者の治療への理解度が向上した。 

 

【医療スタッフの視点】 

現在のところ該当症例が少なく、医師の業務負担時間軽減などについて

は、今後検討していく予定である。 

 

【経済的視点】 

不適切な採血タイミングなどにより、再採血するケースも存在していた

が、TDM 検査オーダ入力開始後、そのようなケースは見られなくなった。

無駄な採血が減少したことから、患者さんへの負担減および消耗費等減に

よるコストの削減が図られたと考えられる。 
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8．備考 

本プロトコールを実施できる薬剤師は、高度救命救急センター担当薬剤師

のみとしている。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

事例６ 三重大学医学部附属病院 

総病床数 685 床 

薬剤師数 49 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

HIV 外来における医師・薬剤師協働プロトコールに基づいた薬物治療管理 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  特定の患者に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

HIV の治療には、各専門職の効率的な業務分担と緊密な連携が必要である。 

三重大学病院では、2010 年度よりチーム医療体制を整備し、薬剤師が患

者面談を施行し、薬剤選択、服薬計画の立案を行う外来指導に加わった。 

2011 年 8 月より有効性・安全性の向上と医師の負担軽減を目的とした医

師・薬剤師協働プロトコール薬物治療管理（PBPM）を構築し、運用を開始

した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

 1．患者面談による処方提案 

① アレルギー歴、副作用歴、既往歴、併用薬を確認。 

② ライフスタイルを確認し、1 日 1 回か 1 日 2 回の処方レジメンおよび

服用タイミングを患者毎に決定。 

③ 臨床検査値を確認し、特に腎機能障害があれば医師と協議の上、代替

処方を決定。 

立案した処方計画は医師の承認後、処方され、治療が開始される。 

2．服薬指導 

① 服用方法、副作用（出現時期、対処方法）、薬剤管理方法などの説明 

② 院外薬局との連携（お薬手帳に処方内容、指導内容、調剤上の工夫等

記載） 
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8．備考 

本プロトコールを実施できる薬剤師は、高度救命救急センター担当薬剤師

のみとしている。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

事例６ 三重大学医学部附属病院 

総病床数 685 床 

薬剤師数 49 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

HIV 外来における医師・薬剤師協働プロトコールに基づいた薬物治療管理 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  特定の患者に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

HIV の治療には、各専門職の効率的な業務分担と緊密な連携が必要である。 

三重大学病院では、2010 年度よりチーム医療体制を整備し、薬剤師が患

者面談を施行し、薬剤選択、服薬計画の立案を行う外来指導に加わった。 

2011 年 8 月より有効性・安全性の向上と医師の負担軽減を目的とした医

師・薬剤師協働プロトコール薬物治療管理（PBPM）を構築し、運用を開始

した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

 1．患者面談による処方提案 

① アレルギー歴、副作用歴、既往歴、併用薬を確認。 

② ライフスタイルを確認し、1 日 1 回か 1 日 2 回の処方レジメンおよび

服用タイミングを患者毎に決定。 

③ 臨床検査値を確認し、特に腎機能障害があれば医師と協議の上、代替

処方を決定。 

立案した処方計画は医師の承認後、処方され、治療が開始される。 

2．服薬指導 

① 服用方法、副作用（出現時期、対処方法）、薬剤管理方法などの説明 

② 院外薬局との連携（お薬手帳に処方内容、指導内容、調剤上の工夫等

記載） 
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3．問題点を抽出し、医師へ処方変更提案 

① アドヒアランス不良要因の有無（服用タイミング、食事制限、薬剤数、

患者教育、薬物使用、支援体制、薬剤の保管・管理、精神衛生） 

② 副作用歴の有無 

③ 臨床検査値異常の有無 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

薬剤の説明をすべてお願いしているため、診療の負担軽減となっている。 

 2）看護師からの評価 

患者からの薬剤の質問に対して、相談、対応してくれているので、安心

している。 

3）ソーシャルワーカーからの評価 

患者からの薬剤の質問に対して、相談、対応してくれているので、安心

している。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

PBPM 施行後、HIV-RNA 量の低下または、検出限界を維持する患者の

割合が増加したことから、薬剤師が、薬剤の選択前に、患者の状態に応じ

た、積極的な処方提案を行うことで、ART の有効性は担保された。薬剤の

不適切な使用に伴う入院加療件数は皆無であった。そのため、ART の安全

性の向上にも寄与できることが明らかとなった。 

 

 【患者の視点】 

   調査していないため、不明。 

 

【医療スタッフの視点】 

聴取した意見からも、医師の負担軽減につながっていると考えられる。 

また、新薬の情報などをカンファレンスで紹介しており、医師だけでな

く、看護師やソーシャルワーカーと情報共有ができている。 

PBPM 施行後、ART 開始までの薬剤師の面談件数も減少し、ART 導入

までの期間が短縮された。 

 

【経済的視点】 

外来で治療導入後の患者において、入院加療件数の低下により、医療費

の削減が可能となっている。 

 

 
 

8．備考 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

石橋美紀ほか：HIV 外来における医師・薬剤師協働プロトコールに基づい

た薬物治療管理（PBPM）の構築とその評価，第 24 回医療薬学会，（2014）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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3．問題点を抽出し、医師へ処方変更提案 

① アドヒアランス不良要因の有無（服用タイミング、食事制限、薬剤数、

患者教育、薬物使用、支援体制、薬剤の保管・管理、精神衛生） 

② 副作用歴の有無 

③ 臨床検査値異常の有無 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

薬剤の説明をすべてお願いしているため、診療の負担軽減となっている。 

 2）看護師からの評価 

患者からの薬剤の質問に対して、相談、対応してくれているので、安心

している。 

3）ソーシャルワーカーからの評価 

患者からの薬剤の質問に対して、相談、対応してくれているので、安心

している。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

PBPM 施行後、HIV-RNA 量の低下または、検出限界を維持する患者の

割合が増加したことから、薬剤師が、薬剤の選択前に、患者の状態に応じ

た、積極的な処方提案を行うことで、ART の有効性は担保された。薬剤の

不適切な使用に伴う入院加療件数は皆無であった。そのため、ART の安全

性の向上にも寄与できることが明らかとなった。 

 

 【患者の視点】 

   調査していないため、不明。 

 

【医療スタッフの視点】 

聴取した意見からも、医師の負担軽減につながっていると考えられる。 

また、新薬の情報などをカンファレンスで紹介しており、医師だけでな

く、看護師やソーシャルワーカーと情報共有ができている。 

PBPM 施行後、ART 開始までの薬剤師の面談件数も減少し、ART 導入

までの期間が短縮された。 

 

【経済的視点】 

外来で治療導入後の患者において、入院加療件数の低下により、医療費

の削減が可能となっている。 

 

 
 

8．備考 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

石橋美紀ほか：HIV 外来における医師・薬剤師協働プロトコールに基づい

た薬物治療管理（PBPM）の構築とその評価，第 24 回医療薬学会，（2014）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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事例７ 広島大学病院 

総病床数 746 床 

薬剤師数 54 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

病棟リーダー薬剤師プロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

  期間限定（2012 年 6 月～7 月） 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師・看護師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

当院では、病棟専従薬剤師が平日日勤帯に関与可能な全ての入院患者に関与

している。現状の問題点として、専従薬剤師が調剤、外来患者対応等の中央

業務で病棟に不在になる時間が発生すること、専従薬剤師や看護師が処方と

指示内容の不一致や継続使用薬剤の不足を発見しても、医師の不在時には対

応に時間がかかることが挙げられる。さらに、病棟で発生する薬剤関連イン

シデントの多くが医師による処方・指示間違い、看護師による配薬間違いで

あり、薬剤師によるチェック体制の強化が望まれていた。これらより、専従

薬剤師に加え、平日日勤帯に病棟に完全常駐し、全患者の処方や指示内容の

監査、継続処方や指示薬等の追加といった一定の条件に基づく処方入力業務

などを行うリーダー薬剤師の追加配置が、薬剤関連インシデント低減や医療

スタッフの効率的な業務運営に寄与すると考えられた。そこで、ＷＧを立ち

上げ、リーダー薬剤師業務のプロトコールを作成した。業務内容および運用

期間、運用病棟は、対象病棟の医師（心臓血管外科、循環器内科）、看護師長、

副看護師長、当院医療安全管理部との合議の下で決定した。適用期間は 2012

年 6 月～7 月、対象病棟は循環器病棟とし、リーダー薬剤師プロトコールを

適用した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  リーダー薬剤師は，夜勤等の変則勤務から外れて平日日勤勤務のみとし，

中央業務も分担せず，勤務時間（午前 8 時 30 分から午後 5 時 30 分，うち

 
 

休憩 1 時間）は，対象病棟で発生した再調剤への対応および休憩時間を除き

すべて対象病棟で業務を行う。    

① リーダー薬剤師のみが実施する業務内容 

1) 内用薬，外用薬の Do 処方，臨時処方等で開始された薬剤の対象病棟

の定期処方日までの日数調整処方，指示薬（指示簿に記載されているが

処方のない薬剤，残数が不足した薬剤）の処方入力および修正 

2) 看護師がセットした昼・夕配薬分薬剤について，配薬前にセット内容

を確認（朝配薬分については，配薬時間が深夜帯となるため対象外） 

3) 指示変更時および必要時の専従薬剤師への服薬指導指示（直接の服薬

指導は行わない） 

4) 専従薬剤師および看護師が作成した持参薬確認表の記入内容と実際の

持参薬を確認（患者への直接確認は専従薬剤師が行う） 

5) 業務時間内の病棟薬品庫の鍵の管理 

② 専従薬剤師と分担あるいは両者が独立して実施する業務内容 

1) 病棟全患者の電子カルテ内容を確認，処方内容（内服，注射）と指示

の一致を確認 

2) 病棟に届いた監査済み薬剤と指示内容の一致を確認 

3) 退院時処方の有無の確認 

4) 病棟配置薬の指示簿に基づいた施用済み薬剤の処方入力 

5) 医療スタッフへの薬剤情報提供 

6) 病棟への払い出し後の薬剤の一包化・粉砕などの再調剤  

7) 抗 MRSA 薬、抗不整脈薬、ジゴキシンなど TDM が必要な薬剤につい

て、適切なタイミングでの TDM オーダ依頼や投与設計の提案 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

誤処方に対する指摘や不足薬や指示薬の処方オーダ入力が適切であった。 

 2）看護師からの評価 

定期処方薬や不足薬が確実に処方される点、薬が遅れる事なく患者に届

けられ服薬指導もタイムリーに実施される点、薬剤に関する相談がしやす

く病棟運営も円滑になる点が業務改善に貢献していた。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

対象病棟の薬剤関連インシデント件数は、過去 3 年間の同時期平均の平

均 17.3 件/2 か月から 3.0 件/2 か月へ減少した。2012 年月別では、4

月：4 件，5 月：10 件，6 月：2 件，7 月：1 件であり、プロトコール適

用期間では減少した。対象病棟の 6～7 月のプレアボイド件数の平均値は
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事例７ 広島大学病院 

総病床数 746 床 

薬剤師数 54 人 

病院機能 特定機能 

 

1．業務の名称 

病棟リーダー薬剤師プロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

  期間限定（2012 年 6 月～7 月） 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師・看護師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

当院では、病棟専従薬剤師が平日日勤帯に関与可能な全ての入院患者に関与

している。現状の問題点として、専従薬剤師が調剤、外来患者対応等の中央

業務で病棟に不在になる時間が発生すること、専従薬剤師や看護師が処方と

指示内容の不一致や継続使用薬剤の不足を発見しても、医師の不在時には対

応に時間がかかることが挙げられる。さらに、病棟で発生する薬剤関連イン

シデントの多くが医師による処方・指示間違い、看護師による配薬間違いで

あり、薬剤師によるチェック体制の強化が望まれていた。これらより、専従

薬剤師に加え、平日日勤帯に病棟に完全常駐し、全患者の処方や指示内容の

監査、継続処方や指示薬等の追加といった一定の条件に基づく処方入力業務

などを行うリーダー薬剤師の追加配置が、薬剤関連インシデント低減や医療

スタッフの効率的な業務運営に寄与すると考えられた。そこで、ＷＧを立ち

上げ、リーダー薬剤師業務のプロトコールを作成した。業務内容および運用

期間、運用病棟は、対象病棟の医師（心臓血管外科、循環器内科）、看護師長、

副看護師長、当院医療安全管理部との合議の下で決定した。適用期間は 2012

年 6 月～7 月、対象病棟は循環器病棟とし、リーダー薬剤師プロトコールを

適用した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  リーダー薬剤師は，夜勤等の変則勤務から外れて平日日勤勤務のみとし，

中央業務も分担せず，勤務時間（午前 8 時 30 分から午後 5 時 30 分，うち

 
 

休憩 1 時間）は，対象病棟で発生した再調剤への対応および休憩時間を除き

すべて対象病棟で業務を行う。    

① リーダー薬剤師のみが実施する業務内容 

1) 内用薬，外用薬の Do 処方，臨時処方等で開始された薬剤の対象病棟

の定期処方日までの日数調整処方，指示薬（指示簿に記載されているが

処方のない薬剤，残数が不足した薬剤）の処方入力および修正 

2) 看護師がセットした昼・夕配薬分薬剤について，配薬前にセット内容

を確認（朝配薬分については，配薬時間が深夜帯となるため対象外） 

3) 指示変更時および必要時の専従薬剤師への服薬指導指示（直接の服薬

指導は行わない） 

4) 専従薬剤師および看護師が作成した持参薬確認表の記入内容と実際の

持参薬を確認（患者への直接確認は専従薬剤師が行う） 

5) 業務時間内の病棟薬品庫の鍵の管理 

② 専従薬剤師と分担あるいは両者が独立して実施する業務内容 

1) 病棟全患者の電子カルテ内容を確認，処方内容（内服，注射）と指示

の一致を確認 

2) 病棟に届いた監査済み薬剤と指示内容の一致を確認 

3) 退院時処方の有無の確認 

4) 病棟配置薬の指示簿に基づいた施用済み薬剤の処方入力 

5) 医療スタッフへの薬剤情報提供 

6) 病棟への払い出し後の薬剤の一包化・粉砕などの再調剤  

7) 抗 MRSA 薬、抗不整脈薬、ジゴキシンなど TDM が必要な薬剤につい

て、適切なタイミングでの TDM オーダ依頼や投与設計の提案 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

誤処方に対する指摘や不足薬や指示薬の処方オーダ入力が適切であった。 

 2）看護師からの評価 

定期処方薬や不足薬が確実に処方される点、薬が遅れる事なく患者に届

けられ服薬指導もタイムリーに実施される点、薬剤に関する相談がしやす

く病棟運営も円滑になる点が業務改善に貢献していた。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

対象病棟の薬剤関連インシデント件数は、過去 3 年間の同時期平均の平

均 17.3 件/2 か月から 3.0 件/2 か月へ減少した。2012 年月別では、4

月：4 件，5 月：10 件，6 月：2 件，7 月：1 件であり、プロトコール適

用期間では減少した。対象病棟の 6～7 月のプレアボイド件数の平均値は
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48 件であり、配置前の同年 4～5 月の平均値の 19.5 件に比べ 2.4 倍に増

加した。プレアボイドの内容については、薬学的管理、服薬支援に関する

件数の増加が顕著であった。 

 

 【患者の視点】 

   専従薬剤師と連携し、用量変更時などにタイムリーに指導を実施するこ

とで、患者の理解度の向上、服用間違いの防止に役立ったと考えられる。 

 

【医療スタッフの視点】 

定期処方薬の配薬日の看護師の 1 名あたりの平均時間外労働時間は、

63.5 ± 14.6 分/月から 52.7 ± 8.6 分/月と減少した。試行期間後のア

ンケートでは、94％の医師の負担が軽減した、84％の医師、81％の看護

師がリーダー薬剤師は必要と回答した。さらに、63％の看護師が内服に関

して患者へ良い影響があったと回答した。また、処方の適正化と集約によ

り、薬剤部中央業務の負担が減少した可能性が考えられた。 

 

【経済的視点】 

服用間違い、配薬間違いなどの薬剤関連インシデントが減少したことで

有害事象発生に伴うコスト減少があると考えられるが、具体的な数字化は

行っていない。 

 

8．備考 

  本プロトコールを実施できる薬剤師は、一定期間以上の対象病棟での経験、

知識を有する薬剤師のみとしている。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

佐伯康之，鴫田江理嘉，佐藤智人ほか：病棟専従リーダー薬剤師による医

師等の負担軽減効果の検討，医療薬学フォーラム 2013／第 21 回クリニカ

ルファーマシーシンポジウム，（2013）｡ 

佐伯康之，鴫田江理嘉，佐藤智人ほか：病棟専従リーダー薬剤師によるイ

ンシデント低減への効果，第 23 回 日本医療薬学会，（2013）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

鴫田江理嘉ほか：病棟常駐リーダー薬剤師の配置による薬物療法の質的向

上およびインシデント報告の減少，医療薬学，40 巻 8 号，425-432（2014）． 

 
 

事例８ JA 北海道厚生連網走厚生病院 

総病床数 366 床 

薬剤師数 13 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

化学療法協働管理プロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の患者に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

がん化学療法については、スケジュール管理、投与量、支持療法を含む副作

用マネジメントと多くの問題を含んでいる。腫瘍内科医が専門に関与するわ

けではなく、各診療科が日常診療と並行して、がん化学療法を行う現状と、

医師異動も頻繁に行われ、がん化学療法についての経験年数もまちまちであ

るという事情もあり、処方管理の面における問題、とりわけ安全性の担保が

難しい。そのため、がん化学療法において、薬剤師がプロトコールの作成・

管理を行うことと、治療毎に医師は治療計画書（注射、注射・内服併用レジ

メンに限る）を提出し、薬剤師による処方設計を行い、電子カルテへの処方

入力後、担当医が承認するという協働処方について院内の薬事委員会、化学

療法委員会で審議・了承された。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  がん化学療法予定の患者について登録されたレジメンに従って、医師は治

療毎に治療計画書を担当薬剤師に提出する。担当薬剤師は体表面積、L/D 等

から、適正量を算出し処方設計を行う。また、薬剤管理指導で得られた情報

などをもとに支持療法についても処方設計を行う。（1 コース目は各種ガイド

ラインに準じた支持療法を行うが、2 コース目以降に CINV 対策としてアプ

レピタントの使用が適切であると判断される場合など）これら、設計された

処方は薬剤師が電子カルテへ処方入力し、担当医が承認するという協働処方

とする。 
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48 件であり、配置前の同年 4～5 月の平均値の 19.5 件に比べ 2.4 倍に増

加した。プレアボイドの内容については、薬学的管理、服薬支援に関する

件数の増加が顕著であった。 

 

 【患者の視点】 

   専従薬剤師と連携し、用量変更時などにタイムリーに指導を実施するこ

とで、患者の理解度の向上、服用間違いの防止に役立ったと考えられる。 

 

【医療スタッフの視点】 

定期処方薬の配薬日の看護師の 1 名あたりの平均時間外労働時間は、

63.5 ± 14.6 分/月から 52.7 ± 8.6 分/月と減少した。試行期間後のア

ンケートでは、94％の医師の負担が軽減した、84％の医師、81％の看護

師がリーダー薬剤師は必要と回答した。さらに、63％の看護師が内服に関

して患者へ良い影響があったと回答した。また、処方の適正化と集約によ

り、薬剤部中央業務の負担が減少した可能性が考えられた。 

 

【経済的視点】 

服用間違い、配薬間違いなどの薬剤関連インシデントが減少したことで

有害事象発生に伴うコスト減少があると考えられるが、具体的な数字化は

行っていない。 

 

8．備考 

  本プロトコールを実施できる薬剤師は、一定期間以上の対象病棟での経験、

知識を有する薬剤師のみとしている。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

佐伯康之，鴫田江理嘉，佐藤智人ほか：病棟専従リーダー薬剤師による医

師等の負担軽減効果の検討，医療薬学フォーラム 2013／第 21 回クリニカ

ルファーマシーシンポジウム，（2013）｡ 

佐伯康之，鴫田江理嘉，佐藤智人ほか：病棟専従リーダー薬剤師によるイ

ンシデント低減への効果，第 23 回 日本医療薬学会，（2013）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

鴫田江理嘉ほか：病棟常駐リーダー薬剤師の配置による薬物療法の質的向

上およびインシデント報告の減少，医療薬学，40 巻 8 号，425-432（2014）． 

 
 

事例８ JA 北海道厚生連網走厚生病院 

総病床数 366 床 

薬剤師数 13 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

化学療法協働管理プロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の患者に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

がん化学療法については、スケジュール管理、投与量、支持療法を含む副作

用マネジメントと多くの問題を含んでいる。腫瘍内科医が専門に関与するわ

けではなく、各診療科が日常診療と並行して、がん化学療法を行う現状と、

医師異動も頻繁に行われ、がん化学療法についての経験年数もまちまちであ

るという事情もあり、処方管理の面における問題、とりわけ安全性の担保が

難しい。そのため、がん化学療法において、薬剤師がプロトコールの作成・

管理を行うことと、治療毎に医師は治療計画書（注射、注射・内服併用レジ

メンに限る）を提出し、薬剤師による処方設計を行い、電子カルテへの処方

入力後、担当医が承認するという協働処方について院内の薬事委員会、化学

療法委員会で審議・了承された。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  がん化学療法予定の患者について登録されたレジメンに従って、医師は治

療毎に治療計画書を担当薬剤師に提出する。担当薬剤師は体表面積、L/D 等

から、適正量を算出し処方設計を行う。また、薬剤管理指導で得られた情報

などをもとに支持療法についても処方設計を行う。（1 コース目は各種ガイド

ラインに準じた支持療法を行うが、2 コース目以降に CINV 対策としてアプ

レピタントの使用が適切であると判断される場合など）これら、設計された

処方は薬剤師が電子カルテへ処方入力し、担当医が承認するという協働処方

とする。 
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6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

化学療法一本というだけでは日常診療をこなすことはできない。また、

支持療法に関しては門外漢である部分もあり、薬剤師による処方設計は医

師の負担軽減という意味で大変助かることである。 

 2）看護師からの評価 

多種多様の化学療法レジメンがある中、薬のプロフェッショナルたる薬

剤師による処方設計ということで、安全に業務を行えるようになったと思

われる。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

抗がん剤に関わる投与量間違い、スケジュール間違いに関するインシデ

ントはゼロとなった。これは多大に医療安全面に貢献している。投与スケ

ジュールの完全な把握が可能であるため、抗がん剤の在庫額減少にも貢献

している。 

 

 【患者の視点】 

   支持療法も含めて、薬剤師が処方設計しており、副作用の軽減に寄与で

きている。 

 

【医療スタッフの視点】 

アンケート等の実施は行っていないので、不明なところではあるが、実

際の声として医師の業務負担軽減に繋がったとあがっている。また、薬剤

師も専門的知識を持った担当者のみ業務に携わることで、他の薬剤師に比

し、処方設計等に関わる時間は僅かであり、業務効率は向上している。 

 

【経済的視点】 

具体的な数値化は行っていないが、支持療法の処方設計に関わり、副作

用軽減に寄与することで、追加の制吐剤の使用が減少していることから、

コスト削減に寄与できていると思われる。 

 

8．備考 

  本業務に携わる薬剤師は一定レベル以上のがん化学療法に関する知識を習

得した薬剤師のみとしている。また、日本病院薬剤師会がん薬物療法認定薬

剤師が業務の中心に携わっている。 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

西川靖之ほか：病棟専任薬剤師によるＴＤＭ代行オーダ，日本医療マネジ

 
 

メント学会 第 10 回京滋支部学術集会，（2013）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

化学療法一本というだけでは日常診療をこなすことはできない。また、

支持療法に関しては門外漢である部分もあり、薬剤師による処方設計は医

師の負担軽減という意味で大変助かることである。 

 2）看護師からの評価 

多種多様の化学療法レジメンがある中、薬のプロフェッショナルたる薬

剤師による処方設計ということで、安全に業務を行えるようになったと思

われる。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

抗がん剤に関わる投与量間違い、スケジュール間違いに関するインシデ

ントはゼロとなった。これは多大に医療安全面に貢献している。投与スケ

ジュールの完全な把握が可能であるため、抗がん剤の在庫額減少にも貢献

している。 

 

 【患者の視点】 

   支持療法も含めて、薬剤師が処方設計しており、副作用の軽減に寄与で

きている。 

 

【医療スタッフの視点】 

アンケート等の実施は行っていないので、不明なところではあるが、実

際の声として医師の業務負担軽減に繋がったとあがっている。また、薬剤

師も専門的知識を持った担当者のみ業務に携わることで、他の薬剤師に比

し、処方設計等に関わる時間は僅かであり、業務効率は向上している。 

 

【経済的視点】 

具体的な数値化は行っていないが、支持療法の処方設計に関わり、副作

用軽減に寄与することで、追加の制吐剤の使用が減少していることから、

コスト削減に寄与できていると思われる。 

 

8．備考 

  本業務に携わる薬剤師は一定レベル以上のがん化学療法に関する知識を習

得した薬剤師のみとしている。また、日本病院薬剤師会がん薬物療法認定薬

剤師が業務の中心に携わっている。 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

西川靖之ほか：病棟専任薬剤師によるＴＤＭ代行オーダ，日本医療マネジ

 
 

メント学会 第 10 回京滋支部学術集会，（2013）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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事例９ 京都第二赤十字病院 

総病床数 639 床 

薬剤師数 40 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

ＴＤＭ代行オーダ 

 

2．業務の対象 

  基本的には病棟専任薬剤師が対応するが、どの薬剤師にも権限はある。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

ＴＤＭを必要とする薬剤を投与していてもＴＤＭオーダがされない状況や、

ＴＤＭオーダはあっても定常状態未到達・投与後の不適切な採血ポイント、

得られる情報が少ない頻回のオーダ等が散見された。薬剤師にその権限を与

えてもらえれば適切なポイントでオーダでき、かつオーダ時に看護師にも採

血時間や注意点を伝えることができる。加えて代行オーダすることで、医師

の負担軽減が可能である。これらを実行することで経済的にも無駄なオーダ

がなくなり、少ない採血により効率的に薬物治療が可能になると考えた。そ

こで管理・業務連絡会議、診療部長会議でその旨を説明し、了解を得られた

のでプロトコールを結び、実施することとなった。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  薬剤師がＴＤＭを必要と判断した場合に、主治医に連絡をとり了解を得た

上で検査オーダをたて、「薬物血中濃度測定・解析（ＴＤＭ）依頼書」を作成、

印刷する。薬剤師は検査オーダを立てたことを担当看護師に伝え、「薬物血中

濃度測定・解析（ＴＤＭ）依頼書」を渡す。診察記事に、医師に了解を得た

上でＴＤＭ代行オーダした旨を記入する。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

適切な採血ポイントを提案してもらえ助かる。また、代行オーダをして

もらうことで医師の負担が軽減されている。 

 2）看護師からの評価 

 
 

適切な採血ポイントを指示してもらい、その必要性を理解できる。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

より早い治療効果が期待できる 

副作用の早期発見・早期対応が可能 

医療安全・医療の質の向上 

 

 【患者の視点】 

   採血回数減少による苦痛の軽減 

適正・効果的な薬物療法に対する期待 

 

【医療スタッフの視点】 

医師の業務負担軽減に寄与 

採血オーダの減少により、看護師、検査技師、薬剤師それぞれの負担軽

減が考えられる（TDM 件数の推移から読み取れる） 

 

【経済的視点】 

効率的なオーダにより経費節減、およびより早い処方提案が可能となり、

薬物治療の期間縮小が見込まれる（感染制御部にて、おおよその抗菌剤使

用量から読み取れる） 

 

8．備考 

  なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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事例９ 京都第二赤十字病院 

総病床数 639 床 

薬剤師数 40 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

ＴＤＭ代行オーダ 

 

2．業務の対象 

  基本的には病棟専任薬剤師が対応するが、どの薬剤師にも権限はある。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

ＴＤＭを必要とする薬剤を投与していてもＴＤＭオーダがされない状況や、

ＴＤＭオーダはあっても定常状態未到達・投与後の不適切な採血ポイント、

得られる情報が少ない頻回のオーダ等が散見された。薬剤師にその権限を与

えてもらえれば適切なポイントでオーダでき、かつオーダ時に看護師にも採

血時間や注意点を伝えることができる。加えて代行オーダすることで、医師

の負担軽減が可能である。これらを実行することで経済的にも無駄なオーダ

がなくなり、少ない採血により効率的に薬物治療が可能になると考えた。そ

こで管理・業務連絡会議、診療部長会議でその旨を説明し、了解を得られた

のでプロトコールを結び、実施することとなった。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  薬剤師がＴＤＭを必要と判断した場合に、主治医に連絡をとり了解を得た

上で検査オーダをたて、「薬物血中濃度測定・解析（ＴＤＭ）依頼書」を作成、

印刷する。薬剤師は検査オーダを立てたことを担当看護師に伝え、「薬物血中

濃度測定・解析（ＴＤＭ）依頼書」を渡す。診察記事に、医師に了解を得た

上でＴＤＭ代行オーダした旨を記入する。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

適切な採血ポイントを提案してもらえ助かる。また、代行オーダをして

もらうことで医師の負担が軽減されている。 

 2）看護師からの評価 

 
 

適切な採血ポイントを指示してもらい、その必要性を理解できる。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

より早い治療効果が期待できる 

副作用の早期発見・早期対応が可能 

医療安全・医療の質の向上 

 

 【患者の視点】 

   採血回数減少による苦痛の軽減 

適正・効果的な薬物療法に対する期待 

 

【医療スタッフの視点】 

医師の業務負担軽減に寄与 

採血オーダの減少により、看護師、検査技師、薬剤師それぞれの負担軽

減が考えられる（TDM 件数の推移から読み取れる） 

 

【経済的視点】 

効率的なオーダにより経費節減、およびより早い処方提案が可能となり、

薬物治療の期間縮小が見込まれる（感染制御部にて、おおよその抗菌剤使

用量から読み取れる） 

 

8．備考 

  なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

P061-154.indd   91 2015/03/25   17:01:16



－92－

 
 

事例 10 医療法人社団寿量会 熊本機能病院 

総病床数 410 床 

薬剤師数 13 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

抗菌薬適正使用ための薬剤師による ICD 業務（介入とフィードバック） 

代行プロトコールおよび処方代行入力プロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の患者（抗菌薬使用患者）に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

抗菌薬の適正使用をすすめる上で、感染症専門医・インフェクションコント

ロールドクター（以下、ICD）もしくは感染症教育を受けた薬剤師による、「介

入とフィードバック」による監査は重要である。当院における「介入とフィ

ードバック」をより推進するため、抗菌薬適正使用支援システム（以下、本

システム）を構築した。本システムにより、細菌検査結果に基づいた検出菌

一覧やアンチバイオグラムのような有用な情報を速やかに作成できた。これ

らの情報に基づいて、抗菌薬の適正使用状況を確認し、必要に応じて、薬剤

師は処方医へ薬剤変更などの処方提案を速やかに実施した。その後、当院に

おける「介入とフィードバック」実施体制の定着に伴い、抗菌薬適正使用た

めの薬剤師による ICD 業務［介入とフィードバック］代行プロトコール（以

下、ICD 業務代行プロトコール）の検討 WG を ICT 委員会にて立ち上げ、プ

ロトコールを作成した。院内の薬事委員会で了承された後に病院の診療管理

会議にて審議中である。 

また、処方提案が受け入れられ、医師の了承が得られた場合は、薬剤師によ

る処方オーダ代行入力（以下、代行入力）も行っており、その件数の増加と

ともに、プロトコール化が望まれていた。そこで、処方変更の指示が出て、

医師の了解が得られた場合の処方代行入力プロトコールも作成した。なお、

このプロトコールは各診療科への了承を得た上で院内の薬事委員会で審議さ

れた後に病院の運営会議にて了承されている。 

除外基準に該当しない抗菌薬使用患者に対して、必要に応じて、感染担当薬

 
 

剤師（以下、担当薬剤師）から主治医へ処方提案を行い、主治医同意のもと

で処方変更とし、介入内容を ICD に報告する。除外基準に該当するようにな

った場合には、処方提案を中止し、速やかに ICD に報告するものとしている。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  担当薬剤師は、処方監査・医師からの相談・システム等により処方介入が

必要と判断した場合、当該患者に対して、除外基準に該当しないかどうか確

認する。担当薬剤師が ICD 業務代行プロトコール適用可能と判断した場合は、

担当薬剤師から主治医へ処方提案を行う。なお、担当薬剤師から ICD へ介入

内容の報告を行い事後にて同意を得る。また、担当薬剤師から病棟薬剤師へ

連絡し、介入報告を行う。システムにより新たに培養結果が得られた場合、

担当薬剤師はその内容を基に処方提案が必要か判断し、中止や減量・増量の

必要があれば、その提案を行う。腎機能等の臨床検査値が急激に変動した場

合などはプロトコール逸脱とし、ICD が処方提案を管理する。状態が落ち着

けば ICD から担当薬剤師へ連絡し処方提案プロトコール再適用とする。 

代行入力の了解が得られた場合には、担当薬剤師が投与薬剤・投与量・投

与時間等を設定し代行入力し、その後、担当医が内容を確認し承認する協働

処方とする。 

なお、処方提案の際は、「抗菌薬使用のガイドライン」、「感染症レジデント

マニュアル」、「レジデントのための感染症診療マニュアル第 2 版」、「サンフ

ォード感染症治療ガイド」などの書籍を参考にしている。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

細菌検査を行ったすべての患者において、薬剤師による「介入とフィー

ドバック」が行える体制が構築されたことで、質の高い治療が実現できて

いると考える。また、ICT 内で介入した患者情報の共有も行えるようにな

り、業務の効率化にも繋がっている。 

 2）看護師からの評価 

薬剤師からの抗菌薬の選択・量・投与期間の提案がとても参考になって

いる。また、今までは多忙な業務の中、細菌検査結果の確認が遅れること

も少なくなかったが、薬剤師によるチェックがされるようになってから、

迅速な対応が行えるようになった。大いに助かっています。 

3）薬剤師（病棟担当）からの評価 

担当薬剤師が病棟横断的に感染症治療に関わり、投与開始から終了まで

サポートしてくれるので、安心感がある。また、そう相談できる相手とし

ても心強い。業務負担軽減という面でも助かっている。 

 4）看護師（感染管理看護師）からの評価 
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事例 10 医療法人社団寿量会 熊本機能病院 

総病床数 410 床 

薬剤師数 13 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

抗菌薬適正使用ための薬剤師による ICD 業務（介入とフィードバック） 

代行プロトコールおよび処方代行入力プロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の患者（抗菌薬使用患者）に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

抗菌薬の適正使用をすすめる上で、感染症専門医・インフェクションコント

ロールドクター（以下、ICD）もしくは感染症教育を受けた薬剤師による、「介

入とフィードバック」による監査は重要である。当院における「介入とフィ

ードバック」をより推進するため、抗菌薬適正使用支援システム（以下、本

システム）を構築した。本システムにより、細菌検査結果に基づいた検出菌

一覧やアンチバイオグラムのような有用な情報を速やかに作成できた。これ

らの情報に基づいて、抗菌薬の適正使用状況を確認し、必要に応じて、薬剤

師は処方医へ薬剤変更などの処方提案を速やかに実施した。その後、当院に

おける「介入とフィードバック」実施体制の定着に伴い、抗菌薬適正使用た

めの薬剤師による ICD 業務［介入とフィードバック］代行プロトコール（以

下、ICD 業務代行プロトコール）の検討 WG を ICT 委員会にて立ち上げ、プ

ロトコールを作成した。院内の薬事委員会で了承された後に病院の診療管理

会議にて審議中である。 

また、処方提案が受け入れられ、医師の了承が得られた場合は、薬剤師によ

る処方オーダ代行入力（以下、代行入力）も行っており、その件数の増加と

ともに、プロトコール化が望まれていた。そこで、処方変更の指示が出て、

医師の了解が得られた場合の処方代行入力プロトコールも作成した。なお、

このプロトコールは各診療科への了承を得た上で院内の薬事委員会で審議さ

れた後に病院の運営会議にて了承されている。 

除外基準に該当しない抗菌薬使用患者に対して、必要に応じて、感染担当薬

 
 

剤師（以下、担当薬剤師）から主治医へ処方提案を行い、主治医同意のもと

で処方変更とし、介入内容を ICD に報告する。除外基準に該当するようにな

った場合には、処方提案を中止し、速やかに ICD に報告するものとしている。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  担当薬剤師は、処方監査・医師からの相談・システム等により処方介入が

必要と判断した場合、当該患者に対して、除外基準に該当しないかどうか確

認する。担当薬剤師が ICD 業務代行プロトコール適用可能と判断した場合は、

担当薬剤師から主治医へ処方提案を行う。なお、担当薬剤師から ICD へ介入

内容の報告を行い事後にて同意を得る。また、担当薬剤師から病棟薬剤師へ

連絡し、介入報告を行う。システムにより新たに培養結果が得られた場合、

担当薬剤師はその内容を基に処方提案が必要か判断し、中止や減量・増量の

必要があれば、その提案を行う。腎機能等の臨床検査値が急激に変動した場

合などはプロトコール逸脱とし、ICD が処方提案を管理する。状態が落ち着

けば ICD から担当薬剤師へ連絡し処方提案プロトコール再適用とする。 

代行入力の了解が得られた場合には、担当薬剤師が投与薬剤・投与量・投

与時間等を設定し代行入力し、その後、担当医が内容を確認し承認する協働

処方とする。 

なお、処方提案の際は、「抗菌薬使用のガイドライン」、「感染症レジデント

マニュアル」、「レジデントのための感染症診療マニュアル第 2 版」、「サンフ

ォード感染症治療ガイド」などの書籍を参考にしている。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

細菌検査を行ったすべての患者において、薬剤師による「介入とフィー

ドバック」が行える体制が構築されたことで、質の高い治療が実現できて

いると考える。また、ICT 内で介入した患者情報の共有も行えるようにな

り、業務の効率化にも繋がっている。 

 2）看護師からの評価 

薬剤師からの抗菌薬の選択・量・投与期間の提案がとても参考になって

いる。また、今までは多忙な業務の中、細菌検査結果の確認が遅れること

も少なくなかったが、薬剤師によるチェックがされるようになってから、

迅速な対応が行えるようになった。大いに助かっています。 

3）薬剤師（病棟担当）からの評価 

担当薬剤師が病棟横断的に感染症治療に関わり、投与開始から終了まで

サポートしてくれるので、安心感がある。また、そう相談できる相手とし

ても心強い。業務負担軽減という面でも助かっている。 

 4）看護師（感染管理看護師）からの評価 
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感染防止対策加算の算定条件上、毎週の院内巡回が必要であるが、シス

テムによる細菌検出状況および薬剤師から処方介入患者の情報などから、

巡回患者を安易に選別できるようになり、業務効率化にも繋がっている。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

ICD 業務代行プロトコールについて 

システムによる抗菌薬の適正使用状況の確認により、細菌検査を実施し

た患者の中で処方提案を行った件数は、570％へ大きく増加した。 

さらに、システム構築後において、処方提案に対し受入れた方（87.1％）

が、受入れなかった場合（60.0％）よりも臨床効果の有効率が高い傾向が

見られた。 

 

 【患者の視点】 

   上記に示すとおり、処方提案を受入れた方が、臨床効果の有効率が高い

傾向が見られ、患者の QOL 向上に繋がることが期待された。 

 

【医療スタッフの視点】 

ICD 業務代行プロトコールについて 

ICD 業務代行により、医師の業務負担時間が減少した。システムによる

細菌検査検出患者のスクリーニング作業効率化は、1 件あたり約 20 分、

200 件／年、66.7 時間／年であり、処方提案等に要する時間は、1 件あ

たり 10.8 分、412 件／年、73.9 時間／年であった。 

また、システムによる処方提案実施に伴い、抗菌薬選択に関する医師か

らの問い合わせも 433％に増加した。 

 

代行入力プロトコールについて 

代行入力により医師の業務負担時間が減少した（1 件あたり 4.1 分、85

件／年、5.75 時間／年） 

なお、実際に処方変更になった 297 件のうち、実際に代行入力を行った

のは 85 件（28.6％）であった。 

 

【経済的視点】 

薬剤師による業務代行（ICD 業務代行、代行入力）による医師の業務負

担軽減により、年間 102 万円のコスト減少があると考えられた。 

 

8．備考 

  処方代行プロトコールの実施は全薬剤師を対象としているが、ICD 業務代

 
 

行プロトコールの改訂・実施は、専門的知識・技術を習得した感染制御専門

薬剤師（日本病院薬剤師会）、感染制御認定薬剤師（日本病院薬剤師会）、抗

菌化学療法認定薬剤師（日本化学療法学会）のみとしている。 

なお、ICD 業務代行プロトコールは、「IDSA／SHEA Antimicrobial 

stewardship guideline」を参考にした体制構築を目標にしている。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

松本健吾ほか：当院における抗菌薬適正使用に向けた取り組み 感染対策

情報作成システムの開発と活用，日本環境感染学会，（2012）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

松本健吾ほか：薬剤師による抗菌薬適正使用支援システムの構築と「介入

とフィードバック」の推進，日本環境感染学会誌，29 巻 2 号，105-111

（2014）． 
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感染防止対策加算の算定条件上、毎週の院内巡回が必要であるが、シス

テムによる細菌検出状況および薬剤師から処方介入患者の情報などから、

巡回患者を安易に選別できるようになり、業務効率化にも繋がっている。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

ICD 業務代行プロトコールについて 

システムによる抗菌薬の適正使用状況の確認により、細菌検査を実施し

た患者の中で処方提案を行った件数は、570％へ大きく増加した。 

さらに、システム構築後において、処方提案に対し受入れた方（87.1％）

が、受入れなかった場合（60.0％）よりも臨床効果の有効率が高い傾向が

見られた。 

 

 【患者の視点】 

   上記に示すとおり、処方提案を受入れた方が、臨床効果の有効率が高い

傾向が見られ、患者の QOL 向上に繋がることが期待された。 

 

【医療スタッフの視点】 

ICD 業務代行プロトコールについて 

ICD 業務代行により、医師の業務負担時間が減少した。システムによる

細菌検査検出患者のスクリーニング作業効率化は、1 件あたり約 20 分、

200 件／年、66.7 時間／年であり、処方提案等に要する時間は、1 件あ

たり 10.8 分、412 件／年、73.9 時間／年であった。 

また、システムによる処方提案実施に伴い、抗菌薬選択に関する医師か

らの問い合わせも 433％に増加した。 

 

代行入力プロトコールについて 

代行入力により医師の業務負担時間が減少した（1 件あたり 4.1 分、85

件／年、5.75 時間／年） 

なお、実際に処方変更になった 297 件のうち、実際に代行入力を行った

のは 85 件（28.6％）であった。 

 

【経済的視点】 

薬剤師による業務代行（ICD 業務代行、代行入力）による医師の業務負

担軽減により、年間 102 万円のコスト減少があると考えられた。 

 

8．備考 

  処方代行プロトコールの実施は全薬剤師を対象としているが、ICD 業務代

 
 

行プロトコールの改訂・実施は、専門的知識・技術を習得した感染制御専門

薬剤師（日本病院薬剤師会）、感染制御認定薬剤師（日本病院薬剤師会）、抗

菌化学療法認定薬剤師（日本化学療法学会）のみとしている。 

なお、ICD 業務代行プロトコールは、「IDSA／SHEA Antimicrobial 

stewardship guideline」を参考にした体制構築を目標にしている。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

松本健吾ほか：当院における抗菌薬適正使用に向けた取り組み 感染対策

情報作成システムの開発と活用，日本環境感染学会，（2012）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

松本健吾ほか：薬剤師による抗菌薬適正使用支援システムの構築と「介入

とフィードバック」の推進，日本環境感染学会誌，29 巻 2 号，105-111

（2014）． 
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事例 11 大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター 

総病床数 501 床 

薬剤師数 14 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

アファチニブ クリニカルパス セット処方 

 

2．業務の対象 

  特定の患者に限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師・看護師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

アファチニブは第二世代の EGFR-TKI である。従来の EGFR-TKI と比較

すると、臨床試験の結果から効果も高いが重篤な副作用の発現が懸念される。

当センターは従来より、医師・看護師・薬剤師からなるがんチームの活動が

確立されているので、医師からチ－ム全体が共通認識を持って患者に均等な

医療を提供できるよう、医療チームの連携強化を目的にアファチニブ採用と

同時にクリティカルパスを導入したいと提案があった。各職種ごとに対応す

るパートを決め、プロトコールを作成した。薬剤師としては、まず薬学的知

見に基づき、アファチニブ開始時の薬剤のセット処方を作成した。セット処

方には副作用対策に必要な薬剤（下痢・皮膚毒性・口内炎）を予め組み込ん

だ。クリニカル・パス委員会にて承認され、運用を開始した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  発現頻度の高い副作用である下痢に対しては、便の性状を患者に表現して

もらうためにブリストル便性状スケールを使用することとし、下痢発現時の

対応については、次の①～④を記載したリーフレットを作成し、患者が判断

しやすいようにフローチャートとした。 リーフレット記載項目：①下痢止

めを服用するタイミング ②下痢止めの内服を中止するタイミング ③病院

への連絡基準 ④アファチニブの内服・内服中止基準 

 入院時、アファチニブ服用開始前に、看護師より連絡を受け指導を開始する。

セット処方の処方確認と、服薬指導及び上記プロトコールに添って、まず重

要な下痢対策①～④の説明を行う。皮膚障害の対策として、当センターはア

レルギー専門の皮膚科があり、皮膚科独自に作成している「塗り方表」を使

 
 

用して保湿予防対策と、ミノサイクリンの予防内服の説明を行う。口内炎対

策には、口腔ケアと含嗽の指導を行う。併せて患者自身が自己管理が出来る

ように、観察ポイントを指導する。退院後、薬剤師外来にて定期的な副作用

確認と、アドヒアランスの確認、必要に応じて医師に対して支持薬の提案を

行う。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

入院から外来を通じて、副作用対策で薬剤師が関わることで、低いグレ

ードで副作用が抑えられる。また必要な支持薬のオーダについても業務軽

減に繋がっている。 

 2）看護師（がん看護認定・緩和ケア認定）からの評価 

協働で患者対応が出来、共通認識を持てているので、患者満足度の向上

につながっている。 

3）看護師からの評価 

入院から退院まで、専門の看護師でなくても一連の流れで均一なケアが

可能。薬剤師が対応することで、薬剤師と看護師で共通の認識で客観的な

副作用評価が出来ている。 

  

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

パスを導入することで、医療チームの連携が強化され、均等な医療を提

供することが出来る。 

リスクマネジメント：患者が自己管理出来るように指導することで、変 

動・異常を発見しやすく、早期に対応が可能である。 

セット処方による副作用対策によって、重篤な副作用を予防。10 月末現

在で、Ｇ3 以上の有害事象発現は 2 例／16 例中。 

 

 【患者の視点】 

   ブリストル便性状スケール（資料 1）や下痢発生時のフローチャート（資

料 2）を使用することは、視覚的にも分かりやすく、また、入院中からこ

のスケールやチャートを使用することで理解も早く、患者のセルフケア支

援に繋がる。患者及び患者家族が安心して治療に参画できる。 

 

【医療スタッフの視点】 

グレード表をパスに組み込むことで、全ての薬剤師・看護師が副作用症

状を容易に評価することが出来る。 
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事例 11 大阪府立呼吸器・アレルギー医療センター 

総病床数 501 床 

薬剤師数 14 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

アファチニブ クリニカルパス セット処方 

 

2．業務の対象 

  特定の患者に限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師・看護師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

アファチニブは第二世代の EGFR-TKI である。従来の EGFR-TKI と比較

すると、臨床試験の結果から効果も高いが重篤な副作用の発現が懸念される。

当センターは従来より、医師・看護師・薬剤師からなるがんチームの活動が

確立されているので、医師からチ－ム全体が共通認識を持って患者に均等な

医療を提供できるよう、医療チームの連携強化を目的にアファチニブ採用と

同時にクリティカルパスを導入したいと提案があった。各職種ごとに対応す

るパートを決め、プロトコールを作成した。薬剤師としては、まず薬学的知

見に基づき、アファチニブ開始時の薬剤のセット処方を作成した。セット処

方には副作用対策に必要な薬剤（下痢・皮膚毒性・口内炎）を予め組み込ん

だ。クリニカル・パス委員会にて承認され、運用を開始した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  発現頻度の高い副作用である下痢に対しては、便の性状を患者に表現して

もらうためにブリストル便性状スケールを使用することとし、下痢発現時の

対応については、次の①～④を記載したリーフレットを作成し、患者が判断

しやすいようにフローチャートとした。 リーフレット記載項目：①下痢止

めを服用するタイミング ②下痢止めの内服を中止するタイミング ③病院

への連絡基準 ④アファチニブの内服・内服中止基準 

 入院時、アファチニブ服用開始前に、看護師より連絡を受け指導を開始する。

セット処方の処方確認と、服薬指導及び上記プロトコールに添って、まず重

要な下痢対策①～④の説明を行う。皮膚障害の対策として、当センターはア

レルギー専門の皮膚科があり、皮膚科独自に作成している「塗り方表」を使

 
 

用して保湿予防対策と、ミノサイクリンの予防内服の説明を行う。口内炎対

策には、口腔ケアと含嗽の指導を行う。併せて患者自身が自己管理が出来る

ように、観察ポイントを指導する。退院後、薬剤師外来にて定期的な副作用

確認と、アドヒアランスの確認、必要に応じて医師に対して支持薬の提案を

行う。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

入院から外来を通じて、副作用対策で薬剤師が関わることで、低いグレ

ードで副作用が抑えられる。また必要な支持薬のオーダについても業務軽

減に繋がっている。 

 2）看護師（がん看護認定・緩和ケア認定）からの評価 

協働で患者対応が出来、共通認識を持てているので、患者満足度の向上

につながっている。 

3）看護師からの評価 

入院から退院まで、専門の看護師でなくても一連の流れで均一なケアが

可能。薬剤師が対応することで、薬剤師と看護師で共通の認識で客観的な

副作用評価が出来ている。 

  

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

パスを導入することで、医療チームの連携が強化され、均等な医療を提

供することが出来る。 

リスクマネジメント：患者が自己管理出来るように指導することで、変 

動・異常を発見しやすく、早期に対応が可能である。 

セット処方による副作用対策によって、重篤な副作用を予防。10 月末現

在で、Ｇ3 以上の有害事象発現は 2 例／16 例中。 

 

 【患者の視点】 

   ブリストル便性状スケール（資料 1）や下痢発生時のフローチャート（資

料 2）を使用することは、視覚的にも分かりやすく、また、入院中からこ

のスケールやチャートを使用することで理解も早く、患者のセルフケア支

援に繋がる。患者及び患者家族が安心して治療に参画できる。 

 

【医療スタッフの視点】 

グレード表をパスに組み込むことで、全ての薬剤師・看護師が副作用症

状を容易に評価することが出来る。 
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【経済的視点】 

ＥＢＭに基づいた、また、ガイドラインを取り入れ決定したセット処方

とクリニカル・パスを作成し使用することで、標準的医療の提供が可能と

なる。 

業務改善・コスト削減・在院期間が短縮されることで無駄の削減に繋が

る。 

 

8．備考 

  肺癌学会にて、看護師による発表予定。地域・職能団体等で当センターの

取り組みについて、研修会等を通じて報告している。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

（資料 1） 
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【経済的視点】 

ＥＢＭに基づいた、また、ガイドラインを取り入れ決定したセット処方

とクリニカル・パスを作成し使用することで、標準的医療の提供が可能と

なる。 

業務改善・コスト削減・在院期間が短縮されることで無駄の削減に繋が

る。 

 

8．備考 

  肺癌学会にて、看護師による発表予定。地域・職能団体等で当センターの

取り組みについて、研修会等を通じて報告している。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

（資料 1） 
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（資料 2） 

 

 
 

事例 12 福井県済生会病院 

総病床数 460 床 

薬剤師数 29 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

術前中止薬説明・同意取得プロトコール 

 

2．業務の対象 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

手術に影響を与える薬剤を使用していると手術時や周術期のリスクが増大

することから、手術が決定した際には事前に確認、中止が必要となる。これ

までは薬剤部が中心となって作成した手術前中止薬規定をもとに各科外来に

て主治医、看護師が持参薬を含め使用薬剤の確認並びに中止の説明を行って

いたが、多忙な外来業務中に行わなければならないため、見逃しなどのミス

を起こしかねなかった。そこで当院では外来での患者サービス及び医師業務

負担軽減を目的に入院に関する説明業務を一括して行う入退院説明センター

を立ち上げた。持参薬管理の重要性から開設当初より持参薬の確認と中止薬

チェックを DI 室担当薬剤師が行っていたが、入退院センター拡大に伴い、セ

ンター内に持参薬管理センターを設置し、薬剤師が常駐する体制とした。こ

れにより患者への直接説明が可能となり、問診、中止薬の説明、同意取得を

医師の指示のもとで行うことを取り決め、開始した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  手術前の患者から持参薬を含む使用薬の確認と手術に影響する薬剤のチェ

ックを行い電子カルテ内に持参薬チェック表を作成する。薬剤師はその中に

当院で規定している手術前中止薬があった場合外来にその旨申し送り、主治

医はその情報を元に、中止が必要とされる薬剤の中止期間を含めた指示書オ

ーダし、その指示から薬剤師がセンターにて患者と面談し中止薬の必要性及

びリスクを説明、同意取得を行う。一連の作業は逐一電子カルテの記事記載

欄に記録として残す。 
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（資料 2） 

 

 
 

事例 12 福井県済生会病院 

総病床数 460 床 

薬剤師数 29 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

術前中止薬説明・同意取得プロトコール 

 

2．業務の対象 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

手術に影響を与える薬剤を使用していると手術時や周術期のリスクが増大

することから、手術が決定した際には事前に確認、中止が必要となる。これ

までは薬剤部が中心となって作成した手術前中止薬規定をもとに各科外来に

て主治医、看護師が持参薬を含め使用薬剤の確認並びに中止の説明を行って

いたが、多忙な外来業務中に行わなければならないため、見逃しなどのミス

を起こしかねなかった。そこで当院では外来での患者サービス及び医師業務

負担軽減を目的に入院に関する説明業務を一括して行う入退院説明センター

を立ち上げた。持参薬管理の重要性から開設当初より持参薬の確認と中止薬

チェックを DI 室担当薬剤師が行っていたが、入退院センター拡大に伴い、セ

ンター内に持参薬管理センターを設置し、薬剤師が常駐する体制とした。こ

れにより患者への直接説明が可能となり、問診、中止薬の説明、同意取得を

医師の指示のもとで行うことを取り決め、開始した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  手術前の患者から持参薬を含む使用薬の確認と手術に影響する薬剤のチェ

ックを行い電子カルテ内に持参薬チェック表を作成する。薬剤師はその中に

当院で規定している手術前中止薬があった場合外来にその旨申し送り、主治

医はその情報を元に、中止が必要とされる薬剤の中止期間を含めた指示書オ

ーダし、その指示から薬剤師がセンターにて患者と面談し中止薬の必要性及

びリスクを説明、同意取得を行う。一連の作業は逐一電子カルテの記事記載

欄に記録として残す。 
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6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

手術前のリスクのある投薬の、休薬を含めた管理・説明を薬の専門であ

る薬剤師に関与してもらえることは、医療安全・医師のモチベーション向

上の面から非常に助かっている。チーム医療の面からも有意義である。 

 2）看護師からの評価 

ジェネリック薬や OTC、サプリメントの使用が増えてきておりセンター

内に薬剤師が常駐し介入することで中止薬のミス回避や薬剤の説明指導で

安全に手術を迎えることができている。また問診や内服状況の共有、薬剤

の相談ができ看護師業務の負担軽減にもつながっている。 

  

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

薬剤師が関与することで、同意書作成と説明により術前中止薬およびそ

の中止日を明確に提示することができ、またその薬剤がどれか理解できて

いるかも確認できている。理解力に不安ある場合はかかりつけの調剤薬局

にて別包としてもらったり、連絡したりも行っている。件数などの数字化

はしていない。 

 

 【患者の視点】 

   詳細に薬剤師が説明することで、手術に影響する薬があり、一時中断の

リスクと重要性が正しく理解できたと思われる。 

 

【医療スタッフの視点】 

術前の薬一時中断の説明及び、同意取得作業を薬剤師が代行することで

外来診療の中で医師が行っていた負担時間が減少した（1 患者あたり約 10

分）。 

 

8．備考 

  なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

事例 13 医療法人社団緑成会 横浜総合病院 

総病床数 300 床 

薬剤師数 25 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

感染症治療支援に関するプロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師・看護師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

当院では常勤の感染症専門医が不在であり、熱源、感染臓器、原因微生物の

推定、各種培養提出を行わずに広域抗菌薬を使用することが多くあり、重症

感染症の治療に難渋することもあった。そのため、2012 年度から感染症担

当薬剤師（日本化学療法学会抗菌化学療法認定薬剤師）が中心となり、重症

感染症に対する早期介入を試みてある一定の効果を得た。その取り組み内容

を標準化する目的で、医師と調整を図り、各診療科単位で合意を取り、感染

症診断に必要となる追加の検査項目については医師の許可の下で薬剤師もオ

ーダできる体制とした。また、医師、看護師と調整を図り、病棟限定で 38

度以上の発熱患者の血液培養、痰培養、尿培養の採取を医師の許可の下で看

護師が行う体制とした。 

さらに、医師と協働で、腎機能、重症度、臓器別の MRSA 感染症治療プロ

トコール、腎機能別の抗菌薬の用法用量に関するプロトコールを作成し、抗

MRSA 薬を使用する際、抗菌薬を使用する際の指針として活用をする体制と

した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  感染症治療で医師が検査項目を入力した後に、必要な追加の検査項目があ

った場合（プロカルシトニン、β-D グルカン、尿中肺炎球菌抗原、尿中レジ

オネラ抗原など）、事前に医師に許可を得た後にこれらの感染症治療に必要な

検査項目を薬剤師が入力し、その後に医師が入力内容を確認する。 

また、看護師側で行う血液培養、尿培養、痰培養については、看護師側で
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6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

手術前のリスクのある投薬の、休薬を含めた管理・説明を薬の専門であ

る薬剤師に関与してもらえることは、医療安全・医師のモチベーション向

上の面から非常に助かっている。チーム医療の面からも有意義である。 

 2）看護師からの評価 

ジェネリック薬や OTC、サプリメントの使用が増えてきておりセンター

内に薬剤師が常駐し介入することで中止薬のミス回避や薬剤の説明指導で

安全に手術を迎えることができている。また問診や内服状況の共有、薬剤

の相談ができ看護師業務の負担軽減にもつながっている。 

  

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

薬剤師が関与することで、同意書作成と説明により術前中止薬およびそ

の中止日を明確に提示することができ、またその薬剤がどれか理解できて

いるかも確認できている。理解力に不安ある場合はかかりつけの調剤薬局

にて別包としてもらったり、連絡したりも行っている。件数などの数字化

はしていない。 

 

 【患者の視点】 

   詳細に薬剤師が説明することで、手術に影響する薬があり、一時中断の

リスクと重要性が正しく理解できたと思われる。 

 

【医療スタッフの視点】 

術前の薬一時中断の説明及び、同意取得作業を薬剤師が代行することで

外来診療の中で医師が行っていた負担時間が減少した（1 患者あたり約 10

分）。 

 

8．備考 

  なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

なし 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

事例 13 医療法人社団緑成会 横浜総合病院 

総病床数 300 床 

薬剤師数 25 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

感染症治療支援に関するプロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の診療科に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師・看護師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

当院では常勤の感染症専門医が不在であり、熱源、感染臓器、原因微生物の

推定、各種培養提出を行わずに広域抗菌薬を使用することが多くあり、重症

感染症の治療に難渋することもあった。そのため、2012 年度から感染症担

当薬剤師（日本化学療法学会抗菌化学療法認定薬剤師）が中心となり、重症

感染症に対する早期介入を試みてある一定の効果を得た。その取り組み内容

を標準化する目的で、医師と調整を図り、各診療科単位で合意を取り、感染

症診断に必要となる追加の検査項目については医師の許可の下で薬剤師もオ

ーダできる体制とした。また、医師、看護師と調整を図り、病棟限定で 38

度以上の発熱患者の血液培養、痰培養、尿培養の採取を医師の許可の下で看

護師が行う体制とした。 

さらに、医師と協働で、腎機能、重症度、臓器別の MRSA 感染症治療プロ

トコール、腎機能別の抗菌薬の用法用量に関するプロトコールを作成し、抗

MRSA 薬を使用する際、抗菌薬を使用する際の指針として活用をする体制と

した。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  感染症治療で医師が検査項目を入力した後に、必要な追加の検査項目があ

った場合（プロカルシトニン、β-D グルカン、尿中肺炎球菌抗原、尿中レジ

オネラ抗原など）、事前に医師に許可を得た後にこれらの感染症治療に必要な

検査項目を薬剤師が入力し、その後に医師が入力内容を確認する。 

また、看護師側で行う血液培養、尿培養、痰培養については、看護師側で
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施行後に医師に報告し、医師が培養伝票を提出する。 

さらに、抗 MRSA 薬のプロトコール、腎機能別の抗菌薬投与量プロトコー

ルについては、MRSA 感染症が疑われた場合、腎障害患者に投与する場合に

医師と薬剤師でプロトコールに基づいた抗菌薬の選択、用法用量の設定を行

い、その対応内容については、感染症担当薬剤師が確認を行う。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

薬剤師、看護師のサポートがあることで、感染症治療に必要な検査の実

施漏れが減る 

菌血症の早期発見、早期治療が可能となった 

抗 MRSA 薬の使い分けが可能になった 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

各種検査項目の追加による感染症の早期発見（重症感染症、真菌感染症、

非定型肺炎など）と適切な薬物治療の実施、血液培養実施数の増加による

菌血症の早期発見と適切な薬物治療の実施が考えられるが、実施期間が短

く正確なアウトカムの収集は今後の課題である。 

 

【患者の視点】 

感染症の治癒率の向上が考えられるが、実施期間が短く正確なアウトカ

ムの収集は今後の課題である。 

 

【医療スタッフの視点】 

医師の負担軽減が考えられるが、実施期間が短く正確なアウトカムの収

集は今後の課題である。 

 

 【経済的視点】 

   入院期間の短縮による経済効果の可能性 

 

8．備考 

  なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

佐村優ほか：中規模病院における薬剤師の感染症治療に対する関わり－早

期介入体制の構築から PBPM の導入まで－，日本化学療法学会東日本支部総

会，（2014）｡ 

 
 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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施行後に医師に報告し、医師が培養伝票を提出する。 

さらに、抗 MRSA 薬のプロトコール、腎機能別の抗菌薬投与量プロトコー

ルについては、MRSA 感染症が疑われた場合、腎障害患者に投与する場合に

医師と薬剤師でプロトコールに基づいた抗菌薬の選択、用法用量の設定を行

い、その対応内容については、感染症担当薬剤師が確認を行う。 

 

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

薬剤師、看護師のサポートがあることで、感染症治療に必要な検査の実

施漏れが減る 

菌血症の早期発見、早期治療が可能となった 

抗 MRSA 薬の使い分けが可能になった 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

各種検査項目の追加による感染症の早期発見（重症感染症、真菌感染症、

非定型肺炎など）と適切な薬物治療の実施、血液培養実施数の増加による

菌血症の早期発見と適切な薬物治療の実施が考えられるが、実施期間が短

く正確なアウトカムの収集は今後の課題である。 

 

【患者の視点】 

感染症の治癒率の向上が考えられるが、実施期間が短く正確なアウトカ

ムの収集は今後の課題である。 

 

【医療スタッフの視点】 

医師の負担軽減が考えられるが、実施期間が短く正確なアウトカムの収

集は今後の課題である。 

 

 【経済的視点】 

   入院期間の短縮による経済効果の可能性 

 

8．備考 

  なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

佐村優ほか：中規模病院における薬剤師の感染症治療に対する関わり－早

期介入体制の構築から PBPM の導入まで－，日本化学療法学会東日本支部総

会，（2014）｡ 

 
 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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事例 14 大分三愛メディカルセンター 

総病床数 179 床 

薬剤師数 11 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

薬剤師によるワルファリン投与患者における INR の検査オーダ 

 

2．業務の対象 

  4 週に 1 回 INR が測定されていないとき 

入院して 6 日以内に INR が測定されていないとき 

開始または再開後 6 日以内に INR が測定されていないとき特定の診療科に

限定している。 

   

3．プロトコール作成者  

薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

ワルファリン服用患者における INR 測定漏れに伴い、出血に至った症例な

どがあった。 

→ モニタリングシートを用いて、薬剤師による INR の週 1 回のモニタリ

ング 

を開始 

→ 薬剤師によるＩＮＲのモニタリング開始の結果、医局へのＩＮＲ測定依

頼件 

数が増加。薬剤師によるＩＮＲのモニタリング開始の結果、ＩＮＲのコン

トロ 

ール状況が改善された。その後、脳外科医師（副院長、脳卒中センター長、

医療安全管理委員会副委員長の役職を兼任されています）と協議し、医師

が薬剤師からの INR 測定依頼を断る事例は想定できない点、医師が INR

測定を依頼されたことを失念する可能性がある点、医師の負担軽減となる

点を考慮し、一定の条件下では先ず薬剤師が INR 測定の代理オーダを行

う運用を起案 

→ 医療安全管理委員会と医局会での承認を受け、院長決裁を頂き、状況を

限定 

し、薬剤師によるＩＮＲ検査代理オーダを運用開始 

 

 
 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  専用のモニタリングシートを用い、ワルファリン服用患者における週１回

のモニタリングを実施。下記の場合薬剤部にてＩＮＲをオーダする。オーダ

後は、カルテに代理オーダした旨を記入する。主治医への連絡は基本的に不

要であるが、電子カルテ上で医師による承認作業は発生している。  

・4 週に 1 回 INR が測定されていないとき 

・入院して 6 日以内に INR が測定されていないとき 

・開始または再開後 6 日以内に INR が測定されていないとき 

                                           

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

用量変更後の測定や、定期的な測定の漏れが無くなった。新規薬剤を処

方する際の相互作用チェックも、大変助かっている。病院全体のリスク回

避に繋がっていると思う。薬剤師が検査オーダを入力できるようになった

ことで、検査依頼のための電話がなくなり、お互いにとってより円滑な運

用になったと考える。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

INR が目標治療域に入っていた割合が、モニタリング開始前：35.6% → 

開始後：51.4% と有意に改善 (P = 0.02)。TTR の平均値±S.D.は、モ

ニタリング開始前：34.5±27.7% → 開始後：56.5±24.7% と有意

に上昇した (P = 0.003)。 

 

【患者の視点】 

出血や脳梗塞になるリスクが減少したと考えられるが、具体的な数字は

調査していない。 

 

【医療スタッフの視点】 

アンケート調査は行っていないが、医師の業務負担軽減効果、医療安全

面に関する満足度は良好である。 

 

 【経済的視点】 

   出血または脳梗塞になるリスクの減少に伴い、有害事象発生に伴うコス

ト減少が考えられるが、具体的に数値化していない。 

 

8．備考 

  なし 
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事例 14 大分三愛メディカルセンター 

総病床数 179 床 

薬剤師数 11 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

薬剤師によるワルファリン投与患者における INR の検査オーダ 

 

2．業務の対象 

  4 週に 1 回 INR が測定されていないとき 

入院して 6 日以内に INR が測定されていないとき 

開始または再開後 6 日以内に INR が測定されていないとき特定の診療科に

限定している。 

   

3．プロトコール作成者  

薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

ワルファリン服用患者における INR 測定漏れに伴い、出血に至った症例な

どがあった。 

→ モニタリングシートを用いて、薬剤師による INR の週 1 回のモニタリ

ング 

を開始 

→ 薬剤師によるＩＮＲのモニタリング開始の結果、医局へのＩＮＲ測定依

頼件 

数が増加。薬剤師によるＩＮＲのモニタリング開始の結果、ＩＮＲのコン

トロ 

ール状況が改善された。その後、脳外科医師（副院長、脳卒中センター長、

医療安全管理委員会副委員長の役職を兼任されています）と協議し、医師

が薬剤師からの INR 測定依頼を断る事例は想定できない点、医師が INR

測定を依頼されたことを失念する可能性がある点、医師の負担軽減となる

点を考慮し、一定の条件下では先ず薬剤師が INR 測定の代理オーダを行

う運用を起案 

→ 医療安全管理委員会と医局会での承認を受け、院長決裁を頂き、状況を

限定 

し、薬剤師によるＩＮＲ検査代理オーダを運用開始 

 

 
 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

  専用のモニタリングシートを用い、ワルファリン服用患者における週１回

のモニタリングを実施。下記の場合薬剤部にてＩＮＲをオーダする。オーダ

後は、カルテに代理オーダした旨を記入する。主治医への連絡は基本的に不

要であるが、電子カルテ上で医師による承認作業は発生している。  

・4 週に 1 回 INR が測定されていないとき 

・入院して 6 日以内に INR が測定されていないとき 

・開始または再開後 6 日以内に INR が測定されていないとき 

                                           

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

用量変更後の測定や、定期的な測定の漏れが無くなった。新規薬剤を処

方する際の相互作用チェックも、大変助かっている。病院全体のリスク回

避に繋がっていると思う。薬剤師が検査オーダを入力できるようになった

ことで、検査依頼のための電話がなくなり、お互いにとってより円滑な運

用になったと考える。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

INR が目標治療域に入っていた割合が、モニタリング開始前：35.6% → 

開始後：51.4% と有意に改善 (P = 0.02)。TTR の平均値±S.D.は、モ

ニタリング開始前：34.5±27.7% → 開始後：56.5±24.7% と有意

に上昇した (P = 0.003)。 

 

【患者の視点】 

出血や脳梗塞になるリスクが減少したと考えられるが、具体的な数字は

調査していない。 

 

【医療スタッフの視点】 

アンケート調査は行っていないが、医師の業務負担軽減効果、医療安全

面に関する満足度は良好である。 

 

 【経済的視点】 

   出血または脳梗塞になるリスクの減少に伴い、有害事象発生に伴うコス

ト減少が考えられるが、具体的に数値化していない。 

 

8．備考 

  なし 
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9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

山村知紗ほか：PT-INR>10 を経験した 1 症例とワルファリンを用いた抗

凝固療法における今後のリスクマネジメント，九州山口薬学大会，（2012）｡ 

山村知紗ほか：ワルファリンを用いた抗凝固療法における当院のリスクマ

ネジメント，大分県学術大会，（2013）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

事例15 広島市立病院機構 広島市立安佐市民病院 

総病床数 527 床 

薬剤師数 23 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

がん化学療法における医師・薬剤師のプロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の患者に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

平成 23 年 1 月にがん化学療法における医師・薬剤師によるプロトコール

を作成し、それに基づく薬物治療管理（Protocol-Based Pharmacotherapy 

Management、以下 PBPM）を実施している。当院では、がん化学療法施

行全診療科の代表医師が委員として参加し、協議する化学療法レジメン検討

委員会にてプロトコールの合意を得たうえで、全診療科のがん化学療法に対

して PBPM を実施している。がん化学療法に精通した外来化学療法センター

に常駐する薬剤師 4 名が事前に作成・合意されたプロトコールに基づき実施

する。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

 1．がん化学療法入力後に関するプロトコール  

1-1 薬剤師は医師が入力したがん化学療法が適正かどうか確認する。 

（内容） 

   1.レジメンの選択は適正か 2.投与量は適正か（腎機能・肝機能など確認） 

   3.投与間隔は適正か    4.支持療法は適正か（投与方法を含む） 

   5.検査オーダはされているか（検査結果の確認）  

1-2 薬剤師は疑問が生じた場合は疑義照会・提案を行う。 緊急の場合は  

  直接医師に連絡する。それ以外は電子カルテ掲示板で行う。 

1-3 薬剤師は、医師と協議のもと、上記の内容についての変更・新規入力 

  の代行入力が可能である。医師は承認又は当日確認を行う。 

2．がん化学療法施行前に関するプロトコール  
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9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

山村知紗ほか：PT-INR>10 を経験した 1 症例とワルファリンを用いた抗

凝固療法における今後のリスクマネジメント，九州山口薬学大会，（2012）｡ 

山村知紗ほか：ワルファリンを用いた抗凝固療法における当院のリスクマ

ネジメント，大分県学術大会，（2013）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

事例15 広島市立病院機構 広島市立安佐市民病院 

総病床数 527 床 

薬剤師数 23 人 

病院機能 一般 

 

1．業務の名称 

がん化学療法における医師・薬剤師のプロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の患者に限定している。 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

平成 23 年 1 月にがん化学療法における医師・薬剤師によるプロトコール

を作成し、それに基づく薬物治療管理（Protocol-Based Pharmacotherapy 

Management、以下 PBPM）を実施している。当院では、がん化学療法施

行全診療科の代表医師が委員として参加し、協議する化学療法レジメン検討

委員会にてプロトコールの合意を得たうえで、全診療科のがん化学療法に対

して PBPM を実施している。がん化学療法に精通した外来化学療法センター

に常駐する薬剤師 4 名が事前に作成・合意されたプロトコールに基づき実施

する。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

 1．がん化学療法入力後に関するプロトコール  

1-1 薬剤師は医師が入力したがん化学療法が適正かどうか確認する。 

（内容） 

   1.レジメンの選択は適正か 2.投与量は適正か（腎機能・肝機能など確認） 

   3.投与間隔は適正か    4.支持療法は適正か（投与方法を含む） 

   5.検査オーダはされているか（検査結果の確認）  

1-2 薬剤師は疑問が生じた場合は疑義照会・提案を行う。 緊急の場合は  

  直接医師に連絡する。それ以外は電子カルテ掲示板で行う。 

1-3 薬剤師は、医師と協議のもと、上記の内容についての変更・新規入力 

  の代行入力が可能である。医師は承認又は当日確認を行う。 

2．がん化学療法施行前に関するプロトコール  
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2-1 薬剤師は施行前の血液検査データを確認する。（CTCAE Vo.4.0）  

2-2 薬剤師は非血液毒性の有害事象を確認する。     

2-3 血液検査結果 G3 以上の有害事象があり、「当日確認」が入力された

際は、医師に直接連絡し、協議を行う。 

2-4 非血液毒性の有害事象が G2 以上ある場合は、「がん化学療法支持療

法ガイドライン」に従い、医師に直接処方提案を行う。 

2-5 ゾレドロン酸、デノスマブは腎機能と血清カルシウム値を確認し、

投与手順マニュアルに従い、投与量・内服薬を医師に処方提案を行う。 

2-6 薬剤師は、医師と協議のもと、上記の内容についての変更・新規入

力の代行入力が可能である。医師は確認・承認を行う。 

3．がん化学療法施行後に関するプロトコール  

3-1 薬剤師はがん化学療法施行後、レジメン歴（がん化学療法実施履歴）

の管理を行う。  

   1.がん化学療法施行が中止になった患者のカルテを確認する。 

   2.パス評価がされているか確認をする。  

3-2 薬剤師は、医師がパス評価やレジメンの削除がされていない場合は

代行入力が可能である。 

                                           

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

レジメンの選択から支持療法・検査データのチェックなど細部に渡って、

サポートしてもらえるので、医師の負担軽減・患者の治療の向上という意

味でも大変助かっている。 

2）看護師からの評価 

忙しい医師に代わって、薬剤師に相談ができ、支持療法など患者の質の

向上が図れていると思う。チーム医療が積極的にでき、大変感謝している。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

薬剤師がより広範囲にがん化学療法に携わり、患者個別の処方鑑査を実

施した結果、疑義照会後の処方変更件数は PBPM 開始前の 24 件（疑義照

会変更率 0.21％）から開始後は 225 件（同 1.64％）と約 9.4 倍に増え

た。検査オーダの確認や検査値の確認をすることにより、患者へのがん化

学療法がより安全かつ適正に施行できるようになったと思われる。 

 

【患者の視点】 

薬剤師がレジメンの投与スケジュールや副作用・副作用対策を患者に説

明することにより、治療に対してより理解力を深めたと思われる。支持療

 
 

法を理解することにより、副作用を軽減でき、治療が継続できていると思

われる。 

 

【医療スタッフの視点】 

化学療法実施当日に薬剤師が処方を提案し実施された支持療法の件数は

205 件(1.49%)で、その内処方入力支援件数は 154 件で 75.1％を占め

た。検査オーダの提案・依頼は 124 件(0.90%)であった。処方入力支援に

より、医師の業務負担が軽減されていると思われる。 

 

 【経済的視点】 

   検査データのチェックなどを行うことにより、有害事象の早期発見・早

期対応ができて、コスト削減が出来ていると思われる。具体的な数値化は

行っていない。 

 

8．備考 

  がん化学療法に精通した薬剤師のみが事前に作成・合意されたプロトコー

ルに基づき、業務を実施している。日本医療薬学会認定がん専門薬剤師（が

ん指導薬剤師も取得している）2 名を含む。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

柳田祐子ほか：がん化学療法における CDTM，日本医療薬学会，（2013）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

柳田祐子ほか：がん化学療法における薬剤師のプロトコールに基づく薬物

治療管理，日本病院薬剤師会雑誌，50，1319-1322（2014）． 
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2-1 薬剤師は施行前の血液検査データを確認する。（CTCAE Vo.4.0）  

2-2 薬剤師は非血液毒性の有害事象を確認する。     

2-3 血液検査結果 G3 以上の有害事象があり、「当日確認」が入力された

際は、医師に直接連絡し、協議を行う。 

2-4 非血液毒性の有害事象が G2 以上ある場合は、「がん化学療法支持療

法ガイドライン」に従い、医師に直接処方提案を行う。 

2-5 ゾレドロン酸、デノスマブは腎機能と血清カルシウム値を確認し、

投与手順マニュアルに従い、投与量・内服薬を医師に処方提案を行う。 

2-6 薬剤師は、医師と協議のもと、上記の内容についての変更・新規入

力の代行入力が可能である。医師は確認・承認を行う。 

3．がん化学療法施行後に関するプロトコール  

3-1 薬剤師はがん化学療法施行後、レジメン歴（がん化学療法実施履歴）

の管理を行う。  

   1.がん化学療法施行が中止になった患者のカルテを確認する。 

   2.パス評価がされているか確認をする。  

3-2 薬剤師は、医師がパス評価やレジメンの削除がされていない場合は

代行入力が可能である。 

                                           

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

レジメンの選択から支持療法・検査データのチェックなど細部に渡って、

サポートしてもらえるので、医師の負担軽減・患者の治療の向上という意

味でも大変助かっている。 

2）看護師からの評価 

忙しい医師に代わって、薬剤師に相談ができ、支持療法など患者の質の

向上が図れていると思う。チーム医療が積極的にでき、大変感謝している。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

薬剤師がより広範囲にがん化学療法に携わり、患者個別の処方鑑査を実

施した結果、疑義照会後の処方変更件数は PBPM 開始前の 24 件（疑義照

会変更率 0.21％）から開始後は 225 件（同 1.64％）と約 9.4 倍に増え

た。検査オーダの確認や検査値の確認をすることにより、患者へのがん化

学療法がより安全かつ適正に施行できるようになったと思われる。 

 

【患者の視点】 

薬剤師がレジメンの投与スケジュールや副作用・副作用対策を患者に説

明することにより、治療に対してより理解力を深めたと思われる。支持療

 
 

法を理解することにより、副作用を軽減でき、治療が継続できていると思

われる。 

 

【医療スタッフの視点】 

化学療法実施当日に薬剤師が処方を提案し実施された支持療法の件数は

205 件(1.49%)で、その内処方入力支援件数は 154 件で 75.1％を占め

た。検査オーダの提案・依頼は 124 件(0.90%)であった。処方入力支援に

より、医師の業務負担が軽減されていると思われる。 

 

 【経済的視点】 

   検査データのチェックなどを行うことにより、有害事象の早期発見・早

期対応ができて、コスト削減が出来ていると思われる。具体的な数値化は

行っていない。 

 

8．備考 

  がん化学療法に精通した薬剤師のみが事前に作成・合意されたプロトコー

ルに基づき、業務を実施している。日本医療薬学会認定がん専門薬剤師（が

ん指導薬剤師も取得している）2 名を含む。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

柳田祐子ほか：がん化学療法における CDTM，日本医療薬学会，（2013）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

柳田祐子ほか：がん化学療法における薬剤師のプロトコールに基づく薬物

治療管理，日本病院薬剤師会雑誌，50，1319-1322（2014）． 
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事例 16 医療法人久仁会 鳴門山上病院 

総病床数 200 床 

薬剤師数 7.7 人 

病院機能 療養 

 

1．業務の名称 

療養病棟における入院時処方支援プロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の患者（新規入院患者・処方に疑義があり処方変更を必要とする入院

患者）に限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師・看護師・社会福祉士・情報システム管理士 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

療養病棟の入院患者の多くは、地域の急性期病院あるいは診療所からあらか

じめ入院相談を経て入院する事が多い。医薬品採用品目数の限られた療養病

床では、入院受け入れ前から使用薬剤の情報および副作用歴、代替え薬等の

情報を収集し対応を検討していなければ、入院初日から薬物療法の継続に支

障を来たし、効果的な薬物療法を継続することが出来ない場合がある。 

そのため、病棟薬剤師は 2011 年 11 月より MSW と連携し、患者および

薬剤に関する情報を前医から事前に収集整理し、入院検討会議にスムーズな

入院を可能にする対策を提言することとした。前医と連携し情報共有した後

に入院となるため持参薬の継続に関する問題点は回避できた。また、入院初

日には、病棟薬剤師が患者および家族に面談し、患者情報を総合的に評価し、

持参薬情報および患者個々の服薬能力に応じた入院時処方支援情報を主治医

に提供し、医師業務負担の軽減に貢献してきた。  

2012 年 4 月の病棟薬剤業務実施加算新設にあたり、医薬品安全管理委員

会および医局会で病棟薬剤師の役割を協議し、処方支援およびオーダリング

業務を担うことを決定した。これらの業務に関連する規約（医局内規、薬剤

科業務マニュアル等）は、病院長の指揮下で変更し、理事長・院長の承認を

得て運用開始となった。 

病棟薬剤師の処方支援情報を主治医が確認し、変更なければ承認、変更点が

あれば訂正の指示を追記し持参薬指示せん発行を指示するシステムとした。

同時に、情報管理委員会委員長でもある病院長の指示の基づき、オーダリン

グ運用マニュアルを変更しオーダリングシステムのアクセス権を薬剤師に与

 
 

えた。アクセス時は指紋認証を用い、システム上に入力支援担当薬剤師名が

記録される。担当薬剤師は、医師の指示を確認し、指示に従って処方発行す

ると同時に、紙カルテに処方シールを貼付、担当者氏名および変更ある場合

はその概要をカルテに記載する。医師が紙カルテで処方内容および変更点等

を確認し、処方シールに署名捺印して承認となる。上記の様な持参薬指示せ

ん発行に関するプロトコールを作成し病棟薬剤師が持参薬指示せん発行シス

テムを運用するに至った。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

① 病棟薬剤師は、新規入院患者の前医と連携し、薬物療法の継続に必要な

情報を収集し、入院検討会議に情報提供する。 

② 病棟薬剤師は、患者情報および院内採用のない医薬品情報を DI 担当者と

協働して収集し医療チームとの情報共有に努める。必要時は薬事審議会を

開催し新規採用薬を検討する。 

③ 入院初日には患者および家族と面談し、患者の状況や服薬状況をアセス

メントし、適切な薬剤、投与量、剤形、投与方法、代替薬等を検討し、「持

参薬情報提供書 兼 持参薬指示書」を作成する。 

④ 入院時に TDM、PT-INR、等必要な臨床検査データがない場合、薬剤師

は、検査の実施を主治医に提言する。（検査データをチェックし必要であれ

ば③の情報を補正する。） 

⑤ 主治医は、「持参薬情報提供書 兼 持参薬指示書」にて、患者の薬物療

法の実情と病棟薬剤師による処方支援情報を確認、承認すれば、署名・押

印し処方入力支援を薬剤師に指示する。 

⑥ 上記⑤を受けた薬剤師は、オーダリングシステムで処方を入力、指示せ

んと処方内容を記載したラベルシールを印刷しカルテに貼付する。主治医

と処方入力支援担当薬剤師が、カルテに貼付したラベルシールに確認のサ

インをした後に調剤を開始する。 

⑦ ③～⑥のプロセスを完了した後に、検査値や臨床症状の変動し処方変更

が必要と薬剤師が判断した際は、その変更内容を医師に情報提供し、医師

の承認後に病棟薬剤師がオーダリング処方を書き換え、変更内容の要点を

カルテに記載する。 

⑧ 入院中も医師、看護師、薬剤師等の医療チームで患者のモニタリングを

継続し、次回の処方の適正化サイクルを繰り返す。 

                                           

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

持参薬管理や処方発行に費やす時間が大幅に減少した。 

入院時に薬物療法を再評価する良い機会になった。 
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事例 16 医療法人久仁会 鳴門山上病院 

総病床数 200 床 

薬剤師数 7.7 人 

病院機能 療養 

 

1．業務の名称 

療養病棟における入院時処方支援プロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の患者（新規入院患者・処方に疑義があり処方変更を必要とする入院

患者）に限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師・看護師・社会福祉士・情報システム管理士 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

療養病棟の入院患者の多くは、地域の急性期病院あるいは診療所からあらか

じめ入院相談を経て入院する事が多い。医薬品採用品目数の限られた療養病

床では、入院受け入れ前から使用薬剤の情報および副作用歴、代替え薬等の

情報を収集し対応を検討していなければ、入院初日から薬物療法の継続に支

障を来たし、効果的な薬物療法を継続することが出来ない場合がある。 

そのため、病棟薬剤師は 2011 年 11 月より MSW と連携し、患者および

薬剤に関する情報を前医から事前に収集整理し、入院検討会議にスムーズな

入院を可能にする対策を提言することとした。前医と連携し情報共有した後

に入院となるため持参薬の継続に関する問題点は回避できた。また、入院初

日には、病棟薬剤師が患者および家族に面談し、患者情報を総合的に評価し、

持参薬情報および患者個々の服薬能力に応じた入院時処方支援情報を主治医

に提供し、医師業務負担の軽減に貢献してきた。  

2012 年 4 月の病棟薬剤業務実施加算新設にあたり、医薬品安全管理委員

会および医局会で病棟薬剤師の役割を協議し、処方支援およびオーダリング

業務を担うことを決定した。これらの業務に関連する規約（医局内規、薬剤

科業務マニュアル等）は、病院長の指揮下で変更し、理事長・院長の承認を

得て運用開始となった。 

病棟薬剤師の処方支援情報を主治医が確認し、変更なければ承認、変更点が

あれば訂正の指示を追記し持参薬指示せん発行を指示するシステムとした。

同時に、情報管理委員会委員長でもある病院長の指示の基づき、オーダリン

グ運用マニュアルを変更しオーダリングシステムのアクセス権を薬剤師に与

 
 

えた。アクセス時は指紋認証を用い、システム上に入力支援担当薬剤師名が

記録される。担当薬剤師は、医師の指示を確認し、指示に従って処方発行す

ると同時に、紙カルテに処方シールを貼付、担当者氏名および変更ある場合

はその概要をカルテに記載する。医師が紙カルテで処方内容および変更点等

を確認し、処方シールに署名捺印して承認となる。上記の様な持参薬指示せ

ん発行に関するプロトコールを作成し病棟薬剤師が持参薬指示せん発行シス

テムを運用するに至った。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

① 病棟薬剤師は、新規入院患者の前医と連携し、薬物療法の継続に必要な

情報を収集し、入院検討会議に情報提供する。 

② 病棟薬剤師は、患者情報および院内採用のない医薬品情報を DI 担当者と

協働して収集し医療チームとの情報共有に努める。必要時は薬事審議会を

開催し新規採用薬を検討する。 

③ 入院初日には患者および家族と面談し、患者の状況や服薬状況をアセス

メントし、適切な薬剤、投与量、剤形、投与方法、代替薬等を検討し、「持

参薬情報提供書 兼 持参薬指示書」を作成する。 

④ 入院時に TDM、PT-INR、等必要な臨床検査データがない場合、薬剤師

は、検査の実施を主治医に提言する。（検査データをチェックし必要であれ

ば③の情報を補正する。） 

⑤ 主治医は、「持参薬情報提供書 兼 持参薬指示書」にて、患者の薬物療

法の実情と病棟薬剤師による処方支援情報を確認、承認すれば、署名・押

印し処方入力支援を薬剤師に指示する。 

⑥ 上記⑤を受けた薬剤師は、オーダリングシステムで処方を入力、指示せ

んと処方内容を記載したラベルシールを印刷しカルテに貼付する。主治医

と処方入力支援担当薬剤師が、カルテに貼付したラベルシールに確認のサ

インをした後に調剤を開始する。 

⑦ ③～⑥のプロセスを完了した後に、検査値や臨床症状の変動し処方変更

が必要と薬剤師が判断した際は、その変更内容を医師に情報提供し、医師

の承認後に病棟薬剤師がオーダリング処方を書き換え、変更内容の要点を

カルテに記載する。 

⑧ 入院中も医師、看護師、薬剤師等の医療チームで患者のモニタリングを

継続し、次回の処方の適正化サイクルを繰り返す。 

                                           

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

持参薬管理や処方発行に費やす時間が大幅に減少した。 

入院時に薬物療法を再評価する良い機会になった。 
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2）看護師からの評価 

新しい薬剤の使用上の留意点について薬剤師から説明を受けてから施用

できるため安心できる。 

3）ソーシャルワーカーからの評価 

薬剤に関する詳細な情報収集が可能になり、入院がスムーズになった。

薬剤に関する情報を各部署に確実に伝達できるようになり、薬に関わるト

ラブルが減少した。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

薬剤師の関与により、すみやかな入院の受け入れが可能となった。また、

2013 年の平均在院日数は、2011 年と比較して 31％短縮した。持参薬

の継続に際しての処方支援情報は適切な薬物療法の継続に繋がり、投与薬

剤の処方量、服用剤形等の適正化を図ることができ持参薬処方に関連する

過誤が減少した。2013 年の薬剤に関するインシデントは 29%減少した。 

 

【患者の視点】 

きめ細かな情報共有によって、副作用歴のある薬剤の再投与を未然に防

ぐことができ、副作用の防止、重篤化未然防止に繋がった。 

患者や家族の薬剤に関する不安の軽減につながり、服薬コンプライアン

スの向上に繋がった。 

2013 年の薬剤師による優良処方提案件数は、2011 年に比較し 80%

増加した。 

 

【医療スタッフの視点】 

病棟薬剤師がすべての入院患者に薬剤情報および処方支援情報提供、処

方設計支援を行い、医師の確認と指示を受け処方を確定、持参薬指示せん

入力支援を行うことにより、医師の業務負担が大幅に軽減された。病棟薬

剤師による処方入力支援は、2011 年は入院患者の 32％であったが、

2013 年には 76％に増加した。 

入院時の指示が迅速に行われることで、看護師の指示待ち時間も短縮さ

れた。また、業務の流れもスムーズになり、効率的な業務遂行が可能とな

り医師、看護師ともに負担軽減、過誤対策となった。 

2013 年の薬剤に関するヒヤリハットは、2011 年に比較して 9%減少

した。 

 

 【経済的視点】 

   こうした持参薬にかかる処方支援情報の提供および処方せん発行支援は、

 
 

処方薬の削減、投与量の適正化、後発医薬品への切り替え等が可能となり、

医薬品コストの削減に繋がった。 

2013 年度の薬剤費（購入額ベース）は、2011 年に比較して 21.1%

削減された。 

 

8．備考 

  なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

大森章子ほか：療養病棟における病棟薬剤業務とアウトカム，日本医療薬

学会，（2013）｡ 

上岡弥生ほか：回復期リハ病棟における病棟薬剤師業務，中国四国薬学大

会，（2014）｡ 

東砂央理ほか：安全な薬物療法継続のために～入院前から薬剤師が関わる

ことの有用性，日本慢性期医療学会，（2014）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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2）看護師からの評価 

新しい薬剤の使用上の留意点について薬剤師から説明を受けてから施用

できるため安心できる。 

3）ソーシャルワーカーからの評価 

薬剤に関する詳細な情報収集が可能になり、入院がスムーズになった。

薬剤に関する情報を各部署に確実に伝達できるようになり、薬に関わるト

ラブルが減少した。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

薬剤師の関与により、すみやかな入院の受け入れが可能となった。また、

2013 年の平均在院日数は、2011 年と比較して 31％短縮した。持参薬

の継続に際しての処方支援情報は適切な薬物療法の継続に繋がり、投与薬

剤の処方量、服用剤形等の適正化を図ることができ持参薬処方に関連する

過誤が減少した。2013 年の薬剤に関するインシデントは 29%減少した。 

 

【患者の視点】 

きめ細かな情報共有によって、副作用歴のある薬剤の再投与を未然に防

ぐことができ、副作用の防止、重篤化未然防止に繋がった。 

患者や家族の薬剤に関する不安の軽減につながり、服薬コンプライアン

スの向上に繋がった。 

2013 年の薬剤師による優良処方提案件数は、2011 年に比較し 80%

増加した。 

 

【医療スタッフの視点】 

病棟薬剤師がすべての入院患者に薬剤情報および処方支援情報提供、処

方設計支援を行い、医師の確認と指示を受け処方を確定、持参薬指示せん

入力支援を行うことにより、医師の業務負担が大幅に軽減された。病棟薬

剤師による処方入力支援は、2011 年は入院患者の 32％であったが、

2013 年には 76％に増加した。 

入院時の指示が迅速に行われることで、看護師の指示待ち時間も短縮さ

れた。また、業務の流れもスムーズになり、効率的な業務遂行が可能とな

り医師、看護師ともに負担軽減、過誤対策となった。 

2013 年の薬剤に関するヒヤリハットは、2011 年に比較して 9%減少

した。 

 

 【経済的視点】 

   こうした持参薬にかかる処方支援情報の提供および処方せん発行支援は、

 
 

処方薬の削減、投与量の適正化、後発医薬品への切り替え等が可能となり、

医薬品コストの削減に繋がった。 

2013 年度の薬剤費（購入額ベース）は、2011 年に比較して 21.1%

削減された。 

 

8．備考 

  なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

大森章子ほか：療養病棟における病棟薬剤業務とアウトカム，日本医療薬

学会，（2013）｡ 

上岡弥生ほか：回復期リハ病棟における病棟薬剤師業務，中国四国薬学大

会，（2014）｡ 

東砂央理ほか：安全な薬物療法継続のために～入院前から薬剤師が関わる

ことの有用性，日本慢性期医療学会，（2014）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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事例 17 医療法人社団誠馨会 総泉病院 

総病床数 353 床 

薬剤師数 8.7 人 

病院機能 療養 

 

1．業務の名称 

薬物血中濃度測定とその評価に関するプロトコール 

 

2．業務の対象 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

療養病床においては、同一内容の処方が継続して指示される場合が少なくな

い。また入院期間中に、薬物動態に影響を及ぼす病態変化を来すことがあり、

薬物療法の継続的なモニタリングは必須と考えられる。しかし、薬物血中濃

度測定が定期的に実施されていないケースがあり、薬剤師からの検査提案に

より実施され、有効域を超えている場合も存在した。平成 7 年より、薬物血

中濃度測定が必要な薬剤が処方されている患者リストを作成し医師に情報提

供を行っていたが、平成 22 年の本医政局長通知と、平成 24 年度診療報酬

改定での「病棟薬剤業務実施加算」の新設に伴い、病棟専任薬剤師が薬物血

中濃度測定の検査オーダを実施することを病院長に提案し、プロトコールの

作成に着手した。各学会作成のガイドライン等をエビデンスとし部長職以上

の各診療科医師と協働してプロトコールを作成した。作成したプロトコール

は薬事委員会で審議承認の上、全常勤医に「薬剤師による検査オーダについ

ての確認書」に署名頂き、平成 24 年 4 月より、プロトコールに基づいた薬

剤師による検査オーダを開始した。なお、新規常勤医採用の場合は、必ずプ

ロトコールの説明並びに「薬剤師による検査オーダについての確認書」へ署

名頂くことで承認を得ている。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

① 入院患者において、プロトコールで決められた薬剤の、薬物血中濃度検

査は、毎月 1 回、薬剤師がオーダする。           

② 患者様態の変化等により、プロトコールで決められた薬剤が増量、また

は減量された場合は、処方変更後、個々の薬剤の薬物動態を考慮して、薬

 
 

剤師が薬物血中濃度検査オーダを行う。  

③ 検査オーダを実施した場合、病棟薬剤業務記録として必ず電子カルテに

その旨記入する（医師記録と同一の場所へ表題を「病棟薬剤業務」として

記入）。                                     

④ 電子カルテ付箋機能を用いて、医師へ薬剤師がオーダした検査について

「検査項目（対象薬剤名）」「採血日」を伝達し、医師が確認することで当該

検査オーダは「承認済」と表記される（電子カルテ付箋は、当該患者カルテ

を開くと最前面に表示される）。                           

⑤ 他の定期的な検査（全身プロフィール、HbA1c 等）も薬剤師がオーダす

るため、可能な限り、採血検査を同一日とする。また、1 日に行う採血件数

を 3 件以内となるように、検査日を分散させる。                   

⑥ 検査結果は、電子カルテに直接記入する。また、電子カルテ付箋機能を用

いて、医師に伝達する（異常値の場合は速やかに連絡する）。 

                                           

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

薬物血中濃度測定の検査オーダを、全て薬剤師が実施し、その結果を速

やかに報告してくれることは業務軽減となっている。また、特定薬剤治療

管理料を算定するに当たり、薬剤師が貼付した電子カルテ付箋の情報は、

必要十分なもので、処方の継続等の計画を記入するだけで助かっている。 

2）看護師からの評価 

定期的に必要な採血を伴う検査オーダを、できるだけ同一日に、一回の

穿刺で済むように薬剤師が行うことは、看護業務の軽減と、患者自身の負

担軽減になっている。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

採血日を分散させ、夜勤看護師の業務軽減を図った結果、早朝時のイン

シデント件数の減少。 

 

【患者の視点】 

可能な限り、採血を伴う定期的な血液検査を同一日として、最小の穿刺

回数としていることでの、患者負担軽減。  

薬物療法上必要な血液検査を行う旨、服薬指導時に説明することによる、

採血への理解。 

 

【医療スタッフの視点】 

平成 25 年度、薬剤師による検査オーダの 1 ヶ月平均件数、143.3 件。 
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事例 17 医療法人社団誠馨会 総泉病院 

総病床数 353 床 

薬剤師数 8.7 人 

病院機能 療養 

 

1．業務の名称 

薬物血中濃度測定とその評価に関するプロトコール 

 

2．業務の対象 

  実施できる薬剤師を限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

療養病床においては、同一内容の処方が継続して指示される場合が少なくな

い。また入院期間中に、薬物動態に影響を及ぼす病態変化を来すことがあり、

薬物療法の継続的なモニタリングは必須と考えられる。しかし、薬物血中濃

度測定が定期的に実施されていないケースがあり、薬剤師からの検査提案に

より実施され、有効域を超えている場合も存在した。平成 7 年より、薬物血

中濃度測定が必要な薬剤が処方されている患者リストを作成し医師に情報提

供を行っていたが、平成 22 年の本医政局長通知と、平成 24 年度診療報酬

改定での「病棟薬剤業務実施加算」の新設に伴い、病棟専任薬剤師が薬物血

中濃度測定の検査オーダを実施することを病院長に提案し、プロトコールの

作成に着手した。各学会作成のガイドライン等をエビデンスとし部長職以上

の各診療科医師と協働してプロトコールを作成した。作成したプロトコール

は薬事委員会で審議承認の上、全常勤医に「薬剤師による検査オーダについ

ての確認書」に署名頂き、平成 24 年 4 月より、プロトコールに基づいた薬

剤師による検査オーダを開始した。なお、新規常勤医採用の場合は、必ずプ

ロトコールの説明並びに「薬剤師による検査オーダについての確認書」へ署

名頂くことで承認を得ている。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

① 入院患者において、プロトコールで決められた薬剤の、薬物血中濃度検

査は、毎月 1 回、薬剤師がオーダする。           

② 患者様態の変化等により、プロトコールで決められた薬剤が増量、また

は減量された場合は、処方変更後、個々の薬剤の薬物動態を考慮して、薬

 
 

剤師が薬物血中濃度検査オーダを行う。  

③ 検査オーダを実施した場合、病棟薬剤業務記録として必ず電子カルテに

その旨記入する（医師記録と同一の場所へ表題を「病棟薬剤業務」として

記入）。                                     

④ 電子カルテ付箋機能を用いて、医師へ薬剤師がオーダした検査について

「検査項目（対象薬剤名）」「採血日」を伝達し、医師が確認することで当該

検査オーダは「承認済」と表記される（電子カルテ付箋は、当該患者カルテ

を開くと最前面に表示される）。                           

⑤ 他の定期的な検査（全身プロフィール、HbA1c 等）も薬剤師がオーダす

るため、可能な限り、採血検査を同一日とする。また、1 日に行う採血件数

を 3 件以内となるように、検査日を分散させる。                   

⑥ 検査結果は、電子カルテに直接記入する。また、電子カルテ付箋機能を用

いて、医師に伝達する（異常値の場合は速やかに連絡する）。 

                                           

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

薬物血中濃度測定の検査オーダを、全て薬剤師が実施し、その結果を速

やかに報告してくれることは業務軽減となっている。また、特定薬剤治療

管理料を算定するに当たり、薬剤師が貼付した電子カルテ付箋の情報は、

必要十分なもので、処方の継続等の計画を記入するだけで助かっている。 

2）看護師からの評価 

定期的に必要な採血を伴う検査オーダを、できるだけ同一日に、一回の

穿刺で済むように薬剤師が行うことは、看護業務の軽減と、患者自身の負

担軽減になっている。 

 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

採血日を分散させ、夜勤看護師の業務軽減を図った結果、早朝時のイン

シデント件数の減少。 

 

【患者の視点】 

可能な限り、採血を伴う定期的な血液検査を同一日として、最小の穿刺

回数としていることでの、患者負担軽減。  

薬物療法上必要な血液検査を行う旨、服薬指導時に説明することによる、

採血への理解。 

 

【医療スタッフの視点】 

平成 25 年度、薬剤師による検査オーダの 1 ヶ月平均件数、143.3 件。 
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同検査オーダ時間 11.9 時間。  

検査値評価時間 25.3 時間。 

 

 【経済的視点】 

   痙攣発作が数年間起こっていない患者での、抗痙攣薬の減量と中止によ

るコスト削減。 

   

8．備考 

  なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

臼井沙耶香ほか：療養病床での病棟薬剤業務への取り組み，日本慢性期医

療学会，（2012）｡ 

棗則明ほか：病棟薬剤師による検査オーダと薬物療法評価，日本医療薬学

会，（2013）｡ 

湯澤幸久ほか：病棟薬剤業務への取り組み，日本慢性期医療学会，（2013）｡ 

棗則明ほか：薬物療法プロトコールに基づいた病棟薬剤師による検査オー

ダの実施，日本医療薬学会，（2014）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

事例 18 社団共愛会 己斐ヶ丘病院 

総病床数 221 床 

薬剤師数 4 人 

病院機能 精神 

 

1．業務の名称 

精神科外来における特定薬剤副作用評価（DIEPSS）プロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の患者に限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師・看護師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

1）医師は錐体外路症状が発現していると思われる患者に対し、継続的な評価

の必要性を判断し診療報酬上に位置付けられる特定薬剤副作用評価実施を

患者に説明し同意を得る。 

2）DIEPSS 評価担当者は、外来患者の服薬内容を確認し患者との面談によ

り生活状況など副作用関連情報を聴取する。 

3）必要な情報が不足していた場合には、他のスタッフから情報収集する。 

4）DIEPSS 評価担当者は、プロトコールに基づき外来の都度評価を実施し

チェックシートを記入し医師に報告する。 

5）DIEPSS 評価は加算取得条件に合わない時でも評価は継続する。 

外来窓口で「副作用」をキーワードに薬剤の説明を実施する。 

6）担当薬剤師は、薬物療法に関して CP 換算・BP 換算・DAP 換算を実施

し内容を、医師等と情報共有する。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

1）DIEPSS チェックシートにより重症度を数値化する 

2）担当薬剤師は、薬物療法に関して CP 換算・BP 換算・DAP 換算を実施

し内容を、医師等と情報共有する。 

                                          

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

DIEPSS 評価の重要性を、患者に対する視点、業務負担軽減の視点など

から評価している。 
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同検査オーダ時間 11.9 時間。  

検査値評価時間 25.3 時間。 

 

 【経済的視点】 

   痙攣発作が数年間起こっていない患者での、抗痙攣薬の減量と中止によ

るコスト削減。 

   

8．備考 

  なし 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

臼井沙耶香ほか：療養病床での病棟薬剤業務への取り組み，日本慢性期医

療学会，（2012）｡ 

棗則明ほか：病棟薬剤師による検査オーダと薬物療法評価，日本医療薬学

会，（2013）｡ 

湯澤幸久ほか：病棟薬剤業務への取り組み，日本慢性期医療学会，（2013）｡ 

棗則明ほか：薬物療法プロトコールに基づいた病棟薬剤師による検査オー

ダの実施，日本医療薬学会，（2014）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

 
 

事例 18 社団共愛会 己斐ヶ丘病院 

総病床数 221 床 

薬剤師数 4 人 

病院機能 精神 

 

1．業務の名称 

精神科外来における特定薬剤副作用評価（DIEPSS）プロトコール 

 

2．業務の対象 

  特定の患者に限定している。 

 

3．プロトコール作成者  

医師・薬剤師・看護師 

 

4．プロトコール運用に至るまでの流れ 

1）医師は錐体外路症状が発現していると思われる患者に対し、継続的な評価

の必要性を判断し診療報酬上に位置付けられる特定薬剤副作用評価実施を

患者に説明し同意を得る。 

2）DIEPSS 評価担当者は、外来患者の服薬内容を確認し患者との面談によ

り生活状況など副作用関連情報を聴取する。 

3）必要な情報が不足していた場合には、他のスタッフから情報収集する。 

4）DIEPSS 評価担当者は、プロトコールに基づき外来の都度評価を実施し

チェックシートを記入し医師に報告する。 

5）DIEPSS 評価は加算取得条件に合わない時でも評価は継続する。 

外来窓口で「副作用」をキーワードに薬剤の説明を実施する。 

6）担当薬剤師は、薬物療法に関して CP 換算・BP 換算・DAP 換算を実施

し内容を、医師等と情報共有する。 

 

5．プロトコールに記載された薬剤師が実施する業務内容とその範囲 

1）DIEPSS チェックシートにより重症度を数値化する 

2）担当薬剤師は、薬物療法に関して CP 換算・BP 換算・DAP 換算を実施

し内容を、医師等と情報共有する。 

                                          

6．他職種からの評価 

1）医師からの評価 

DIEPSS 評価の重要性を、患者に対する視点、業務負担軽減の視点など

から評価している。 
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7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

安全性に関する効果 

・ 抗精神病薬等による副作用と考えられる錐体外路症状を評価するこ

とで副作用を軽減することが出来る。 

有効性に関する効果 

・ 継続的な DIEPSS 評価により副作用の軽減が見られ薬物療法の有効

性を確保することができる。 

・ 不快な副作用を軽減することにより、ノンコンプライアンスを防止で

きる。 

 

【患者の視点】 

服薬アドヒアランスの確保 

・ 患者自身が副作用に関して、医療従事者側と対等な関係で話し合える

ことにより高い服薬アドヒアランスを確保する。 

・ 主体的に薬物治療に関与することができることで安全性・有効性が確

保できる。 

QOL 

・ 患者と共に副作用を検討することで治療薬の変更にも適切な対応が

取れ QOL が改善する。 

・ 副作用による QOL 低下を最小限に止める。 

 

【医療スタッフの視点】 

負担軽減 

・ 事前に医師・薬剤師等が作成・合意したプロトコールに基づき該当患

者の評価を実施し、副作用発現状況の検討に薬剤師等医療スタッフが

主体的に関わることにより、医師の負担軽減が期待できる。 

 

 【経済的視点】 

   医療費 

・ 抗精神病薬等による錐体外路系副作用の発現はノンコンプライアン

スに繋がることで多くの場合が入院治療を要する。よって、DIEPSS

による評価を行うことによる副作用発現および軽減は、患者の治療継

続になり過度な医療費の抑制に繋がる。 

    

8．備考 

  DIEPSS 評価は、社団法人日本精神科評価尺度研究会が実施している講習

会を受講した薬剤師・看護師、および精神科診療を行う精神保健指定医によ

 
 

り実施する。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

橋本洋子ほか：特定薬剤副作用評価へのチームでの取り組み，第 53 回日

本薬学会・日本薬剤師会・日本病院薬剤師会 中国四国支部学術大会日本慢性

期医療学会，（2014）｡ 

岡本敦子ほか：外来における特定薬剤副作用評価の取り組み，第 3 回日本

精神科医学会，（2014）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 

P061-154.indd   120 2015/03/25   17:01:17



－121－

 
 

7．具体的な成果・効果 

【医療の質】 

安全性に関する効果 

・ 抗精神病薬等による副作用と考えられる錐体外路症状を評価するこ

とで副作用を軽減することが出来る。 

有効性に関する効果 

・ 継続的な DIEPSS 評価により副作用の軽減が見られ薬物療法の有効

性を確保することができる。 

・ 不快な副作用を軽減することにより、ノンコンプライアンスを防止で

きる。 

 

【患者の視点】 

服薬アドヒアランスの確保 

・ 患者自身が副作用に関して、医療従事者側と対等な関係で話し合える

ことにより高い服薬アドヒアランスを確保する。 

・ 主体的に薬物治療に関与することができることで安全性・有効性が確

保できる。 

QOL 

・ 患者と共に副作用を検討することで治療薬の変更にも適切な対応が

取れ QOL が改善する。 

・ 副作用による QOL 低下を最小限に止める。 

 

【医療スタッフの視点】 

負担軽減 

・ 事前に医師・薬剤師等が作成・合意したプロトコールに基づき該当患

者の評価を実施し、副作用発現状況の検討に薬剤師等医療スタッフが

主体的に関わることにより、医師の負担軽減が期待できる。 

 

 【経済的視点】 

   医療費 

・ 抗精神病薬等による錐体外路系副作用の発現はノンコンプライアン

スに繋がることで多くの場合が入院治療を要する。よって、DIEPSS

による評価を行うことによる副作用発現および軽減は、患者の治療継

続になり過度な医療費の抑制に繋がる。 

    

8．備考 

  DIEPSS 評価は、社団法人日本精神科評価尺度研究会が実施している講習

会を受講した薬剤師・看護師、および精神科診療を行う精神保健指定医によ

 
 

り実施する。 

 

9．当該業務での成果等を報告した学会発表 

橋本洋子ほか：特定薬剤副作用評価へのチームでの取り組み，第 53 回日

本薬学会・日本薬剤師会・日本病院薬剤師会 中国四国支部学術大会日本慢性

期医療学会，（2014）｡ 

岡本敦子ほか：外来における特定薬剤副作用評価の取り組み，第 3 回日本

精神科医学会，（2014）｡ 

 

10．当該業務での成果等を報告した論文 

なし 
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5．調査研究のまとめ 

 

前項で示した 18 件の事例を分析すると、医政局長通知業務①ががん領域、

感染領域、精神科領域、HIV 感染症領域、循環器領域等のさまざまな場面で展

開されており、また、それぞれの業務が具体的な成果・効果が報告されている

ことから、薬剤師が医政局長通知業務①を実践することにより、医療の質の向

上に一定の成果があるものと考えられた。 

しかしながら、本調査研究で得られた医政局長通知業務①の事例は 56 件に

とどまっていることから、さらに多くの医療機関で医政局長通知業務①のみな

らず医政局長通知で示された業務が展開されていくことが求められる。 

今後は、薬剤師があらゆる場面においてチーム医療の推進に向けての取り組

みを充実させ、患者の安全かつ適正な薬物治療が達成されることを期待したい。 

 

 
 

２．在宅医療・かかりつけ薬局推進分担研究班 
 
セルフメディケーションの推進に資する薬局のあり方について 
 
分担研究者： 長谷川 洋一 名城大学薬学部 
 
【研究目的】 
 地域包括ケアシステムの構築に当たり、

薬局薬剤師が、かかりつけ医を中心とする

多職種と連携して地域住民の医療・保健に

積極的に関与することが求められている。

そのような中、薬局が、本来のかかりつけ

機能を十分発揮できるようにするために、

地域住民の健康保持・増進に貢献する健康

情報拠点としての薬局に求められることに

ついて、薬局の実態調査を実施し、「薬局の

求められる機能とあるべき姿」の報告書に

基づき、健康情報拠点として考えられる役

割、機能を検討する。 
 
【方法】 
１．薬局における健康情報提供状況等に関

する実態調査 
  本来あるべき「かかりつけ薬局機能を

もった健康情報拠点薬局」を推進するた

めに、薬局における健康情報等の提供状

況や、要指導医薬品・一般用医薬品等の

取扱状況等を把握することを目的として

実施した。 
 
１）調査対象 

   公益社団法人日本薬剤師会のセルフ

メディケーション・サポート薬局（969
件）及び保険調剤・サポート薬局（1,023
件）の計 1,982 件を母集団として、計

1,000 件（セルフメディケーション 500
件、保険調剤 500 件）を無作為抽出し

て調査対象とした。 
 
２）調査方法 

調 査 方 法：対象薬局の開設者又は管

理薬剤師による自記式アンケート調

査 
  郵送発送・FAX 回収（調査票について

は、別紙 1 参照） 
調査基準日：平成 26 年 7 月 1 日（火） 
実施時期：平成 26 年 7 月 31 日（木）

～9 月 3 日（水） 
 ３）回収状況 

 
 

図表 1-1 回収状況 
調査票種類 発送数 回収数 回収率 

セルフメディケーション・サポート

薬局 
500 件 223 件 44.6％

保険調剤・サポート薬局 500 件 277 件 55.4％
合  計 1,000 件 500 件 50.0％
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5．調査研究のまとめ 

 

前項で示した 18 件の事例を分析すると、医政局長通知業務①ががん領域、

感染領域、精神科領域、HIV 感染症領域、循環器領域等のさまざまな場面で展

開されており、また、それぞれの業務が具体的な成果・効果が報告されている

ことから、薬剤師が医政局長通知業務①を実践することにより、医療の質の向

上に一定の成果があるものと考えられた。 

しかしながら、本調査研究で得られた医政局長通知業務①の事例は 56 件に

とどまっていることから、さらに多くの医療機関で医政局長通知業務①のみな

らず医政局長通知で示された業務が展開されていくことが求められる。 

今後は、薬剤師があらゆる場面においてチーム医療の推進に向けての取り組

みを充実させ、患者の安全かつ適正な薬物治療が達成されることを期待したい。 

 

 
 

２．在宅医療・かかりつけ薬局推進分担研究班 
 
セルフメディケーションの推進に資する薬局のあり方について 
 
分担研究者： 長谷川 洋一 名城大学薬学部 
 
【研究目的】 
 地域包括ケアシステムの構築に当たり、

薬局薬剤師が、かかりつけ医を中心とする

多職種と連携して地域住民の医療・保健に

積極的に関与することが求められている。

そのような中、薬局が、本来のかかりつけ

機能を十分発揮できるようにするために、

地域住民の健康保持・増進に貢献する健康

情報拠点としての薬局に求められることに

ついて、薬局の実態調査を実施し、「薬局の

求められる機能とあるべき姿」の報告書に

基づき、健康情報拠点として考えられる役

割、機能を検討する。 
 
【方法】 
１．薬局における健康情報提供状況等に関

する実態調査 
  本来あるべき「かかりつけ薬局機能を

もった健康情報拠点薬局」を推進するた

めに、薬局における健康情報等の提供状

況や、要指導医薬品・一般用医薬品等の

取扱状況等を把握することを目的として

実施した。 
 
１）調査対象 

   公益社団法人日本薬剤師会のセルフ

メディケーション・サポート薬局（969
件）及び保険調剤・サポート薬局（1,023
件）の計 1,982 件を母集団として、計

1,000 件（セルフメディケーション 500
件、保険調剤 500 件）を無作為抽出し

て調査対象とした。 
 
２）調査方法 

調 査 方 法：対象薬局の開設者又は管

理薬剤師による自記式アンケート調

査 
  郵送発送・FAX 回収（調査票について

は、別紙 1 参照） 
調査基準日：平成 26 年 7 月 1 日（火） 
実施時期：平成 26 年 7 月 31 日（木）

～9 月 3 日（水） 
 ３）回収状況 

 
 

図表 1-1 回収状況 
調査票種類 発送数 回収数 回収率 

セルフメディケーション・サポート

薬局 
500 件 223 件 44.6％

保険調剤・サポート薬局 500 件 277 件 55.4％
合  計 1,000 件 500 件 50.0％
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２．健康情報拠点として考えられる役割の

検討 
   分担研究班の全体会議を６回開催し、

平成 25 年度に公表した「薬局の求められ

る機能とあるべき姿」を踏まえ、平成 26
年度の調査結果をもとに、議論した。 

 
 
【結果】 
１．薬局における健康情報提供状況等に関

する実態調査 
調査結果の概要を別紙 2 に示す。 

 
２．健康情報拠点として考えられる薬局の

役割の検討  
「薬局の求められる機能とあるべき

姿」における役割と地域包括ケアシステ

ムにおいて今後担うべき薬局の役割を踏

まえると、健康情報拠点としての薬局の

基本的な機能は以下のことが考えられる。 
・調剤による薬剤の提供はもとより、

要指導医薬品・一般用医薬品等の適正

な使用に関する助言や健康に関する

相談、情報提供を積極的に行う。 
・かかりつけ医を中心とした多職種連

携の中で地域に密着した健康情報の

拠点としての機能を果たす。 
・国民の病気の予防や健康づくりに貢

献している。 
また、上記の機能を果たすために具体

的に求められることとしては、調査結果

等を踏まえ、以下の事項が考えられる。 
 
構造・設備等  
○ 地域住民が要指導医薬品・一般用

医薬品等の適正な使用に関する助

言や健康に関する相談をしやすい

環境を作るためには、相談窓口が求

められるのではないか。さらには、

健康に関する相談、情報提供等にお

ける患者・薬局利用者とのやりとり

が他の薬局利用者に聞こえないよ

うに、パーティション等で区切るな

ど、プライバシーに配慮した相談窓

口の設置が求められるのではない

か。 
○ 地域住民に薬局で健康情報を相

談していることを認識してもらう

ためには、要指導医薬品・一般用医

薬品等の適正な使用に関する助言

や健康に関する相談を積極的に行

っている旨の掲示が求められるの

ではないか。  
○ 近隣の医療機関にあわせた開局

時間では、地域における健康情報拠

点として機能を果たすことが困難

であるため、薬局は、一定時間以上

の開局が求められるのではないか。  
      さらに、平日仕事をしている者等

の相談に応じるためには、土日も含

めて一定時間以上の開局が求められ

るのではないか。  
○ 患者・薬局利用者にとって顔が見

える薬剤師になるためには、患者・

薬局利用者に、薬剤師の氏名、開局

時間以外も含めた直接連絡がとれ

る連絡先を知らせること（例えば、

名刺の交付）が求められるのではな

いか。  
 

医薬品、衛生材料の供給体制  
○ 地域住民が要指導医薬品等につ

いて相談しやすい環境をつくるた

めには、薬局における相談や受診勧

奨の実績と要指導医薬品の取扱い

数との相関関係を踏まえて、要指導

 
 

医薬品等については、一定数以上の

品目数1の取扱いが求められるので

はないか。 
○ 衛生材料、介護用品等の提供の拠

点としての役割を果たすために、薬

局における相談の実績と衛生材料、

介護用品の取扱い数との相関関係

や現状の薬局における取扱い数を

踏まえて、衛生材料等についても、

一定数以上の品目数 1 の取扱いが求

められるのではないか。  
 

薬剤師の資質  
○ 要指導医薬品・一般用医薬品等の

適正な使用に関する助言や健康に

関する相談、情報提供を行うために、

一定の基準を満たす研修を修了し

た薬剤師が常駐し健康相談等に応

じることが求められるのではない

か。  
○ 薬局の管理者（管理薬剤師）は、

その薬局に勤務する薬剤師等を監

督しその薬局の構造設備及び医薬

品等の管理等を行う立場であるこ

とから、一定以上の実務経験等が求

められるのではないか。  
 

健康相談・健康づくり支援  
○ 薬局利用者・患者の健康相談に対

して継続的に相談に乗るためには、

薬局は過去の要指導医薬品等の販

売内容や相談内容の記録や保存が

                                            
1 例えば、受診勧奨を含めた薬の選択や健

康に関する相談対応の実績と薬局におけ

る取扱い品目数の相関関係を考慮し、要

指導医薬品等については 600 品目、衛生

材料等については 100 品目が考えられる

のではないか。 

求められるのではないか。  
○ 地域住民は日頃からテレビや新

聞で「健康」に関する様々な情報に

さらされている。健康相談に適確に

対応するためには、薬局は日頃から

これらの情報を収集して評価する

ことが求められるのではないか。  
○ 国、地方自治体、関連学会等は、

ポスター掲示、パンフレット配布な

どにより健康への啓発活動を行っ

ており、薬局はこの啓発活動に協力

することが求められるのではない

か。  
○ 地域住民に対して、薬局が健康に

関する取組の情報発信をすること

が求められるのではないか。  
○ 要指導医薬品等の服用について

もお薬手帳の活用が求められるので

はないか。  
 

かかりつけ薬局としての機能  
○ 薬局は、かかりつけ医を中心とし

た地域包括ケアシステムを構築し

ていく中で、在宅医療への積極的な

参画、面分業による処方箋応需体制

の整備など、例えば、調剤報酬上に

おける基準調剤加算の要件のよう

な、いわゆるかかりつけ薬局の機能

を備えていることが求められるの

ではないか。 
 

地域における連携体制の構築  
○ 地域において、かかりつけ医を中

心に多職種と連携するためには、医

療、介護、行政等と円滑な連携がで

きるような受診勧奨や紹介等を適

切に行うことが求められるのでは

ないか。  
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２．健康情報拠点として考えられる役割の

検討 
   分担研究班の全体会議を６回開催し、

平成 25 年度に公表した「薬局の求められ

る機能とあるべき姿」を踏まえ、平成 26
年度の調査結果をもとに、議論した。 

 
 
【結果】 
１．薬局における健康情報提供状況等に関

する実態調査 
調査結果の概要を別紙 2 に示す。 

 
２．健康情報拠点として考えられる薬局の

役割の検討  
「薬局の求められる機能とあるべき

姿」における役割と地域包括ケアシステ

ムにおいて今後担うべき薬局の役割を踏

まえると、健康情報拠点としての薬局の

基本的な機能は以下のことが考えられる。 
・調剤による薬剤の提供はもとより、

要指導医薬品・一般用医薬品等の適正

な使用に関する助言や健康に関する

相談、情報提供を積極的に行う。 
・かかりつけ医を中心とした多職種連

携の中で地域に密着した健康情報の

拠点としての機能を果たす。 
・国民の病気の予防や健康づくりに貢

献している。 
また、上記の機能を果たすために具体

的に求められることとしては、調査結果

等を踏まえ、以下の事項が考えられる。 
 
構造・設備等  
○ 地域住民が要指導医薬品・一般用

医薬品等の適正な使用に関する助

言や健康に関する相談をしやすい

環境を作るためには、相談窓口が求

められるのではないか。さらには、

健康に関する相談、情報提供等にお

ける患者・薬局利用者とのやりとり

が他の薬局利用者に聞こえないよ

うに、パーティション等で区切るな

ど、プライバシーに配慮した相談窓

口の設置が求められるのではない

か。 
○ 地域住民に薬局で健康情報を相

談していることを認識してもらう

ためには、要指導医薬品・一般用医

薬品等の適正な使用に関する助言

や健康に関する相談を積極的に行

っている旨の掲示が求められるの

ではないか。  
○ 近隣の医療機関にあわせた開局

時間では、地域における健康情報拠

点として機能を果たすことが困難

であるため、薬局は、一定時間以上

の開局が求められるのではないか。  
      さらに、平日仕事をしている者等

の相談に応じるためには、土日も含

めて一定時間以上の開局が求められ

るのではないか。  
○ 患者・薬局利用者にとって顔が見

える薬剤師になるためには、患者・

薬局利用者に、薬剤師の氏名、開局

時間以外も含めた直接連絡がとれ

る連絡先を知らせること（例えば、

名刺の交付）が求められるのではな

いか。  
 

医薬品、衛生材料の供給体制  
○ 地域住民が要指導医薬品等につ

いて相談しやすい環境をつくるた

めには、薬局における相談や受診勧

奨の実績と要指導医薬品の取扱い

数との相関関係を踏まえて、要指導

 
 

医薬品等については、一定数以上の

品目数1の取扱いが求められるので

はないか。 
○ 衛生材料、介護用品等の提供の拠

点としての役割を果たすために、薬

局における相談の実績と衛生材料、

介護用品の取扱い数との相関関係

や現状の薬局における取扱い数を

踏まえて、衛生材料等についても、

一定数以上の品目数 1 の取扱いが求

められるのではないか。  
 

薬剤師の資質  
○ 要指導医薬品・一般用医薬品等の

適正な使用に関する助言や健康に

関する相談、情報提供を行うために、

一定の基準を満たす研修を修了し

た薬剤師が常駐し健康相談等に応

じることが求められるのではない

か。  
○ 薬局の管理者（管理薬剤師）は、

その薬局に勤務する薬剤師等を監

督しその薬局の構造設備及び医薬

品等の管理等を行う立場であるこ

とから、一定以上の実務経験等が求

められるのではないか。  
 

健康相談・健康づくり支援  
○ 薬局利用者・患者の健康相談に対

して継続的に相談に乗るためには、

薬局は過去の要指導医薬品等の販

売内容や相談内容の記録や保存が

                                            
1 例えば、受診勧奨を含めた薬の選択や健

康に関する相談対応の実績と薬局におけ

る取扱い品目数の相関関係を考慮し、要

指導医薬品等については 600 品目、衛生

材料等については 100 品目が考えられる

のではないか。 

求められるのではないか。  
○ 地域住民は日頃からテレビや新

聞で「健康」に関する様々な情報に

さらされている。健康相談に適確に

対応するためには、薬局は日頃から

これらの情報を収集して評価する

ことが求められるのではないか。  
○ 国、地方自治体、関連学会等は、

ポスター掲示、パンフレット配布な

どにより健康への啓発活動を行っ

ており、薬局はこの啓発活動に協力

することが求められるのではない

か。  
○ 地域住民に対して、薬局が健康に

関する取組の情報発信をすること

が求められるのではないか。  
○ 要指導医薬品等の服用について

もお薬手帳の活用が求められるので

はないか。  
 

かかりつけ薬局としての機能  
○ 薬局は、かかりつけ医を中心とし

た地域包括ケアシステムを構築し

ていく中で、在宅医療への積極的な

参画、面分業による処方箋応需体制

の整備など、例えば、調剤報酬上に

おける基準調剤加算の要件のよう

な、いわゆるかかりつけ薬局の機能

を備えていることが求められるの

ではないか。 
 

地域における連携体制の構築  
○ 地域において、かかりつけ医を中

心に多職種と連携するためには、医

療、介護、行政等と円滑な連携がで

きるような受診勧奨や紹介等を適

切に行うことが求められるのでは

ないか。  
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○ 地域住民に対し、医療、介護、行

政の適切な相談窓口を案内するた

めに、連携先リスト及びマップの作

成、共有が求められるのではないか。  
○ 地域において、関連団体と連携す

るためには、地域の医師会、歯科医

師会、薬剤師会等との活動又は事業

に参加し、地域保健医療に貢献して

いることが求められるのではない

か。  
 

その他  
○ 無薬局町村にて出張健康相談や

在宅薬剤管理指導を行っている場

合には役割や機能において一定の

配慮が求められるのではないか。  
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○ 地域住民に対し、医療、介護、行

政の適切な相談窓口を案内するた

めに、連携先リスト及びマップの作

成、共有が求められるのではないか。  
○ 地域において、関連団体と連携す

るためには、地域の医師会、歯科医

師会、薬剤師会等との活動又は事業

に参加し、地域保健医療に貢献して

いることが求められるのではない

か。  
 

その他  
○ 無薬局町村にて出張健康相談や

在宅薬剤管理指導を行っている場

合には役割や機能において一定の

配慮が求められるのではないか。  

別紙 1 

 
 

薬局における健康情報提供状況等に関する実態調査 

【返送先ＦＡＸ番号：０３－５２８１－５４４３】 返送期限 8 月 15 日（金）（みずほ情報総研株式会社）
 

都道府県名   薬 局 名  

★調査時期について特に断りの無い場合は、平成 26 年 7 月 1 日の状況を記入してください。 

1 従事者数（常勤換算数をご記入ください） 

① 薬剤師（管理薬剤師含む）        人

② 登録販売者        人

③ その他の職員        人

④ ①～③のうち、介護支援専門員 いる・いない 

2 処方箋受付回数・集中率（平成 26 年 6 月 1 カ月間） 

① 処方箋受付回数        回

② 処方箋の集中率※1        ％

※1 ②の集中率は、平成 26 年 6 月 1 カ月間に最も多く処方

箋を受け付けた医療機関からの受付回数を、全医療機関

からの受付回数で除した割合（小数点第二位を四捨五入

して小数点第一位まで）をご記入ください。 

3 貴局利用者の生活習慣全般に係る相談対応※2 
※2 地域の行政や薬剤師会の事業の一環として、貴局利用者

の栄養・食生活、身体活動・運動、休養、こころの健康

づくり、飲酒、喫煙など生活習慣全般に係る相談につい

て応需・対応し、地域住民の生活習慣の改善、疾病の予

防に資する取組みを行っていることを指します。 

① 相談体制の標榜の有無 

 01 標榜している 02 標榜していない 

② 過去半年間の相談対応の実績の有無 

 01 あ る ⇒ 相談対応実績 延べ     人

 02 な い  

4 要指導医薬品・一般用医薬品の取扱い品目数※3 

要指導医薬品 品目

一
般
用
医
薬
品 

① 総合感冒薬・解熱鎮痛薬 品目

② 精神神経用薬 品目

③ 消化器官用薬 品目

④ 循環器・血液用薬 品目

⑤ 呼吸器官用薬 品目

⑥ 泌尿生殖器官及び肛門用薬 品目

⑦ 滋養強壮保健薬 品目

⑧ 女性用薬 品目

⑨ アレルギー用薬 品目

⑩ 外皮用薬 品目

⑪ 眼科用薬 品目

⑫ 耳鼻科用薬 品目

⑬ 歯科口腔用薬 品目

⑭ 禁煙補助剤 品目

⑮ 漢方製剤 品目

⑯ 公衆衛生用薬 品目

⑰ 一般用検査薬 品目

合  計 品目

※3 販売実績に関わらず、店内で陳列している品目数（アイ

テム数）をご記入ください。また、各カテゴリーの詳細

については別紙をご参照ください（次問５も同様です）。 

5 介護用品・衛生材料・医療機器等の取扱い品目数 

① 介護用品 品目

② 衛生材料 品目

③ 医療機器・その他家庭用計量計測機器 品目

④ 医薬部外品 品目

⑤ 乳幼児用品 品目

6 貴局利用者に対する医療機関への受診勧奨・情報提供 

① 過去半年間の医療機関への受診勧奨の実績の有無 

 01 あ る 

 02 な い（次問７へお進みください） 

② 過去半年間の医療機関への受診勧奨の実績 

要指導医薬品・一般用医薬品の購入希望者に対する受診勧奨  延べ   人

上記以外の貴局利用者に対する受診勧奨 延べ   人

③ 過去半年間の文書による情報提供※4 の実績の有無 
※4 上記の受診勧奨をした貴局利用者が医療機関を受診する

際に、紹介状等文書により情報提供することを指します。 

 01 あ る ⇒ 情報提供実績 延べ     人

 02 な い  

７ 他機関との連携※5 
※5 貴局利用者本人又はその家族等からの健康や介護等に関

する相談を受け、適当な行政・関係機関（役所等の相談

窓口、保健所、福祉事務所、地域包括支援センター等）

への連絡・紹介を行っていることを指します。 

◎ 過去半年間の連携の実績の有無 
 

 01 あ る ⇒ 連携実績 延べ     人

 02 な い  

８ 健康食品等に関する情報提供※6 
※6 特定保健用食品、特別用途食品、サプリメント等のいわ

ゆる健康食品等を購入される方について適切な情報の把

握に努め、服用薬との相互作用等の健康食品に係る相談

について応需・対応していることを指します。 

① 過去半年間の健康食品等に関する相談対応の状況 

 01 あ る ⇒ 相談対応実績 延べ     人

 02 な い（次問 9 へお進みください） 

② 過去半年間の健康食品等と服用薬との相互作用に関す

る情報提供の実績の有無 

 01 あ る ⇒ 情報提供実績 延べ     人

 02 な い  

9 要指導医薬品・一般用医薬品等の売上の割合※7 
※7 平成 26 年 6 月の貴局の総売上に占める要指導医薬品や

一般用医薬品等の売上の割合をご記入ください。なお、

割合は小数点第一位を四捨五入してご記入ください。 

◎ 平成 26 年 6 月の状況 

① 要指導医薬品・一般用医薬品 ％

② 介護用品・衛生材料・医療機器等※8 ％

※8 介護用品、衛生材料、医療機器・その他家庭用計量計測
機器、医薬部外品、乳幼児用品を指します。 
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別紙 2 

調査結果の概要 

１．回答薬局全体の状況 

１） 従事者数（常勤換算） 

① 薬剤師 

 平成 26 年７月１日現在の１施設当たり薬剤師数（常勤換算）は「２人以上３人未

満」30.8％が最も多く、次いで「１人以上２人未満」19.6％であった（平均値 3.5 人、

中央値 2.5 人）。 
 

図表 2-1 １施設当たり薬剤師数（常勤換算） 

19.6%

30.8%

16.2%

12.6%

6.4%

4.4%

2.8%

1.8%

1.4%

4.0%

0% 20% 40% 60%

1人以上 2人未満

2人以上 3人未満

3人以上 4人未満

4人以上 5人未満

5人以上 6人未満

6人以上 7人未満

7人以上 8人未満

8人以上 9人未満

9人以上 10人未満

10人以上

（N=500）

平 均 値：3.5人
中 央 値：2.5人
標準偏差：3.1人

 
 
 

② 登録販売者 

 １施設当たり登録販売者数（常勤換算）は「０人」60.2％が最も多く、次いで「１

人以上２人未満」25.0％であった（平均値 0.7 人、中央値 0.0 人）。 
 

図表 2-2 １施設当たり登録販売者数（常勤換算） 

60.2%

0.2%

25.0%

6.6%

4.6%

2.6%

0.2%

0.4%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80%

0人

0人超 1人未満

1人以上 2人未満

2人以上 3人未満

3人以上 4人未満

4人以上 5人未満

5人以上 6人未満

6人以上 7人未満

7人以上

（N=500）

平 均 値：0.7人
中 央 値：0.0人
標準偏差：1.1人

 
 

 
 

③ その他の職員 

 １施設当たりその他の職員数（常勤換算）は「１人以上２人未満」23.6％が最も多

く、次いで「３人以上４人未満」18.0％であった（平均値 2.4 人、中央値 2.0 人）。 
 

図表 2-3 １施設当たりその他の職員数（常勤換算） 

17.4%
0.4%

23.6%
17.6%
18.0%

10.0%
4.6%
3.8%
2.0%
0.6%
0.6%
1.4%

0% 20% 40% 60%

0人
0人超 1人未満

1人以上 2人未満

2人以上 3人未満

3人以上 4人未満

4人以上 5人未満

5人以上 6人未満

6人以上 7人未満

7人以上 8人未満

8人以上 9人未満

9人以上 10人未満

10人以上

（N=500）

平 均 値：2.4人
中 央 値：2.0人
標準偏差：2.5人

 
 
 

④ 介護支援専門員の有無 

 従事者のうち介護支援専門員の資格保有者の有無についてみると、「いない」

74.8％、「いる」17.2％であった。 
 

図表 2-4 介護支援専門員の有無 

17.2% 74.8% 8.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

い る いない 無回答
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別紙 2 

調査結果の概要 

１．回答薬局全体の状況 

１） 従事者数（常勤換算） 

① 薬剤師 

 平成 26 年７月１日現在の１施設当たり薬剤師数（常勤換算）は「２人以上３人未

満」30.8％が最も多く、次いで「１人以上２人未満」19.6％であった（平均値 3.5 人、

中央値 2.5 人）。 
 

図表 2-1 １施設当たり薬剤師数（常勤換算） 

19.6%

30.8%

16.2%

12.6%

6.4%

4.4%

2.8%

1.8%

1.4%

4.0%

0% 20% 40% 60%

1人以上 2人未満

2人以上 3人未満

3人以上 4人未満

4人以上 5人未満

5人以上 6人未満

6人以上 7人未満

7人以上 8人未満

8人以上 9人未満

9人以上 10人未満

10人以上

（N=500）

平 均 値：3.5人
中 央 値：2.5人
標準偏差：3.1人

 
 
 

② 登録販売者 

 １施設当たり登録販売者数（常勤換算）は「０人」60.2％が最も多く、次いで「１

人以上２人未満」25.0％であった（平均値 0.7 人、中央値 0.0 人）。 
 

図表 2-2 １施設当たり登録販売者数（常勤換算） 

60.2%

0.2%

25.0%

6.6%

4.6%

2.6%

0.2%

0.4%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80%

0人

0人超 1人未満

1人以上 2人未満

2人以上 3人未満

3人以上 4人未満

4人以上 5人未満

5人以上 6人未満

6人以上 7人未満

7人以上

（N=500）

平 均 値：0.7人
中 央 値：0.0人
標準偏差：1.1人

 
 

 
 

③ その他の職員 

 １施設当たりその他の職員数（常勤換算）は「１人以上２人未満」23.6％が最も多

く、次いで「３人以上４人未満」18.0％であった（平均値 2.4 人、中央値 2.0 人）。 
 

図表 2-3 １施設当たりその他の職員数（常勤換算） 

17.4%
0.4%

23.6%
17.6%
18.0%

10.0%
4.6%
3.8%
2.0%
0.6%
0.6%
1.4%

0% 20% 40% 60%

0人
0人超 1人未満

1人以上 2人未満

2人以上 3人未満

3人以上 4人未満

4人以上 5人未満

5人以上 6人未満

6人以上 7人未満

7人以上 8人未満

8人以上 9人未満

9人以上 10人未満

10人以上

（N=500）

平 均 値：2.4人
中 央 値：2.0人
標準偏差：2.5人

 
 
 

④ 介護支援専門員の有無 

 従事者のうち介護支援専門員の資格保有者の有無についてみると、「いない」

74.8％、「いる」17.2％であった。 
 

図表 2-4 介護支援専門員の有無 

17.2% 74.8% 8.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

い る いない 無回答
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２） 処方箋の受付回数・集中率 

① 処方箋受付回数【平成２６年６月１カ月間】 

 平成 26 年６月１カ月間における１施設当たり処方箋受付回数は「１回～500 回」

22.0％が最も多く、次いで「501 回～1,000 回」19.4％であった（平均値 1,459.3 回、

中央値 1,173.5 回）。 
 

図表 2-5 １薬局当たり処方箋受付回数【平成 26 年６月１カ月間】 

1.2%

22.0%

19.4%

19.2%

16.0%

7.8%

3.0%

10.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0回

1回～ 500回

501回～1,000回

1,001回～1,500回

1,501回～2,000回

2,001回～2,500回

2,501回～3,000回

3,001回以上

無回答

（N=500）

平 均 値：1,459.3回
中 央 値：1,173.5回
標準偏差：1,490.2回

 
 
 

② 処方箋の集中率【平成２６年６月１カ月間】 

 平成 26 年６月１カ月間における処方箋の集中率注1は「90％以上」24.4％が最も多

く、次いで「80％以上 90％未満」14.6％であった（平均値 61.3％、中央値 66.1％）。 
 

図表 2-6 処方箋の集中率【平成 26 年６月１カ月間】 

1.2%
1.0%

6.8%
11.0%
10.2%

7.0%
6.4%
8.2%
7.6%

14.6%
24.4%

1.6%

0% 20% 40% 60%

0%
0%超 10%未満

10%超 20%未満

20%以上 30%未満

30%以上 40%未満

40%以上 50%未満

50%以上 60%未満

60%以上 70%未満

70%以上 80%未満

80%以上 90%未満

90%以上

無回答

（N=500）

平 均 値：61.3％
中 央 値：66.1％
標準偏差：29.2％

 

                                                   
注1 平成 26 年６月１カ月間に最も多く処方箋を受け付けた医療機関からの受付回数を、全医療機関か

らの受付回数で除した割合。 

 
 

３） 薬局利用者の生活習慣全般に係る相談対応の状況 

① 相談対応に係る体制の標榜の有無 

 薬局利用者の生活習慣全般に係る相談対応注2に係る体制の標榜の有無についてみる

と、「標榜している」57.0％、「標榜していない」40.6％であった。 
 

図表 2-7 相談対応に係る体制の標榜の有無 

57.0% 40.6% 2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

標榜している 標榜していない 無回答

 
 

② 相談対応の実績【過去半年間】 

 過去半年間の相談対応の実績の有無についてみると、「ある」70.0％、「ない」

25.0％であった。 
 

図表 2-8 相談対応の実績の有無【過去半年間】 

70.0% 25.0% 5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

あ る な い 無回答

 
 

                                                   
注2 地域の行政や薬剤師会の事業の一環として、薬局利用者の栄養・食生活、身体活動・運動、休養、

こころの健康づくり、飲酒、喫煙など生活習慣全般に係る相談について応需・対応し、地域住民

の生活習慣の改善、疾病の予防に資する取組みを行っていることを指す。 

P061-154.indd   130 2015/03/25   17:01:19



－131－ 
 

２） 処方箋の受付回数・集中率 

① 処方箋受付回数【平成２６年６月１カ月間】 

 平成 26 年６月１カ月間における１施設当たり処方箋受付回数は「１回～500 回」

22.0％が最も多く、次いで「501 回～1,000 回」19.4％であった（平均値 1,459.3 回、

中央値 1,173.5 回）。 
 

図表 2-5 １薬局当たり処方箋受付回数【平成 26 年６月１カ月間】 

1.2%

22.0%

19.4%

19.2%

16.0%

7.8%

3.0%

10.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0回

1回～ 500回

501回～1,000回

1,001回～1,500回

1,501回～2,000回

2,001回～2,500回

2,501回～3,000回

3,001回以上

無回答

（N=500）

平 均 値：1,459.3回
中 央 値：1,173.5回
標準偏差：1,490.2回

 
 
 

② 処方箋の集中率【平成２６年６月１カ月間】 

 平成 26 年６月１カ月間における処方箋の集中率注1は「90％以上」24.4％が最も多

く、次いで「80％以上 90％未満」14.6％であった（平均値 61.3％、中央値 66.1％）。 
 

図表 2-6 処方箋の集中率【平成 26 年６月１カ月間】 

1.2%
1.0%

6.8%
11.0%
10.2%

7.0%
6.4%
8.2%
7.6%

14.6%
24.4%

1.6%

0% 20% 40% 60%

0%
0%超 10%未満

10%超 20%未満

20%以上 30%未満

30%以上 40%未満

40%以上 50%未満

50%以上 60%未満

60%以上 70%未満

70%以上 80%未満

80%以上 90%未満

90%以上

無回答

（N=500）

平 均 値：61.3％
中 央 値：66.1％
標準偏差：29.2％

 

                                                   
注1 平成 26 年６月１カ月間に最も多く処方箋を受け付けた医療機関からの受付回数を、全医療機関か

らの受付回数で除した割合。 

 
 

３） 薬局利用者の生活習慣全般に係る相談対応の状況 

① 相談対応に係る体制の標榜の有無 

 薬局利用者の生活習慣全般に係る相談対応注2に係る体制の標榜の有無についてみる

と、「標榜している」57.0％、「標榜していない」40.6％であった。 
 

図表 2-7 相談対応に係る体制の標榜の有無 

57.0% 40.6% 2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

標榜している 標榜していない 無回答

 
 

② 相談対応の実績【過去半年間】 

 過去半年間の相談対応の実績の有無についてみると、「ある」70.0％、「ない」

25.0％であった。 
 

図表 2-8 相談対応の実績の有無【過去半年間】 

70.0% 25.0% 5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

あ る な い 無回答

 
 

                                                   
注2 地域の行政や薬剤師会の事業の一環として、薬局利用者の栄養・食生活、身体活動・運動、休養、

こころの健康づくり、飲酒、喫煙など生活習慣全般に係る相談について応需・対応し、地域住民

の生活習慣の改善、疾病の予防に資する取組みを行っていることを指す。 
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 また、過去半年間に相談対応を行った薬局利用者の１施設当たり延べ人数は「０

人」25.0％が最も多く、次いで「１人～10 人」19.6％であった（平均値 124.1 人、中

央値 10 人）。 
 

図表 2-9 相談対応した利用者の延べ人数【過去半年間】 

25.0%
19.6%

9.0%
6.0%

1.0%
4.6%

2.2%
0.2%
1.0%
0.6%

3.4%
5.0%

2.6%
1.4%
1.4%

4.8%
12.2%

0% 20% 40% 60%

0人
1人～ 10人

11人～ 20人
21人～ 30人
31人～ 40人
41人～ 50人
51人～ 60人
61人～ 70人
71人～ 80人
81人～ 90人
91人～100人

101人～200人
201人～300人
301人～400人
401人～500人

501人以上

無回答

（N=500）

平 均 値：124.1人
中 央 値： 10 人

標準偏差：406.3人

 

 
 

４） 要指導医薬品及び一般用医薬品の取扱い品目数 

 要指導医薬品及び一般用医薬品の１施設当たり取扱い品目数注3は「１品目～50 品

目」35.8％が最も多く、次いで「51 品目～100 品目」15.8％であった（平均値 173.4
品目、中央値 72 品目）。 
 

図表 2-10 要指導医薬品及び一般用医薬品の１施設当たり取扱い品目数 

6.2%

35.8%

15.8%

7.0%

5.0%

5.8%

2.4%

4.4%

3.0%

3.0%

1.6%

2.6%

0.6%

0.4%

1.0%

0.2%

1.0%

0.8%

0.2%

0.2%

0.2%

1.6%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 50品目

51品目～ 100品目

101品目～ 150品目

151品目～ 200品目

201品目～ 250品目

251品目～ 300品目

301品目～ 350品目

351品目～ 400品目

401品目～ 450品目

451品目～ 500品目

501品目～ 550品目

551品目～ 600品目

601品目～ 650品目

651品目～ 700品目

701品目～ 750品目

751品目～ 800品目

801品目～ 850品目

851品目～ 900品目

901品目～ 950品目

951品目～1,000品目

1,001品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：173.4品目

中 央 値： 72   品目

標準偏差：248.0品目

 
 

                                                   
注3 販売実績に関わらず、店内で陳列している品目数（アイテム数）。 
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 また、過去半年間に相談対応を行った薬局利用者の１施設当たり延べ人数は「０

人」25.0％が最も多く、次いで「１人～10 人」19.6％であった（平均値 124.1 人、中

央値 10 人）。 
 

図表 2-9 相談対応した利用者の延べ人数【過去半年間】 

25.0%
19.6%

9.0%
6.0%

1.0%
4.6%

2.2%
0.2%
1.0%
0.6%

3.4%
5.0%

2.6%
1.4%
1.4%

4.8%
12.2%

0% 20% 40% 60%

0人
1人～ 10人

11人～ 20人
21人～ 30人
31人～ 40人
41人～ 50人
51人～ 60人
61人～ 70人
71人～ 80人
81人～ 90人
91人～100人

101人～200人
201人～300人
301人～400人
401人～500人

501人以上

無回答

（N=500）

平 均 値：124.1人
中 央 値： 10 人

標準偏差：406.3人

 

 
 

４） 要指導医薬品及び一般用医薬品の取扱い品目数 

 要指導医薬品及び一般用医薬品の１施設当たり取扱い品目数注3は「１品目～50 品

目」35.8％が最も多く、次いで「51 品目～100 品目」15.8％であった（平均値 173.4
品目、中央値 72 品目）。 
 

図表 2-10 要指導医薬品及び一般用医薬品の１施設当たり取扱い品目数 

6.2%

35.8%

15.8%

7.0%

5.0%

5.8%

2.4%

4.4%

3.0%

3.0%

1.6%

2.6%

0.6%

0.4%

1.0%

0.2%

1.0%

0.8%

0.2%

0.2%

0.2%

1.6%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 50品目

51品目～ 100品目

101品目～ 150品目

151品目～ 200品目

201品目～ 250品目

251品目～ 300品目

301品目～ 350品目

351品目～ 400品目

401品目～ 450品目

451品目～ 500品目

501品目～ 550品目

551品目～ 600品目

601品目～ 650品目

651品目～ 700品目

701品目～ 750品目

751品目～ 800品目

801品目～ 850品目

851品目～ 900品目

901品目～ 950品目

951品目～1,000品目

1,001品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：173.4品目

中 央 値： 72   品目

標準偏差：248.0品目

 
 

                                                   
注3 販売実績に関わらず、店内で陳列している品目数（アイテム数）。 
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① 要指導医薬品 

 要指導医薬品の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～５品目」44.2％が最も多く、

次いで「０品目」38.4％であった（平均値 3.0 品目、中央値１品目）。 
 

図表 2-11 要指導医薬品の１施設当たり取扱い品目数 

38.4%

44.2%

10.0%

3.6%

0.8%

0.8%

0.6%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：3.0品目

中 央 値：1   品目

標準偏差：5.2品目

 
 
 

② 一般用医薬品 

■ 総合感冒薬・解熱鎮痛薬 

 一般用医薬品のうち（以下○頁「一般用検査薬」まで同様）総合感冒薬・解熱鎮

痛薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」42.4％が最も多く、次いで

「０品目」14.4％であった（平均値 21.1 品目、中央値８品目）。 
 

図表 2-12 総合感冒薬・解熱鎮痛薬の１施設当たり取扱い品目数 

14.4%

42.4%

13.2%

6.6%

6.2%

4.6%

3.4%

1.6%

1.8%

0.4%

1.4%

2.8%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：21.1品目

中 央 値： 8   品目

標準偏差：34.2品目

 
 

 
 

■ 精神神経用薬 

 精神神経用薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」46.0％が最も多く、次いで

「１品目～５品目」33.2％であった（平均値 3.3 品目、中央値１品目）。 
 

図表 2-13 精神神経用薬の１施設当たり取扱い品目数 

46.0%

33.2%

10.8%

4.6%

2.2%

1.0%

0.8%

0.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：3.3品目

中 央 値：1   品目

標準偏差：5.4品目

 
 
 
■ 消化器官用薬 

 消化器官用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」38.2％が最も多

く、次いで「０品目」16.2％であった（平均値 22.0 品目、中央値９品目）。 
 

図表 2-14 消化器官用薬の１施設当たり取扱い品目数 

16.2%

38.2%

14.8%

8.2%

5.6%

3.2%

2.8%

3.4%

0.8%

0.8%

1.0%

3.8%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：22.0品目

中 央 値： 9   品目

標準偏差：34.2品目
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① 要指導医薬品 

 要指導医薬品の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～５品目」44.2％が最も多く、

次いで「０品目」38.4％であった（平均値 3.0 品目、中央値１品目）。 
 

図表 2-11 要指導医薬品の１施設当たり取扱い品目数 

38.4%

44.2%

10.0%

3.6%

0.8%

0.8%

0.6%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：3.0品目

中 央 値：1   品目

標準偏差：5.2品目

 
 
 

② 一般用医薬品 

■ 総合感冒薬・解熱鎮痛薬 

 一般用医薬品のうち（以下○頁「一般用検査薬」まで同様）総合感冒薬・解熱鎮

痛薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」42.4％が最も多く、次いで

「０品目」14.4％であった（平均値 21.1 品目、中央値８品目）。 
 

図表 2-12 総合感冒薬・解熱鎮痛薬の１施設当たり取扱い品目数 

14.4%

42.4%

13.2%

6.6%

6.2%

4.6%

3.4%

1.6%

1.8%

0.4%

1.4%

2.8%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：21.1品目

中 央 値： 8   品目

標準偏差：34.2品目

 
 

 
 

■ 精神神経用薬 

 精神神経用薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」46.0％が最も多く、次いで

「１品目～５品目」33.2％であった（平均値 3.3 品目、中央値１品目）。 
 

図表 2-13 精神神経用薬の１施設当たり取扱い品目数 

46.0%

33.2%

10.8%

4.6%

2.2%

1.0%

0.8%

0.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：3.3品目

中 央 値：1   品目

標準偏差：5.4品目

 
 
 
■ 消化器官用薬 

 消化器官用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」38.2％が最も多

く、次いで「０品目」16.2％であった（平均値 22.0 品目、中央値９品目）。 
 

図表 2-14 消化器官用薬の１施設当たり取扱い品目数 

16.2%

38.2%

14.8%

8.2%

5.6%

3.2%

2.8%

3.4%

0.8%

0.8%

1.0%

3.8%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：22.0品目

中 央 値： 9   品目

標準偏差：34.2品目
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■ 循環器・血液用薬 

 循環器・血液用薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」55.4％が最も多く、次

いで「１品目～５品目」32.2％であった（平均値 2.6 品目、中央値０品目）。 
 
 

図表 2-15 循環器・血液用薬の１施設当たり取扱い品目数 

55.4%

32.2%

7.0%

2.2%

1.4%

0.2%

0.0%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：2.6品目

中 央 値：0   品目

標準偏差：8.9品目

 
 
 
■ 呼吸器官用薬 

 呼吸器官用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」42.0％が最も多

く、次いで「０品目」32.8％であった（平均値 8.7 品目、中央値３品目）。 
 

図表 2-16 呼吸器官用薬の１施設当たり取扱い品目数 

32.8%

42.0%

13.4%

4.2%

3.2%

1.4%

0.2%

0.6%

0.4%

0.0%

0.2%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 8.7品目

中 央 値： 3   品目

標準偏差：15.5品目

 
 

 
 

■ 泌尿生殖器官及び肛門用薬 

 泌尿生殖器官及び肛門用薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」36.8％が最も

多く、次いで「１品目～５品目」34.2％であった（平均値 4.4 品目、中央値２品目）。 
 

図表 2-17 泌尿生殖器官及び肛門用薬の１施設当たり取扱い品目数 

36.8%

34.2%

16.0%

6.2%

3.2%

0.6%

1.4%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：4.4品目

中 央 値：2   品目

標準偏差：6.6品目

 
 
 
■ 滋養強壮保健薬 

 滋養強壮保健薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」37.2％が最も

多く、次いで「０品目」26.4％であった（平均値 17.1 品目、中央値５品目）。 
 

図表 2-18 滋養強壮保健薬の１施設当たり取扱い品目数 

26.4%

37.2%

9.8%

9.0%

5.0%

1.6%

3.2%

1.2%

1.4%

0.4%

1.2%

2.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：17.1品目

中 央 値： 5 品目

標準偏差：29.9品目
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■ 循環器・血液用薬 

 循環器・血液用薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」55.4％が最も多く、次

いで「１品目～５品目」32.2％であった（平均値 2.6 品目、中央値０品目）。 
 
 

図表 2-15 循環器・血液用薬の１施設当たり取扱い品目数 

55.4%

32.2%

7.0%

2.2%

1.4%

0.2%

0.0%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：2.6品目

中 央 値：0   品目

標準偏差：8.9品目

 
 
 
■ 呼吸器官用薬 

 呼吸器官用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」42.0％が最も多

く、次いで「０品目」32.8％であった（平均値 8.7 品目、中央値３品目）。 
 

図表 2-16 呼吸器官用薬の１施設当たり取扱い品目数 

32.8%

42.0%

13.4%

4.2%

3.2%

1.4%

0.2%

0.6%

0.4%

0.0%

0.2%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 8.7品目

中 央 値： 3   品目

標準偏差：15.5品目

 
 

 
 

■ 泌尿生殖器官及び肛門用薬 

 泌尿生殖器官及び肛門用薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」36.8％が最も

多く、次いで「１品目～５品目」34.2％であった（平均値 4.4 品目、中央値２品目）。 
 

図表 2-17 泌尿生殖器官及び肛門用薬の１施設当たり取扱い品目数 

36.8%

34.2%

16.0%

6.2%

3.2%

0.6%

1.4%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：4.4品目

中 央 値：2   品目

標準偏差：6.6品目

 
 
 
■ 滋養強壮保健薬 

 滋養強壮保健薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」37.2％が最も

多く、次いで「０品目」26.4％であった（平均値 17.1 品目、中央値５品目）。 
 

図表 2-18 滋養強壮保健薬の１施設当たり取扱い品目数 

26.4%

37.2%

9.8%

9.0%

5.0%

1.6%

3.2%

1.2%

1.4%

0.4%

1.2%

2.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：17.1品目

中 央 値： 5 品目

標準偏差：29.9品目
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■ 女性用薬 

 女性用薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」53.2％が最も多く、次いで「１

品目～５品目」36.4％であった（平均値 2.0 品目、中央値０品目）。 
 

図表 2-19 女性用薬の１施設当たり取扱い品目数 

53.2%

36.4%

6.6%

1.0%

1.0%

0.0%

0.0%

0.6%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：2.0品目

中 央 値：0   品目

標準偏差：4.4品目

 
 
 
■ アレルギー用薬 

 アレルギー用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～５品目」46.0％が最も多

く、次いで「０品目」36.4％であった（平均値 3.8 品目、中央値１品目）。 
 

図表 2-20 アレルギー用薬の１施設当たり取扱い品目数 

36.4%

46.0%

9.6%

1.6%

2.8%

1.0%

1.0%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 3.8品目

中 央 値： 1 品目

標準偏差：11.3品目

 
 

 
 

■ 外皮用薬 

 外皮用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」29.0％が最も多く、

次いで「０品目」16.4％であった（平均値 29.9 品目、中央値 13 品目）。 
 

図表 2-21 外皮用薬の１施設当たり取扱い品目数 

16.4%

29.0%

14.0%

12.4%

6.0%

4.8%

2.6%

2.0%

1.6%

1.0%

2.6%

6.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：29.9品目

中 央 値：13   品目

標準偏差：47.9品目

 
 
 
■ 眼科用薬 

 眼科用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」47.0％が最も多く、

次いで「11 品目～20 品目」16.2％であった（平均値 15.2 品目、中央値７品目）。 
 

図表 2-22 眼科用薬の１施設当たり取扱い品目数 

14.0%

47.0%

16.2%

7.8%

3.4%

5.0%

1.2%

0.8%

1.4%

0.2%

1.2%

0.6%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：15.2品目

中 央 値： 7   品目

標準偏差：23.0品目
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■ 女性用薬 

 女性用薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」53.2％が最も多く、次いで「１

品目～５品目」36.4％であった（平均値 2.0 品目、中央値０品目）。 
 

図表 2-19 女性用薬の１施設当たり取扱い品目数 

53.2%

36.4%

6.6%

1.0%

1.0%

0.0%

0.0%

0.6%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：2.0品目

中 央 値：0   品目

標準偏差：4.4品目

 
 
 
■ アレルギー用薬 

 アレルギー用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～５品目」46.0％が最も多

く、次いで「０品目」36.4％であった（平均値 3.8 品目、中央値１品目）。 
 

図表 2-20 アレルギー用薬の１施設当たり取扱い品目数 

36.4%

46.0%

9.6%

1.6%

2.8%

1.0%

1.0%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 3.8品目

中 央 値： 1 品目

標準偏差：11.3品目

 
 

 
 

■ 外皮用薬 

 外皮用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」29.0％が最も多く、

次いで「０品目」16.4％であった（平均値 29.9 品目、中央値 13 品目）。 
 

図表 2-21 外皮用薬の１施設当たり取扱い品目数 

16.4%

29.0%

14.0%

12.4%

6.0%
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1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：29.9品目

中 央 値：13   品目

標準偏差：47.9品目

 
 
 
■ 眼科用薬 

 眼科用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」47.0％が最も多く、

次いで「11 品目～20 品目」16.2％であった（平均値 15.2 品目、中央値７品目）。 
 

図表 2-22 眼科用薬の１施設当たり取扱い品目数 

14.0%
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1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：15.2品目

中 央 値： 7   品目

標準偏差：23.0品目
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■ 耳鼻科用薬 

 耳鼻科用薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」40.8％が最も多く、次いで

「１品目～５品目」33.4％であった（平均値 5.3 品目、中央値１品目）。 
 

図表 2-23 耳鼻科用薬の１施設当たり取扱い品目数 

40.8%

33.4%

10.4%

3.2%

5.2%

1.6%

2.0%

2.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 5.3品目

中 央 値： 1 品目

標準偏差：10.0品目

 
 
 
■ 歯科口腔用薬 

 歯科口腔用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～５品目」46.6％が最も多く、

次いで「０品目」32.0％であった（平均値 3.8 品目、中央値２品目）。 
 

図表 2-24 歯科口腔用薬の１施設当たり取扱い品目数 
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3.6%
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6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：3.8品目

中 央 値：2   品目

標準偏差：6.7品目

 
 

 
 

■ 禁煙補助剤 

 禁煙補助剤の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」57.4％が最も多く、次いで

「１品目～５品目」36.2％であった（平均値 1.3 品目、中央値０品目）。 
 

図表 2-25 禁煙補助剤の１施設当たり取扱い品目数 
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11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：1.3品目

中 央 値：0   品目

標準偏差：2.5品目

 
 
 
■ 漢方製剤 

 漢方製剤の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」36.6％が最も多く、次いで「１

品目～10 品目」32.8％であった（平均値 21.1 品目、中央値２品目）。 
 

図表 2-26 漢方製剤の１施設当たり取扱い品目数 
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1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：21.1品目

中 央 値： 2   品目

標準偏差：59.0品目
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－141－ 
 

■ 耳鼻科用薬 

 耳鼻科用薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」40.8％が最も多く、次いで

「１品目～５品目」33.4％であった（平均値 5.3 品目、中央値１品目）。 
 

図表 2-23 耳鼻科用薬の１施設当たり取扱い品目数 

40.8%

33.4%

10.4%

3.2%

5.2%
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1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 5.3品目

中 央 値： 1 品目

標準偏差：10.0品目

 
 
 
■ 歯科口腔用薬 

 歯科口腔用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～５品目」46.6％が最も多く、

次いで「０品目」32.0％であった（平均値 3.8 品目、中央値２品目）。 
 

図表 2-24 歯科口腔用薬の１施設当たり取扱い品目数 
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11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：3.8品目

中 央 値：2   品目

標準偏差：6.7品目

 
 

 
 

■ 禁煙補助剤 

 禁煙補助剤の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」57.4％が最も多く、次いで

「１品目～５品目」36.2％であった（平均値 1.3 品目、中央値０品目）。 
 

図表 2-25 禁煙補助剤の１施設当たり取扱い品目数 
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21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：1.3品目

中 央 値：0   品目

標準偏差：2.5品目

 
 
 
■ 漢方製剤 

 漢方製剤の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」36.6％が最も多く、次いで「１

品目～10 品目」32.8％であった（平均値 21.1 品目、中央値２品目）。 
 

図表 2-26 漢方製剤の１施設当たり取扱い品目数 
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91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：21.1品目

中 央 値： 2   品目

標準偏差：59.0品目
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－142－ 
 

■ 公衆衛生用薬 

 公衆衛生用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～５品目」39.0％が最も多く、

次いで「０品目」33.6％であった（平均値 6.7 品目、中央値２品目）。 
 

図表 2-27 公衆衛生用薬の１施設当たり取扱い品目数 
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21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 6.7品目

中 央 値： 2   品目

標準偏差：16.6品目

 
 
 
■ 一般用検査薬 

 一般用検査薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」45.6％が最も多く、次いで

「１品目～５品目」42.2％であった（平均値 2.1 品目、中央値１品目）。 
 

図表 2-28 一般用検査薬の１施設当たり取扱い品目数 

45.6%

42.2%

9.0%

1.0%

0.8%

0.0%

0.0%

0.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：2.1品目

中 央 値：1   品目

標準偏差：3.3品目

 

 
 

５） 介護用品・衛生用品・医療機器等の取扱い品目数 

 介護用品、衛生用品、医療機器・その他家庭用計量計測機器、医薬部外品、乳幼

児用品（以下「介護用品・衛生用品・医療機器等」という）の１施設当たり取扱い

品目数注4は「１品目～20 品目」21.8％が最も多く、次いで「21 品目～40 品目」

17.4％であった（平均値 117.4 品目、中央値 55 品目）。 
 

図表 2-29 介護用品・衛生用品・医療機器等の１施設当たり取扱い品目数 

2.6%

21.8%

17.4%

10.6%

8.8%

4.6%

6.2%

5.0%

2.6%

2.4%

1.2%

2.0%

1.4%

1.4%

0.8%

0.8%

3.2%

2.4%

3.6%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～20品目

21品目～40品目

41品目～60品目

61品目～80品目

81品目～100品目

101品目～120品目

121品目～140品目

141品目～160品目

161品目～180品目

181品目～200品目

201品目～220品目

221品目～240品目

241品目～260品目

261品目～280品目

281品目～300品目

301品目～400品目

401品目～500品目

501品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：117.4品目

中 央 値： 55   品目

標準偏差：198.0品目

 
 

                                                   
注4 販売実績に関わらず、店内で陳列している品目数（アイテム数）。 
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■ 公衆衛生用薬 

 公衆衛生用薬の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～５品目」39.0％が最も多く、

次いで「０品目」33.6％であった（平均値 6.7 品目、中央値２品目）。 
 

図表 2-27 公衆衛生用薬の１施設当たり取扱い品目数 

33.6%

39.0%

12.2%

4.0%

4.4%

1.0%

0.8%

3.8%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 6.7品目

中 央 値： 2   品目

標準偏差：16.6品目

 
 
 
■ 一般用検査薬 

 一般用検査薬の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」45.6％が最も多く、次いで

「１品目～５品目」42.2％であった（平均値 2.1 品目、中央値１品目）。 
 

図表 2-28 一般用検査薬の１施設当たり取扱い品目数 

45.6%

42.2%

9.0%

1.0%

0.8%

0.0%

0.0%

0.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 5品目

6品目～10品目

11品目～15品目

16品目～20品目

21品目～25品目

26品目～30品目

31品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：2.1品目

中 央 値：1   品目

標準偏差：3.3品目

 

 
 

５） 介護用品・衛生用品・医療機器等の取扱い品目数 

 介護用品、衛生用品、医療機器・その他家庭用計量計測機器、医薬部外品、乳幼

児用品（以下「介護用品・衛生用品・医療機器等」という）の１施設当たり取扱い

品目数注4は「１品目～20 品目」21.8％が最も多く、次いで「21 品目～40 品目」

17.4％であった（平均値 117.4 品目、中央値 55 品目）。 
 

図表 2-29 介護用品・衛生用品・医療機器等の１施設当たり取扱い品目数 
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2.4%
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21品目～40品目

41品目～60品目

61品目～80品目

81品目～100品目

101品目～120品目

121品目～140品目

141品目～160品目

161品目～180品目

181品目～200品目

201品目～220品目

221品目～240品目

241品目～260品目

261品目～280品目

281品目～300品目

301品目～400品目

401品目～500品目

501品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：117.4品目

中 央 値： 55   品目

標準偏差：198.0品目

 
 

                                                   
注4 販売実績に関わらず、店内で陳列している品目数（アイテム数）。 
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① 介護用品 

 介護用品の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」35.4％が最も多く、

次いで「０品目」32.6％であった（平均値 17.4 品目、中央値４品目）。 
 

図表 2-30 介護用品の１施設当たり取扱い品目数 

32.6%

35.4%

8.2%

7.8%

4.6%

2.8%

0.8%

1.2%

0.6%

0.4%

1.2%

3.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：17.4品目

中 央 値： 4   品目

標準偏差：38.6品目

 
 
 

② 衛生材料 

 衛生材料の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～20 品目」36.0％が最も多く、

次いで「21～40 品目」20.0％であった（平均値 57.4 品目、中央値 30 品目）。 
 

図表 2-31 衛生材料の１施設当たり取扱い品目数 

6.2%

36.0%

20.0%

11.8%

6.0%

4.0%

2.4%

2.2%

1.6%

1.0%

1.4%

6.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～20品目

21品目～40品目

41品目～60品目

61品目～80品目

81品目～100品目

101品目～120品目

121品目～140品目

141品目～160品目

161品目～180品目

181品目～200品目

201品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：57.4品目

中 央 値：30   品目

標準偏差：87.5品目

 
 

 
 

③ 医療機器・その他家庭用計量計測機器 

 医療機器・その他家庭用計量計測機器の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～

10 品目」67.8％が最も多く、次いで「０品目」13.6％であった（平均値 7.5 品目、中

央値４品目）。 
 

図表 2-32 医療機器・その他家庭用計量計測機器の１施設当たり取扱い品目数 

13.6%

67.8%

11.4%

1.4%

2.0%

1.0%

0.2%

0.6%

0.4%

0.0%

0.4%

0.0%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 7.5品目

中 央 値： 4   品目

標準偏差：12.1品目

 
 
 

④ 医薬部外品 

 医薬部外品の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」38.2％が最も多く、

次いで「11 品目～20 品目」17.0％であった（平均値 25.3 品目、中央値 10 品目）。 
 

図表 2-33 医薬部外品の１施設当たり取扱い品目数 

16.4%

38.2%

17.0%

8.0%

4.0%

3.0%

2.4%

1.6%

2.4%

1.2%

1.4%

3.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：25.3品目

中 央 値：10   品目

標準偏差：61.9品目
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① 介護用品 

 介護用品の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」35.4％が最も多く、

次いで「０品目」32.6％であった（平均値 17.4 品目、中央値４品目）。 
 

図表 2-30 介護用品の１施設当たり取扱い品目数 

32.6%

35.4%

8.2%

7.8%

4.6%

2.8%

0.8%

1.2%

0.6%

0.4%

1.2%

3.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：17.4品目

中 央 値： 4   品目

標準偏差：38.6品目

 
 
 

② 衛生材料 

 衛生材料の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～20 品目」36.0％が最も多く、

次いで「21～40 品目」20.0％であった（平均値 57.4 品目、中央値 30 品目）。 
 

図表 2-31 衛生材料の１施設当たり取扱い品目数 

6.2%

36.0%

20.0%

11.8%

6.0%

4.0%

2.4%

2.2%

1.6%

1.0%

1.4%
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0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～20品目

21品目～40品目

41品目～60品目

61品目～80品目

81品目～100品目

101品目～120品目

121品目～140品目

141品目～160品目

161品目～180品目

181品目～200品目

201品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：57.4品目

中 央 値：30   品目

標準偏差：87.5品目

 
 

 
 

③ 医療機器・その他家庭用計量計測機器 

 医療機器・その他家庭用計量計測機器の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～

10 品目」67.8％が最も多く、次いで「０品目」13.6％であった（平均値 7.5 品目、中

央値４品目）。 
 

図表 2-32 医療機器・その他家庭用計量計測機器の１施設当たり取扱い品目数 
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31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 7.5品目

中 央 値： 4   品目

標準偏差：12.1品目

 
 
 

④ 医薬部外品 

 医薬部外品の１施設当たり取扱い品目数は「１品目～10 品目」38.2％が最も多く、

次いで「11 品目～20 品目」17.0％であった（平均値 25.3 品目、中央値 10 品目）。 
 

図表 2-33 医薬部外品の１施設当たり取扱い品目数 

16.4%

38.2%

17.0%

8.0%

4.0%

3.0%

2.4%

1.6%

2.4%

1.2%

1.4%

3.2%

1.2%
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0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値：25.3品目

中 央 値：10   品目

標準偏差：61.9品目
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⑤ 乳幼児用品 

 乳幼児用品の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」49.4％が最も多く、次いで

「１品目～10 品目」37.6％であった（平均値 9.9 品目、中央値 0.5 品目）。 
 

図表 2-34 乳幼児用品の１施設当たり取扱い品目数 

49.4%

37.6%

5.4%

1.6%

0.8%

1.8%

0.0%

0.2%

0.6%

0.2%

0.0%

1.2%

1.2%

0% 20% 40% 60%

0品目

1品目～ 10品目

11品目～ 20品目

21品目～ 30品目

31品目～ 40品目

41品目～ 50品目

51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 9.9品目

中 央 値： 0.5品目

標準偏差：61.4品目

 

 
 

６） 薬局利用者に対する医療機関への受診勧奨・情報提供の状況 

① 薬局利用者に対する医療機関への受診勧奨の実績の有無【過去半年間】 

 薬局利用者に対する医療機関への受診勧奨について、過去半年間の実績の有無を

みると、「ある」79.8％、「ない」20.0％であった。 
 

図表 2-35 利用者に対する医療機関への受診勧奨の実績の有無【過去半年間】 

79.8% 20.0% 0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

ある ない 無回答

 
 
 

② 医療機関への受診勧奨の実績【過去半年間】 

■ 要指導医薬品又は一般用医薬品の購入希望者に対する受診勧奨 

 過去半年間に実施した要指導医薬品又は一般用医薬品の購入希望者に対する受診

勧奨について、１施設当たり延べ人数は「０人」34.0％が最も多く、次いで「１人～

５人」28.8％であった（平均値 8.9 人、中央値２人）。 
 

図表 2-36 受診勧奨した利用者の延べ人数【過去半年間】 

34.0%

28.8%

11.8%

4.2%

5.8%

0.8%

3.6%

0.2%

0.8%

3.6%

6.4%

0% 20% 40% 60%

0人

1人～5人

6人～10人

11人～15人

16人～20人

21人～25人

26人～30人

31人～35人

36人～40人

41人以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 8.9人
中 央 値： 2   人
標準偏差：19.9人
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⑤ 乳幼児用品 

 乳幼児用品の１施設当たり取扱い品目数は「０品目」49.4％が最も多く、次いで

「１品目～10 品目」37.6％であった（平均値 9.9 品目、中央値 0.5 品目）。 
 

図表 2-34 乳幼児用品の１施設当たり取扱い品目数 
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51品目～ 60品目

61品目～ 70品目

71品目～ 80品目

81品目～ 90品目

91品目～100品目

101品目以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 9.9品目

中 央 値： 0.5品目

標準偏差：61.4品目

 

 
 

６） 薬局利用者に対する医療機関への受診勧奨・情報提供の状況 

① 薬局利用者に対する医療機関への受診勧奨の実績の有無【過去半年間】 

 薬局利用者に対する医療機関への受診勧奨について、過去半年間の実績の有無を

みると、「ある」79.8％、「ない」20.0％であった。 
 

図表 2-35 利用者に対する医療機関への受診勧奨の実績の有無【過去半年間】 

79.8% 20.0% 0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

ある ない 無回答

 
 
 

② 医療機関への受診勧奨の実績【過去半年間】 

■ 要指導医薬品又は一般用医薬品の購入希望者に対する受診勧奨 

 過去半年間に実施した要指導医薬品又は一般用医薬品の購入希望者に対する受診

勧奨について、１施設当たり延べ人数は「０人」34.0％が最も多く、次いで「１人～

５人」28.8％であった（平均値 8.9 人、中央値２人）。 
 

図表 2-36 受診勧奨した利用者の延べ人数【過去半年間】 
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0.8%

3.6%

6.4%

0% 20% 40% 60%

0人

1人～5人

6人～10人

11人～15人

16人～20人

21人～25人

26人～30人

31人～35人

36人～40人

41人以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 8.9人
中 央 値： 2   人
標準偏差：19.9人
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■ その他の薬局利用者に対する受診勧奨 

 過去半年間に実施したその他の薬局利用者に対する受診勧奨について、１施設当

たり延べ人数は「０人」34.0％が最も多く、次いで「１人～５人」25.6％であった

（平均値 11.1 人、中央値４人）。 
 

図表 2-37 受診勧奨した利用者の延べ人数【過去半年間】 

30.4%

25.6%

15.8%

3.2%

6.6%

0.4%

4.2%

0.2%

0.6%

6.6%

6.4%

0% 20% 40% 60%

0人

1人～5人

6人～10人

11人～15人

16人～20人

21人～25人

26人～30人

31人～35人

36人～40人

41人以上

無回答

（N=500）

平 均 値：11.1人
中 央 値： 4   人
標準偏差：22.2人

 
 
 

③ 医療機関への受診勧奨時における文書による情報提供の実績【過去半年間】 

 過去半年間の薬局利用者に対する受診勧奨時における文書による情報提供注5の実績

の有無についてみると、「ある」14.8％、「ない」84.2％であった。 
 

図表 2-38 受診勧奨時における文書による情報提供の実績の有無【過去半年間】 

14.8% 84.2% 1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

あ る な い 無回答

 

                                                   
注5 受診勧奨をした利用者が医療機関を受診する際に、紹介状等文書により情報提供することを指す。 

 
 

 また、過去半年間に受診勧奨時に文書による情報提供を行った薬局利用者の１施

設当たり延べ人数は「０人」84.2％が最も多かった（平均値 1.1 人、中央値０人）。 
 
図表 2-39 受診勧奨時に文書による情報提供を行った利用者の延べ人数【過去半年間】 

84.2%

3.0%

4.2%

2.4%

0.2%

1.8%

0.0%

0.2%

0.4%

0.0%

2.2%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

1人

2人

3人

4人

5人

6人

7人

8人

9人

10人以上

無回答

（N=500）

平 均 値：1.1人
中 央 値：0   人
標準偏差：7.9人
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■ その他の薬局利用者に対する受診勧奨 

 過去半年間に実施したその他の薬局利用者に対する受診勧奨について、１施設当

たり延べ人数は「０人」34.0％が最も多く、次いで「１人～５人」25.6％であった

（平均値 11.1 人、中央値４人）。 
 

図表 2-37 受診勧奨した利用者の延べ人数【過去半年間】 

30.4%

25.6%

15.8%

3.2%

6.6%

0.4%

4.2%

0.2%

0.6%

6.6%

6.4%

0% 20% 40% 60%

0人

1人～5人

6人～10人

11人～15人

16人～20人

21人～25人

26人～30人

31人～35人

36人～40人

41人以上

無回答

（N=500）

平 均 値：11.1人
中 央 値： 4   人
標準偏差：22.2人

 
 
 

③ 医療機関への受診勧奨時における文書による情報提供の実績【過去半年間】 

 過去半年間の薬局利用者に対する受診勧奨時における文書による情報提供注5の実績

の有無についてみると、「ある」14.8％、「ない」84.2％であった。 
 

図表 2-38 受診勧奨時における文書による情報提供の実績の有無【過去半年間】 

14.8% 84.2% 1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

あ る な い 無回答

 

                                                   
注5 受診勧奨をした利用者が医療機関を受診する際に、紹介状等文書により情報提供することを指す。 

 
 

 また、過去半年間に受診勧奨時に文書による情報提供を行った薬局利用者の１施

設当たり延べ人数は「０人」84.2％が最も多かった（平均値 1.1 人、中央値０人）。 
 
図表 2-39 受診勧奨時に文書による情報提供を行った利用者の延べ人数【過去半年間】 

84.2%

3.0%

4.2%

2.4%

0.2%

1.8%

0.0%

0.2%

0.4%

0.0%

2.2%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人

1人

2人

3人

4人

5人

6人

7人

8人

9人

10人以上

無回答

（N=500）

平 均 値：1.1人
中 央 値：0   人
標準偏差：7.9人
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７） 他機関との連携状況 

 過去半年間の他機関との連携注6の実績の有無についてみると、「ある」38.6％、「な

い」60.8％であった。 
 また、過去半年間に他機関との連携を行った薬局利用者の１施設当たり延べ人数

は「０人」60.8％が最も多く、次いで「３人」8.4％であった（平均値 2.3 人、中央値

０人）。 
 

図表 2-40 他機関との連携の実績の有無【過去半年間】 

38.6% 60.8% 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

あ る な い 無回答

 
 
 

図表 2-41 他機関との連携を行った利用者の延べ人数【過去半年間】 

60.8%

7.4%

8.0%

8.4%

0.2%

4.2%

5.6%

1.0%

0.6%

2.0%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80%

0人

1人

2人

3人

4人

5人

6人～10人

11人～15人

16人～20人

21人以上

無回答

（N=500）

平 均 値：2.3人
中 央 値：0   人
標準偏差：6.7人

 
 

                                                   
注6 利用者本人又はその家族等からの健康や介護等に関する相談を受け、適当な行政・関係機関（役所

等の相談窓口、保健所、福祉事務所、地域包括支援センター等）への連絡・紹介を行っているこ

とを指す。 

 
 

８） 健康食品等に関する相談対応・情報提供の状況 

① 健康食品等に関する相談対応の実績【過去半年間】 

 過去半年間の健康食品等に関する相談対応注7の実績の有無についてみると、「あ

る」76.2％、「ない」23.2％であった。 
 また、過去半年間に健康食品等に関する相談対応を行った薬局利用者の１施設当

たり延べ人数は「１人～10 人」40.4％が最も多く、次いで「０人」23.2％であった

（平均値 37.3 人、中央値５人）。 
 

図表 2-42 健康食品等に関する相談対応の実績の有無【過去半年間】 

76.2% 23.2% 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

ある ない 無回答

 
 
 

図表 2-43 健康食品等に関する相談対応を行った利用者の延べ人数【過去半年間】 

23.2%

40.4%

11.2%

5.8%

1.4%

2.0%

1.6%

0.2%

0.4%

0.2%

1.4%

6.0%

6.2%

0% 20% 40% 60%

0人

1人～10人

11人～20人

21人～30人

31人～40人

41人～50人

51人～60人

61人～70人

71人～80人

81人～90人

91人～100人

101人以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 37.3人
中 央 値： 5   人
標準偏差：130.5人

 
 

                                                   
注7 特定保健用食品、特別用途食品、サプリメント等のいわゆる健康食品等を購入される方について適

切な情報の把握に努め、服用薬との相互作用等の健康食品に係る相談について応需・対応してい

ることを指す。 
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７） 他機関との連携状況 

 過去半年間の他機関との連携注6の実績の有無についてみると、「ある」38.6％、「な

い」60.8％であった。 
 また、過去半年間に他機関との連携を行った薬局利用者の１施設当たり延べ人数

は「０人」60.8％が最も多く、次いで「３人」8.4％であった（平均値 2.3 人、中央値

０人）。 
 

図表 2-40 他機関との連携の実績の有無【過去半年間】 

38.6% 60.8% 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

あ る な い 無回答

 
 
 

図表 2-41 他機関との連携を行った利用者の延べ人数【過去半年間】 

60.8%

7.4%

8.0%

8.4%

0.2%

4.2%

5.6%

1.0%

0.6%

2.0%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80%

0人

1人

2人

3人

4人

5人

6人～10人

11人～15人

16人～20人

21人以上

無回答

（N=500）

平 均 値：2.3人
中 央 値：0   人
標準偏差：6.7人

 
 

                                                   
注6 利用者本人又はその家族等からの健康や介護等に関する相談を受け、適当な行政・関係機関（役所

等の相談窓口、保健所、福祉事務所、地域包括支援センター等）への連絡・紹介を行っているこ

とを指す。 

 
 

８） 健康食品等に関する相談対応・情報提供の状況 

① 健康食品等に関する相談対応の実績【過去半年間】 

 過去半年間の健康食品等に関する相談対応注7の実績の有無についてみると、「あ

る」76.2％、「ない」23.2％であった。 
 また、過去半年間に健康食品等に関する相談対応を行った薬局利用者の１施設当

たり延べ人数は「１人～10 人」40.4％が最も多く、次いで「０人」23.2％であった

（平均値 37.3 人、中央値５人）。 
 

図表 2-42 健康食品等に関する相談対応の実績の有無【過去半年間】 

76.2% 23.2% 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

ある ない 無回答

 
 
 

図表 2-43 健康食品等に関する相談対応を行った利用者の延べ人数【過去半年間】 

23.2%

40.4%

11.2%

5.8%

1.4%

2.0%

1.6%

0.2%

0.4%

0.2%

1.4%

6.0%

6.2%

0% 20% 40% 60%

0人

1人～10人

11人～20人

21人～30人

31人～40人

41人～50人

51人～60人

61人～70人

71人～80人

81人～90人

91人～100人

101人以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 37.3人
中 央 値： 5   人
標準偏差：130.5人

 
 

                                                   
注7 特定保健用食品、特別用途食品、サプリメント等のいわゆる健康食品等を購入される方について適

切な情報の把握に努め、服用薬との相互作用等の健康食品に係る相談について応需・対応してい

ることを指す。 
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② 健康食品等と服用薬との相互作用に関する情報提供の実績【過去半年間】 

 過去半年間の健康食品等と服用薬との相互作用に関する情報提供の実績の有無に

ついてみると、「ある」59.8％、「ない」38.8％であった。 
 また、過去半年間に健康食品等と服用薬との相互作用に関する情報提供を行った

薬局利用者の１施設当たり延べ人数は「０人」38.8％が最も多く、次いで「１人～５

人」24.6％であった（平均値 21.0 人、中央値２人）。 
 

図表 2-44 健康食品等と服用薬との相互作用に関する情報提供の実績の有無【過去半年間】 

59.8% 38.8% 1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

あ る な い 無回答

 
 
 

図表 2-45 健康食品等と服用薬との相互作用に関する 

情報提供を行った利用者の延べ人数【過去半年間】 

38.8%

24.6%

11.6%

2.8%

3.6%

0.4%

3.6%

0.0%

0.8%

0.0%

3.0%

5.4%

5.4%

0% 20% 40% 60%

0人

1人～5人

6人～10人

11人～15人

16人～20人

21人～25人

26人～30人

31人～35人

36人～40人

41人～45人

46人～50人

51人以上

無回答

（N=500）

平 均 値：21.0人
中 央 値： 2   人
標準偏差：96.9人

 
 
 

 
 

９） 要指導医薬品・一般用医薬品等の売上の割合 

① 要指導医薬品及び一般用医薬品 

 平成 26 年６月の総売上に占める要指導医薬品及び一般用医薬品の売上の割合は、

「０％超 10％未満」40.6％が最も多く、次いで「０％」16.8％であった（平均値

9.9％、中央値 1.2％）。 

図表 2-46 要指導医薬品及び一般用医薬品の売上の割合【平成２６年６月１カ月間】 

16.8%

40.6%

9.4%

5.2%

3.2%

2.6%

1.6%

0.8%

0.6%

0.6%

0.6%

18.0%

0% 20% 40% 60%

0%

0%超 10%未満

10%超 20%未満

20%以上 30%未満

30%以上 40%未満

40%以上 50%未満

50%以上 60%未満

60%以上 70%未満

70%以上 80%未満

80%以上 90%未満

90%以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 9.9％
中 央 値： 1.2％
標準偏差：17.2％

 
 

② 介護用品・衛生材料・医療機器等 

 平成 26 年６月の総売上に占める介護用品・衛生材料・医療機器等の売上の割合は、

「０％超 10％未満」53.2％が最も多く、次いで「０％」16.2％であった（平均値

4.1％、中央値 1.0％）。 

図表 2-47 介護用品・衛生材料・医療機器等の売上の割合【平成２６年６月１カ月間】 

16.2%

53.2%

8.4%

2.0%

1.2%

0.4%

0.0%

0.2%

0.0%

0.0%

0.2%

18.2%

0% 20% 40% 60%

0%

0%超 10%未満

10%超 20%未満

20%以上 30%未満

30%以上 40%未満

40%以上 50%未満

50%以上 60%未満

60%以上 70%未満

70%以上 80%未満

80%以上 90%未満

90%以上

無回答

（N=500）

平 均 値：4.1％
中 央 値：1.0％
標準偏差：8.3％
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② 健康食品等と服用薬との相互作用に関する情報提供の実績【過去半年間】 

 過去半年間の健康食品等と服用薬との相互作用に関する情報提供の実績の有無に

ついてみると、「ある」59.8％、「ない」38.8％であった。 
 また、過去半年間に健康食品等と服用薬との相互作用に関する情報提供を行った

薬局利用者の１施設当たり延べ人数は「０人」38.8％が最も多く、次いで「１人～５

人」24.6％であった（平均値 21.0 人、中央値２人）。 
 

図表 2-44 健康食品等と服用薬との相互作用に関する情報提供の実績の有無【過去半年間】 

59.8% 38.8% 1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=500

あ る な い 無回答

 
 
 

図表 2-45 健康食品等と服用薬との相互作用に関する 

情報提供を行った利用者の延べ人数【過去半年間】 
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3.6%

0.4%

3.6%

0.0%

0.8%

0.0%

3.0%

5.4%

5.4%
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1人～5人

6人～10人

11人～15人

16人～20人

21人～25人

26人～30人

31人～35人

36人～40人

41人～45人

46人～50人

51人以上

無回答

（N=500）

平 均 値：21.0人
中 央 値： 2   人
標準偏差：96.9人

 
 
 

 
 

９） 要指導医薬品・一般用医薬品等の売上の割合 

① 要指導医薬品及び一般用医薬品 

 平成 26 年６月の総売上に占める要指導医薬品及び一般用医薬品の売上の割合は、

「０％超 10％未満」40.6％が最も多く、次いで「０％」16.8％であった（平均値

9.9％、中央値 1.2％）。 

図表 2-46 要指導医薬品及び一般用医薬品の売上の割合【平成２６年６月１カ月間】 

16.8%

40.6%

9.4%

5.2%

3.2%

2.6%

1.6%

0.8%

0.6%

0.6%

0.6%

18.0%

0% 20% 40% 60%

0%

0%超 10%未満

10%超 20%未満

20%以上 30%未満

30%以上 40%未満

40%以上 50%未満

50%以上 60%未満

60%以上 70%未満

70%以上 80%未満

80%以上 90%未満

90%以上

無回答

（N=500）

平 均 値： 9.9％
中 央 値： 1.2％
標準偏差：17.2％

 
 

② 介護用品・衛生材料・医療機器等 

 平成 26 年６月の総売上に占める介護用品・衛生材料・医療機器等の売上の割合は、

「０％超 10％未満」53.2％が最も多く、次いで「０％」16.2％であった（平均値

4.1％、中央値 1.0％）。 

図表 2-47 介護用品・衛生材料・医療機器等の売上の割合【平成２６年６月１カ月間】 

16.2%

53.2%

8.4%

2.0%

1.2%

0.4%

0.0%

0.2%

0.0%

0.0%

0.2%

18.2%

0% 20% 40% 60%

0%

0%超 10%未満

10%超 20%未満

20%以上 30%未満

30%以上 40%未満

40%以上 50%未満

50%以上 60%未満

60%以上 70%未満

70%以上 80%未満

80%以上 90%未満

90%以上

無回答

（N=500）

平 均 値：4.1％
中 央 値：1.0％
標準偏差：8.3％
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